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審査会合におけるコメント

No. 第750回審査会合におけるコメント（令和元年７月２６日）

S１８８
説明上の重要性及び申請書への記載を踏まえて，資料の構成を整理すること。
• 検討用地震の断層パラメータの設定根拠は，本資料に記載すること。

S１９３
敷地周辺の地質・地質構造の半径30km以遠の活断層評価の概要に示されている活断層分布図等，双葉断層や福島盆
地西縁断層帯のように重要な断層の表示が途中で途切れているものについては，図を修正すること。

S１９４ 海洋プレート内地震のうち４.７型地震の震源モデルの設定において，地殻変動等の知見について本資料に記載すること。

S１９５
北上低地西縁断層帯，双葉断層及び北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震の武村式による地震規模の算定パ
ラメータを示すこと。

S１９６ 内陸地殻内地震の検討用地震の対象の整理において，代表となる地震の選択過程と考え方について説明を充実すること。

S１９７ 「基準地震動の策定について」で，申請時Ssからの変更について整理し説明すること。
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１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定
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不整形性の規模

大(例：サイトの規模を超える)
小(例：サイトの規模より小さい)

【対応する周期】 長周期
【現象の例】褶曲構造や基盤の不整形性

【対応する周期】 長周期~短周期
【現象の例】弱層による特定の周期の増幅効果

【対応する周期】 短周期
【現象の例】局所的な速度構造の逆転や貫入

 敷地の大きさは比較的小規模。

 地表から地震基盤相当に達するボーリング調査・物理検層を高密度に実施。

 解放基盤及び地震基盤は浅く分布。

 地震基盤及び解放基盤における鉛直アレイ地震観測，水平アレイ地震観測を実施。

 敷地の地震観測により検討用地震を含む強震記録や豊富な中小地震記録が得られている。

比較的短周期域の地震波の伝播特性に影響を与える解放基盤から地表ま
での調査

中(例：サイトの規模を超えない)

女川原子力発電所の検討

深部地下構造調査(概査) 浅部地下構造調査(精査)

比較的長周期域の地震波の伝播特性に影響を与える地震基盤から解放基
盤までの調査

 地震基盤から地表までの地下構造の把握に関しては，地質調査により速度構造は概ね水平成層であることを直接確認している。
また，鉛直アレイ・水平アレイ観測記録を用いた検討から，到来方向の違いによる特異な増幅は見られず，場所の違いによる振
動特性の違いは小さいことから，地質調査結果と矛盾しないことを確認した。

 「地殻・マントル構造」が反映される震源から地震基盤までの地震波伝播特性に関しては，統計的グリーン関数法を用いた強震
動シミュレーションが観測記録と整合することを確認した。

 また，強震記録の自由地盤におけるはぎとり波を用いた建屋シミュレーションと建屋の観測記録との比較を行い，入力地震動評
価手法の適用性の確認を行っている。

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p6 修正

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

規制要求と検討の整理①
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※ O.P.(女川原子力発電所工事用基準面)±0m = T.P.(東京湾平均海面) - 0.74m

他の観測点の
水平アレイ

C4観測点
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 ボーリング調査

 地震基盤までの
大深度ボーリング

 物理検層

 高密度弾性波探査

 重力探査

 微動アレイ観測

 鉛直・水平アレイ
地震観測

 ボーリング調査

 物理検層

 反射法・屈折法
地震探査

 重力探査

 微動アレイ観測

 鉛直・水平アレイ
地震観測

女川原子力発電所

 地表から地震基盤
までのボーリング調
査・物理検層等を
実施し，地震基盤
までの地下構造を
直接的な手法で把
握。

 解放基盤及び地震
基盤での鉛直アレ
イ及び水平アレイ
地震観測を実施。

 深部地下構造調査
(概査)についても，

浅部地下構造調査
(精査)と同様の密
度で実施。

地
殻

・
マ

ン
ト

ル
構

造  震源から地震基盤
までの地震波伝播
特性に関しては，統
計的グリーン関数
法を用いた強震動
シミュレーションが
観測記録と整合す
ることを確認。

解放基盤・地震基盤と地質調査・振動特性の検討との関係

C地点:2号炉原子炉建屋

▽G.L.(O.P. 18.7m)
▽G.L.(O.P. 14.8m)

地震基盤の
地震観測点

岩盤上部
（解放基盤表面）の

地震観測点

▽O.P. -128.4m
B4観測点

B地点:自由地盤 ボーリング
物理検層

▽O.P. -15.0m
C1観測点

最大加速度振幅比
応答スペクトル比

比較

最大加速度振幅比
応答スペクトル比

比較

▽O.P. -8.6m
B1観測点

最大加速度振幅比
応答スペクトル比

比較
他の観測点の

水平アレイ

他の観測点の
鉛直アレイ

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p7 修正

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

規制要求と検討の整理②
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設置許可基準規則解釈・審査ガイドの要求事項(抜粋) 女川原子力発電所

 地震波の伝播特性に与える影響を検討するため，地質構造を評価す
るとともに，地震基盤の位置及び形状，岩相・岩質の均質性並びに地
震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価すること。

 なお，地下構造が成層かつ均質と認められる場合を除き，三次元的
な地下構造により検討すること。

 既往文献調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地
質調査，ボーリング調査並びに物理探査等を適切な手順と組み合わ
せで実施すること。

 比較的長周期域に地震波の伝播特性に大きな影響を与える，地震基
盤から解放基盤までの「深部地下構造モデル」を作成するための「深
部地下構造調査(概査)」が適切に行われていることを確認する。

 ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地震探査，電磁気探査，重
力探査，微動アレイ探査，水平アレイ地震動観測等による調査･探査
を適切な範囲及び数量で実施していることを確認する。

 地震基盤から解放基盤までの三次元地下構造，地下構造の三次元
不整形性が適切に把握できている必要がある。

 敷地における観測記録を用いて，震源の深さや距離を考慮した上で，
方位による振幅や波形の変化を調査することが重要である。

 震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影響
を与える地殻構造調査として，弾性波探査や地震観測等を適切な範
囲及び数量で実施していることを確認する。

 比較的短周期域における地震波の伝播特性に影響を与える，解放基
盤から地表面までの「浅部地下構造モデル」を作成するための「浅部
地下構造調査(精査)」が適切に行われていることを確認する。

 地質構造・地下構造を把握するために，ボーリング調査に加えて地震
基盤相当に達する大深度ボーリング，物理検層，高密度弾性波探査，
重力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直アレイ地震観測
や水平アレイ地震観測等を適切な範囲及び数量で実施していることを
確認する。

 解放基盤から地表面までの詳細な三次元地下構造，地下構造の三
次元不整形性等が適切に把握できている必要がある。

【敷地及び調査の特徴】

 敷地の大きさは比較的小規模。

 中生界ジュラ系の硬質な岩盤が広く分布。解放基盤及び地震基盤は浅い。

 原子炉建屋は解放基盤に直接設置。

 地震基盤は浅く，地震基盤から表層までの「深部地下構造調査(概査)」及
び「浅部地下構造調査(精査)」を高密度で実施。

【地質調査】

 既往文献調査，重力探査，広域地質調査を実施。

 地表から地震基盤にいたるボーリング調査，物理検層を高密度で実施。

 敷地には，広範囲に中生界ジュラ系の硬質な岩盤が分布し，地震基盤から
解放基盤の速度構造は概ね水平成層で相当な拡がりを有して分布。

【鉛直アレイ・水平アレイ地震観測】

 解放基盤及び地震基盤における鉛直アレイ・水平アレイ観測を実施。

 各アレイで最大加速度振幅比及び応答スペクトル比による検討を実施。

 各鉛直アレイでは，到来方向の違いによる特異な増幅特性は見られない。

 各水平アレイでは，場所の違いによる振動特性の違いは小さい。

 地震観測記録の分析結果は，地質調査結果と矛盾しない。

【強震記録による検討】

 敷地で得られた強震記録を用いて，震源から敷地にいたるシミュレーション
を実施。

 観測記録と整合することを確認。伝播特性，入力地震動評価も含めた評価
手法の適用性を確認した。

 高密度な浅部地下構造調査(精査)及び深部地下構造調査(概査)により，

敷地の地下構造は概ね成層かつ均質で，地震波伝播特性への三次元不
整形性の影響は小さいことを確認。

 強震記録の検討により，震源から敷地までの伝播特性・入力地震動評価も
含めた評価手法の適用性を確認。

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p8 修正

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

規制要求と検討の整理③
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2号炉
R-4 

R-2 

R-1 R-6 

R-8

RS-4 

RS-5 RS-6 

RS-1 RS-7 RS-2 RS-3 

RS-9 

RS-10 

N

RS-8 

Y’ 

X’ X 

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

2号炉付近のPS検層位置図

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p37 修正

Y 
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第2速度層
上面コンター図

第3速度層
上面コンター図

NN

深さはO.P.(m) 深さはO.P.(m)

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

2号炉付近のPS検層 速度層上面コンター図①

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p40 再掲
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第4速度層
上面コンター図

第5速度層
上面コンター図

NN

深さはO.P.(m) 深さはO.P.(m)

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

2号炉付近のPS検層 速度層上面コンター図②

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p41 再掲
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 中小地震の検討から得た敷地の応答スペクトル比の平均と強震記録の応答スペクトル比は整合する。
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自由地盤観測点 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比(B1：O.P.-8.6m / B4：O.P.-128.4m)

2号炉原子炉建屋地中 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比(C1：O.P.-15.0m / C4：O.P.-128.4m)

3号炉原子炉建屋地中 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比(D1：O.P.-15.0m / D4：O.P.-128.4m)

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16(C1欠)
━━ : 2011.3.11(C1欠)
━━ : 2011.4.7(C1欠)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D1,D4欠)
━━ : 2011.4.7(D1,D4欠)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D1,D4欠)
━━ : 2011.4.7(D1,D4欠)

長周期側は感度
低下のため参考値

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

強震記録と敷地地盤の振動特性との比較（鉛直アレイ）

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p139 修正
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 中小地震の検討から得た敷地の応答スペクトル比の平均と強震記録の応答スペクトル比は整合する。
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2号炉原子炉建屋 深部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(C4：O.P.-128.4m / B4：O.P.-128.4m)

3号炉原子炉建屋 深部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(D4：O.P.-128.4m / B4：O.P.-128.4m)

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D4欠)
━━ : 2011.4.7(D4欠)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 2003.5.26(B4欠)
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D4欠)
━━ : 2011.4.7(D4欠)

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

強震記録と敷地地盤の振動特性との比較（深部水平アレイ）

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p140 修正
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 中小地震の検討から得た敷地の応答スペクトル比の平均と強震記録の応答スペクトル比は整合する。
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1号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(A1：O.P.-8.6m / B1：O.P.-8.6m)

3号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(D1：O.P.-15.0m / B1：O.P.-8.6m)

2号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(C1：O.P.-15.0m / B1：O.P.-8.6m)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

水平成分 鉛直成分

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16(C1欠)
━━ : 2011.3.11(C1欠)
━━ : 2011.4.7(C1欠)

水平成分 鉛直成分

水平成分 鉛直成分━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D1欠)
━━ : 2011.4.7(D1欠)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11(D1欠)
━━ : 2011.4.7(D1欠)

━━ : 中小地震の平均
- - - - : 1σ
━━ : 強震記録の平均
━━ : 2003.5.26
━━ : 2005.8.16
━━ : 2011.3.11
━━ : 2011.4.7

長周期側は感度
低下のため参考値

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

強震記録と敷地地盤の振動特性との比較（浅部水平アレイ）

第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p141 修正
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発震日時
規模

M
深さ
(km)

震央地名
震央距離

(km)
入射角
(deg)

方位角
(deg)

2003/10/31 10:06:30 6.8 33 SE OFF MIYAGI PREF      122 74.74 120.60 

2011/3/9 11:45:12 7.3 8 FAR E OFF MIYAGI PREF   155 86.95 92.30 

2011/3/10 6:23:59 6.8 9 FAR E OFF MIYAGI PREF   137 86.12 100.10 

2011/3/11 20:36:39 6.7 24 E OFF IWATE PREF        131 79.82 45.10 

2011/3/12 10:47:12 6.8 0 FAR E OFF FUKUSHIMA PREF 151 90.00 132.50 

2011/3/29 19:54:30 6.6 13 SE OFF MIYAGI PREF      139 84.52 141.90 

2011/4/11 17:16:12 7 6 EASTERN FUKUSHIMA PREF  177 87.93 204.60 

2011/6/23 6:50:50 6.9 36 E OFF IWATE PREF        196 79.49 28.40 

2011/7/10 9:57:07 7.3 34 FAR E OFF MIYAGI PREF   180 79.31 102.50 

2012/3/27 20:00:42 6.6 21 E OFF IWATE PREF        172 83.21 24.50 

 観測記録（自由地盤の地表観測点）から求めたR/Vレシーバー関数と深部地下構造モデルから
求めた理論R/Vレシーバー関数の比較を行った。

 P波とS波の走時の時間差が大きくなると考えられる遠地（震央距離100km以上）の地震を対象と
し，P波とS波の区別が明確な地震について地震規模が大きい10地震を採用した。

検討に用いた地震
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200 km

0 50 100 km

女川原子力発電所

検討に用いた地震の震央分布

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

R/Vレシーバー関数の比較（観測記録及び理論）①

第316回審査会合(H28.1.8)

資料1 p109 修正
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 観測記録のR/Vレシーバー関数と理論R/Vレシーバー関数のいずれにおいても地震基盤※以浅からのPS変換
波が明瞭である。

 また，観測・理論の両者とも，地震基盤※以深からのPS変換波は明瞭ではない。

観測記録のR/Vレシーバー関数と理論R/Vレシーバー関数の比較
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━：観測記録(10地震の平均)
━：理論

１．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

R/Vレシーバー関数の比較（観測記録及び理論）②

第316回審査会合(H28.1.8)

資料1 p110 修正

※ O.P.-128.4m
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

２．１ プレート間地震
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■断層パラメータの設定根拠

震源パラメータ パラメータの設定根拠 備考

断層面積

地震規模M9（M=Mｗ）を基本条件とし，佐藤（1989）の式より，S=100,000km2と設定。
3.11地震の震源域の長さ約500km×幅約200km=100,000km2と整合。
また，内閣府（2012）での3.11地震の断層モデルの整理では72,000～107,100km2と
なっており整合している。

断層長さ 断層面積／断層幅=断層長さ500km。三陸沖中部から茨城県沖の領域に対応。

断層幅 海溝軸から陸までのプレート境界地震の発生域の幅に対応する幅200kmに設定。

断層傾斜角 太平洋プレートの形状を考慮して設定している壇ほか（2005）による。

壇ほか（2005）は，地震
調査研究推進本部
（2005）に基づき設定さ
れている。

断層の走向，すべり角，
破壊開始点

断層の走向とすべり角は，防災科学技術研究所F-netの3.11地震のCMT解。
破壊開始点は，気象庁による3.11地震の震源情報を参照し設定。

剛性率
地震調査研究推進本部（2002),(2005）による。
1978年宮城県沖地震の観測記録を踏まえて断層パラメータが設定されている。

地震調査研究推進本
部（2002）は，地震調査
研究推進本部（2005）
に改訂されている。

S波速度
地震調査研究推進本部（2002),(2005）による。
1978年宮城県沖地震の観測記録を踏まえて断層パラメータが設定されている。

破壊伝播速度
地震調査研究推進本部（2002),(2005）による。
1978年宮城県沖地震の観測記録を踏まえて断層パラメータが設定されている。

高域遮断周波数
地震調査研究推進本部(2005）による。
佐藤ほか（1994）による主に東北地方太平洋岸の海溝型地震の推定値を用いている。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p90 修正
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■断層モデルの考え方 巨視的パラメータ（１）

内閣府（2012）南海トラフの巨大地震モデル
検討会におけるプレーﾄ間巨大地震（2004年
スマトラ地震，2010年チリ地震，3.11地震等の
８地震）の平均応力降下量の平均＋標準偏
差は3.1MPaとされている。

整合

○地震規模

基本条件としてM9.0とする。（M＝Mw）

○断層面積

・佐藤（1989），宇津（2001）から

logS=M－4.0
S=100,000km2

（M=Mwとする。）

・太平洋プレート形状を考慮し断層長さ500km，
断層幅200kmとする。

○平均応力降下量

・円形クラック式より

⊿σ=7/16・M0・（S/π）-3/2=3.08MPa

内閣府（2012）南海トラフの巨大地震モデル
検討会における3.11地震の断層面積（９例）
では72,000～107,100km2とされている。

整合

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p91 再掲
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プレート境界地震における気象庁マグニチュードとモーメントマグニチュードの関係
（最近の地震データより）（内閣府（2013））

【参考】Mj＝Mwについて
・M8クラス以下のプレート間地震の場合MｊとMwは対応している。（内
閣府（2013））

・M9クラスの巨大地震では，気象庁マグニチュード（Mj）に比べてモー
メントマグニチュード（Mw）が有意に大きく算出され，Mjでは地震の
規模を適切に表現できないと考えられる場合は，気象庁ではMwを
用いている。

・3.11地震の気象庁マグニチュード（Mj）は8.4であるが，気象庁による
モーメントマグニチュードは9.0と算出されており，地震の規模をあら
わす値としては，モーメントマグニチュードが用いられている。

○地震規模

基本条件としてM9.0とする。（M＝Mw）
・3.11地震はM9.0であることから，これと同規模の震源をモデル化した。
・断層面積はMj=Mwとして算定。

■断層モデルの考え方 巨視的パラメータ（２）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p92 再掲
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○断層面積

・佐藤（1989），宇津（2001）から

logS=M－4.0，M＝9.0
S=100,000km2

・太平洋プレート形状を考慮し断層長さ500km，断層幅200kmとする。

【壇ほか（2013）】
・3.11地震の震源断層の大きさを整理すると，研
究者により少しずつ異なるが，南北方向の長さL
は約500km，東西方向の幅Wは約200kmである。

・3.11地震の断層面積とモーメントマグニチュード
Mwの関係は，宇津（2001）の相似則の式の延
長上にある。

断層面積SとモーメントマグニチュードMwとの関係（壇ほか（2013））

■断層モデルの考え方 巨視的パラメータ（３）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p93 再掲
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【内閣府（2012） 南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）】

・断層面積：2011年東北地方太平洋沖地震の断層面積（９例）では72,000～107,100km2となっている。
・平均応力降下量：2004年スマトラ地震，2010年チリ地震，3.11地震等の８地震の平均応力降下量の平均＋標準偏差は3.1MPaとされ
ている。3.11地震の平均値は，3.98MPaとなっている。

■断層モデルの考え方 巨視的パラメータ（４）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p94 再掲
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【田島ほか（2013）】
・収集したデータ（8.4≦Mw≦9.1）からM0と断層幅（W）の関係を調べたところ，文献によるばらつきも大きいが，
断層幅（W）は，平均的には200km弱（180～200km程度）で飽和することがわかった。

■断層モデルの考え方 巨視的パラメータ（５）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p95 再掲
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■津波モデルとの比較
・女川地点の基準津波の断層モデルは，地震調査研究推進本部（2012，2014）の東北地方太平洋型地震（三陸沖中部から茨城県沖）等
を参考にし，津波の特性を踏まえその巨視的断層面を設定している。

・地震動の断層モデルは，地震動の特性を踏まえ，巨視的断層面は津波モデルと同様に地震調査研究推進本部の三陸沖中部から茨城
県沖（海溝軸付近を含む）の領域を考慮しており，その設定面積は，100,000km2となり，津波モデルの面積と概ね同程度である。

地震動の断層モデル

・S=107,357(km2)

・Mw=9.04
・S=129,034(km2)

・Mw=9.13

基準断層モデル②基準断層モデル①※

※：広域の津波特性をモデルに適切に反映する観点から，想定波源域を三陸沖北部まで拡大。

東北地方太平洋沖型の地震

（地震調査研究推進本部（2014））

・S=100,000(km2)

・Mw=9.0

三陸沖から房総沖にかけて

の領域区分

（地震調査研究推進本部（2012））

【地震動の断層モデル】

・強震動は，陸側に近い強震動生成域
（SMGA）による影響が支配的である。

・各領域にSMGAを考慮している

【津波の断層モデル】

・津波では，海溝軸付近の大すべり域，超大すべ
り域による影響が支配的である。

・断層面は，プレートの沈み込み形状（海溝軸の形
状）に合わせて設定している。

同程度の
面積を考慮

（第378回審査会合 資料1-1より）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p25 修正



23

■強震動生成域（SMGA）の面積Sa

・宮城県沖，福島県沖，茨城県沖の過去の中小地震における短周期レベルAの励起特性を有するように，M9プ
レーﾄ間地震の震源モデルの断層面積とSMGAの面積の比（Sa/S）の検討を行い，中小地震のほぼ中間的な
傾向にあるSa/S＝0.125とした。

震源モデルにおけるSMGAの短周期レベルと中小地震の短周期レベル比較

5個のアスペリティを考慮し，アスペリティ総面積比Sa/Sを0.08, 0.125, 0.18, 0.245とした時のM0－A関係を青線で比較。

中小地震のM0とAは断層全体の値であるのに対し， M9プレーﾄ間地震の震源モデルではSMGAごとの値を示している。

黒太線は壇ほか(2001)による平均値，破線は外挿を表す。

中小地震のM0－Aは，佐藤（2003），佐藤（2004），Satoh（2006）等による。

断層面積
S（km2）

SMGA
の

個数
Sa/S

SMGA
１個の面積
Sa（km2）

SMGA
１個の

短周期ﾚﾍﾞﾙA
（Nm/s2）

100,000 5

0.08 1,600（40km×40km） 1.66×1022

0.125 2,500（50km×50km） 1.33×1022

0.18 3,600（60km×60km） 1.11×1022

0.245 4,900（70km×70km） 9.49×1019

■ 宮城県沖の地震

● 福島県沖の地震

▲ 茨城県沖の地震

▼ SMGA１個

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p96 再掲
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■強震動生成域（SMGA）の個数と位置

○SMGAの個数

・地震調査研究推進本部（2012）の領域区分を基に，
三陸沖中部から茨城県沖の各領域に１個設定。

○SMGAの位置

・入倉（2012）等にならい，過去に発生したM7～8の地
震の震源域相当の場所に配置。

三陸沖から房総沖にかけての領域区分

（地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆）

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域

（地震調査研究推進本部（2012））

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p97 修正
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■ 強震動生成域（SMGA）の位置 他のSMGAモデルとの比較
・強震動による断層モデル（川辺・釜江（2013），Kurahashi and Irikura（2013）等）と諸井ほか（2013）のSMGAの位置の
比較を行った。宮城県沖のSMGAの位置は，若干の違いがあるが概ね対応している。

青：川辺・釜江（2013），緑：Kurahashi and Irikura（2013），

ピンク：Asano and Iwata（2012），オレンジ：佐藤（2012），

グレー：諸井ほか（2013）のSMGA

強震動による断層モデルのSMGAの比較 平面図

強震動による断層モデルの宮城県沖の

SMGAの比較（東西断面）

女川原子力発電所

青：川辺・釜江（2013），緑：Kurahashi and Irikura（2013），

ピンク：Asano and Iwata（2012），オレンジ：佐藤（2012），

黒：諸井ほか（2013）のSMGA，プレート形状はJ-SHISに
よる。

女川原子力発電所

強震波形によるSMGAの分布

（東日本大震災合同調査報告書編集
委員会（2014））

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p98 再掲
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■断層の傾斜角
・諸井ほか（2013）の断層の傾斜角は，壇ほか（2005）が太平洋プレートの形状を考慮して設定した連動型想定宮城県
沖地震の傾斜角を参照し，海溝側の断層面東半分を12°，陸側の西半分を21°に設定した。壇ほか（2005）は，地
震調査研究推進本部（2005）に基づき傾斜角を設定している。

・設定した断層面は，防災科学技術研究所J-SHISのプレート上面深度と対応したものとなっている。

地震調査研究推進本部（2005）の宮城県沖地震の震源域
壇ほか（2005）は，地震調査研究推進本部（2005）に基づき断層傾斜角
を設定している。

断層面のサイト直交断面と防災科学技術研究所J-SHISの
太平洋プレート上面深度との関係

※A1,A2断層：傾斜角21°,B断層:傾斜角12°

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p99 修正
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M=9.0

S=100,000km2

平均応力降下量Δσ=3.08MPa

Sa/S=0.125

【強震動生成域（SMGA）の位置】
過去に発生したM7～8の震源域を考慮し

地震調査研究推進本部の発生領域区分に
基づき，各領域にM8相当のSMGAを１個ず
つ配置（計５個）。

SMGAのすべり量，地震
モーメント，応力降下量等
は地震調査研究推進本部
（2017）により設定。

面積
S(km2)

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
M0（Nm)

平均すべり量
D（m）

応力降下量
Δσ（MPa)

短周期ﾚﾍﾞﾙ
A（Nm/s2）

断層全体 100,000 4.0E+22 8.5 3.08 2.97E+20

SMGA
1個あたり

2,500 2.0E+21 17.1 24.6 1.33E+20

背景領域 87,500 3.0E+22 7.3 4.9 －

■ 断層モデル

女川地点

SMGA1

SMGA2

SMGA3

SMGA4

SMGA5

断層モデル（諸井ほか（2013）に一部加筆）

：強震動生成域（SMGA），★：破壊開始点

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p100 修正
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断層面積
S（km2）

SMGA
の個数

Sa/S
SMGAの全面積

Sa（km2）
（S×Sa/S)

SMGA
１個の面積
Sai（km2）

SMGAの
応力降下量（MPa）

（Δσa=S/Sa×Δσ）

100,000 5

0.08 8,000 1,600（40km×40km） 38.5

0.125 12,500 2,500（50km×50km） 24.6

0.18 18,000 3,600（60km×60km） 17.1

0.245 24,500 4,900（70km×70km） 12.6

・Sa/S＝0.125とした場合，SMGAの応力降下量は24.6MPaとなる。

・この値は，内閣府（2013）による3.11地震のSMGAの平均値22.2MPaと整合している。また，入倉（2012）の海溝型巨大地震の強震動
予測レシピでの「強震動生成域での応力降下量は25～30MPa」とも整合している。

■Sa/Sと強震動生成域（SMGA）の応力降下量

3.11地震のSMGAの応力降下量とモーメントマグニチュード（内閣府（2013））

Kurahashi

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p101 再掲
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・宮城県沖のプレート間地震は，1978年宮城県沖地震等の地震観測記録の分析から，地震モーメントM0と短周期レ
ベルAの関係（M0-A関係）が，他領域のプレート間地震より大きい傾向がある。

・諸井ほか（2013）では，宮城県沖のSMGA２について，1978年宮城県沖地震のM0-Aの関係から，短周期レベル（応
力降下量）を1.4倍とした場合の評価を実施している。

・なお，この1.4倍した場合のSMGAの短周期レベル（1.86×1020Nm/s2）は，仮にSa/S=8％とした場合のSMGAの短
周期レベル（1.66×1020Nm/s2）より大きい値となっている。

太平洋プレート境界地震のM0-A関係

（佐藤（2012）に一部加筆）

※2011年東北地方太平洋沖地震※

■宮城県沖の地域性の考慮 短周期レベル（応力降下量）の特徴

諸井ほか（2013）のSMGAのM0-A関係

諸井ほか（2013）
SMGA※
（Sa/S=12.5％）

諸井ほか（2013）
SMGA×1.4
（1978年宮城県沖地震のM0-A
の関係まで考慮）

諸井ほか（2013）
SMGAを仮に
Sa/S=8％の場合

1978年宮城県沖地震
（片岡ほか（2006））

：佐藤（2010）太平洋プレート境界地震のM0－Aの平均
：平均±σ

※諸井ほか（2013）の１個のSMGAをここでは１つの地震として表示。

地震モーメントM0（Nm）

短
周

期
レ

ベ
ル

A
（
N

m
/s

2 ）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）の断層モデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p102 再掲
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・ポストディクション（諸井ほか（2013））では統計的グリーン関数法（SGF）を採用しているが，女川，福島第一，東海第
二で計算方法を統一するために，放射特性はPitarka et al.（2000）を採用している。

・一方，地震調査研究推進本部（2005）では1978年宮城県沖地震の強震動シミュレーション解析を実施しているが，そ
の検討では，放射特性は一定値（放射特性係数F=0.62）を採用し，水平１方向での評価としている。

・女川では，2005年8月16日宮城県沖の地震の強震記録が得られており，当時強震動シミュレーション解析を実施し
ているが，その際も地震調査研究推進本部に準じ，放射特性は一定値とし，観測記録との整合性を確認している。

・さらに，その後の耐震安全性評価（耐震バックチェック）※では，連動型想定宮城県沖地震の地震動評価を実施して
いるが，2005年宮城県沖の地震のシミュレーション結果を踏まえ，放射特性は一定値とし，算定結果を基準地震動
Ssとしていた。

⇒ 以上の経緯を踏まえ，ポストディクションモデル（諸井ほか（2013））についても，放射特性は一定値（F=0.62）を採
用して，改めて観測記録との整合性について検討した。

■統計的グリーン関数法に用いる放射特性

諸井ほか（2013）での放射特性

放
射

特
性

係
数

周波数（Hz）

0.0

放
射

特
性

係
数

放射特性を一定（F=0.62）

周波数（Hz）

0.6

※「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等の改訂に伴う既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）における女川地点ポストディクションの再検討（放射特性の変更）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p103 修正
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宮城県沖地震を想定した断層モデル

（地震調査研究推進本部（2005））

開北橋（DKHB）

凡例 ：観測記録，

：地震調査研究推進本部による評価

■地震調査研究推進本部（2005）での宮城県沖地震の地震動評価

・地震調査研究推進本部（2005）では1978年宮城県沖地震の強震動シミュレーション解析を統計的グリーン関数法を

用いて実施している。その検討では，放射特性は一定値（放射特性係数F=0.62）を採用し，評価を行っている。

樽水ダム（DTMD） 東北大学（THUV）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

地震調査研究推進本部（2005）における地震動評価（シミュレーション）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p104 修正



32

■ 2005年宮城県沖の地震（M7.2）のシミュレーション解析
・2005年宮城県沖の地震（M7.2）のシミュレーション解析では，地震調査研究推進本部（2005）の想定宮城県沖
地震の強震動評価と同様に統計的グリーン関数法において放射特性を一定値（放射特性係数F=0.62）とし評
価を行い，観測記録と整合していることを確認している。

2005年宮城県沖の地震の断層モデル 0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

50
10

0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m

/s
 )2

0.01

0.1

1 10

(cm
)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

2005年宮城県沖の地震の観測記録（はぎとり波）との比較

水平方向

観測記録(O.P.-8.6m NS)※

観測記録(O.P.-8.6m EW)※

統計的グリーン関数法

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

2005年宮城県沖の地震の強震動シミュレーション

第390回審査会合（H28.8.19）
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33

■連動型想定宮城県沖地震（M8.2）の地震動評価
・耐震安全性評価（耐震バックチェック）における連動型想定宮城県沖地震の地震動評価では，2005年宮城県
沖の地震のシミュレーション解析結果を踏まえ，統計的グリーン関数法において放射特性を一定値（放射特性
係数F=0.62）とし評価を行い基準地震動Ssとして採用していた。

アスペリティの応力降下量の不確かさを考慮
した連動型想定宮城県沖地震の断層モデル
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基準地震動Ss-F：
連動型想定宮城県沖地震
（応力降下量の不確かさ考慮）

Aa

Ad

Ac

Bf
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A1断層

A2断層

B断層

女川原子力発電所

破壊開始点
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Bf
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A1断層

A2断層

B断層
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A1断層

A2断層

B断層

Aa
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Bf
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A1断層

A2断層

B断層

女川原子力発電所

破壊開始点

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

連動型想定宮城県沖地震の地震動評価

第390回審査会合（H28.8.19）
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■放射特性を見直した検討
・諸井ほか（2013）に宮城県沖の地域特性を考慮した断層モデル※を用い，放射特性を一定値とした統計的グリー
ン関数法により女川地点の地震動評価を行う。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

：強震動生成域（SMGA），☆：破壊開始点

SMGA3の大きい星印は破壊開始点の位置，小さい星印は各SMGAの

破壊開始点の位置。

※１ Q(f) = 110 ･ f 0.69 (f ≥ 1Hz), 110(f < 1Hz) （地震調査研究推進本部（2005））

※２ 統計的グリーン関数法の地震基盤波を入力する位置

統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル

基本ケースの断層モデル

SMGA２

SMGA１

SMGA４

SMGA５

女川原子力発電所

破壊開始点

SMGA３

※応力降下量を1.4倍（34.5MPa）とした断層モデル

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）モデルによるシミュレーション

第390回審査会合（H28.8.19）
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■諸井ほか（2013）モデルによる女川地点のシミュレーション結果 放射特性を一定値に見直し

・地域特性として諸井ほか（2013）の短周期レベル（応力降下量）×1.4を考慮。

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震の観測記録※

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震の観測記録※

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震の観測記録※

3.11地震の観測記録（はぎとり波）との比較

3.11地震の観測記録（はぎとり波）と評価結果は整合。

NS EW UD

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）モデルによるシミュレーション

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p109 再掲
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敷地前面の宮城県沖の強震動生成域（SMGA２）の影響が最も大きく，全体の地震動レベルをほぼ決めている。

■各領域の寄与

水平方向 鉛直方向

全体

SMGA1（三陸沖中部）

SMGA2（宮城県沖）

SMGA3（三陸沖南部海溝寄り）

SMGA4（福島県沖）

SMGA5（茨城県沖）

背景領域

全体

SMGA1（三陸沖中部）

SMGA2（宮城県沖）

SMGA3（三陸沖南部海溝寄り）

SMGA4（福島県沖）

SMGA5（茨城県沖）

背景領域

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）モデルによるシミュレーション

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p110 再掲



37

3.11地震の震源域 GPSデータによるすべり分布モデル

国土地理院・海上保安庁作成

（地震調査研究推進本部（2012））

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域

（地震調査研究推進本部（2012））

 3.11地震の震源域
・3.11地震は，三陸沖から茨城県沖にかけての過去のM７～８クラスのプレート間地震の震源域を包含している。

・三陸沖から茨城県沖のプレート間地震としては最大級の地震。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 地震の規模

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p20 修正
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北から南方向へのペーストアップ波形描画
に用いたK-NET・KiK-net観測点分布

【東日本大震災合同調査報告書編集委員会（2014）】

・東北地方の多くの観測点において加速度波形及び速度波形の双方に，明瞭な波群が二つ認められる。

・観測された２つの波群は，宮城県の観測点を先頭として南北に伝播しており，その時間差は概ね40秒程度と一定で
あることが特徴である。この波群は加速度で見ると宮城県の観測点では孤立した様相を示す。

 3.11地震の強震動の特徴

加速度波形の東西成分 速度波形（バンドパス0.01～0.05Hz）

の東西成分

（東日本大震災合同調査報告書編集委員会（2014））

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 地震の規模

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p26 再掲
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 神田ほか（2012）の震度インバージョン

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p28 修正

第１波群，第２波群ともM８前半

第１波群の震度分布と短周期エネルギー放出分布

第２波群の震度分布と短周期エネルギー放出分布

■3.11地震の震度インバージョン

・神田ほか（2012） では，２つの波群についてそれぞれの波群を分離し，震度インバージョンを実施している。

・結果としては，第１波群Mi=8.0，第２波群Mi=8.1となり，それぞれの波群のマグニチュードはM８前半であった。

※波群を分離せず，波形全体を用いた場合では，
Mi=8.3となる。
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川辺・釜江（2013） Kurahashi and Irikura（2013） Asano and Iwata（2012） 佐藤（2012）

 3.11地震の強震記録を用いた断層モデルの比較
・3.11地震の各断層モデルの宮城県沖のSMGAは面積が異なるが，応力降下量のみを比較すると佐藤（2012）が39.77MPaと最も大きい。
・基本ケースのベースとなる諸井ほか（2013）のSMGAの面積（50km×50km=2500km2）と比較的近い面積のSMGAは，佐藤（2012）の
SMGA（45km×45km=2025km2）である。

⇒地震動評価の短周期側に与える影響が大きい短周期レベルは，応力降下量に加えSMGAの面積の大きさによっても左右され，基本
的にはセットで考慮すべきものである。ここでは，保守的に，佐藤（2012）の39.77MPaを参考にし，これと同程度の応力降下量を不確
かさとして考慮する（考慮したSMGAの短周期レベルと他モデルの比較は，次頁参照）。

諸井ほか（2013）

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

×1020

応力
降下量
（MPa)

SMGA1 34.0 34.0 2.68 16.0

SMGA2 25.5 25.5 1.41 20.0

SMGA3 42.5 42.5 6.54 20.0

SMGA4 23.1 23.1 1.24 25.2

SMGA5 35.2 35.2 5.95 26.0

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

×1020

応力
降下量
（MPa)

SMGA1 36 36 4.57 23.9

SMGA2 36 36 5.33 27.8

SMGA3 35 35 3.07 17.5

SMGA4 35 35 1.16 6.6

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

×1020

応力
降下量
（MPa)

SMGA1 45 45 14.9 39.77

SMGA2 90 90 77.3 25.85

SMGA3 30 30 3.23 29.10

SMGA4 15 30 0.806 20.57

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

×1020

応力
降下量
（MPa)

SMGA1 40 40 5.02 20.4

SMGA2 50 50 11.0 21.6

SMGA3 21 21 0.643 15.7

SMGA4 28 28 1.02 10.5

SMGA5 30 30 2.58 23.1 ：宮城県沖のSMGA

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

×1021

応力
降下量
（MPa)

SMGA1 50 50 2.00 24.6

SMGA2 50 50 2.00 24.6

SMGA3 50 50 2.00 24.6

SMGA4 50 50 2.00 24.6

SMGA5 50 50 2.00 24.6

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p41 再掲
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宮城県沖における強震動を用いた断層モデルのSMGA位置と過去の地震のすべり分布

・Ｍ９プレート間地震の基本ケースのSMGAは，他のシミュレーションモデルと同様に，過去の宮城県沖地震の震源
域と整合している。また，基本ケースのSMGA内には，ほぼ同じ位置で発生している過去の宮城県沖地震のSMGA
を含んでいる。

東北日本の過去の地震のすべり
分布（地震調査研究推進本部

（2012））

3.11地震の強震動によるSMGAの分布

（東日本大震災合同調査報告書編集

委員会（2014））

3.11型地震断層モデル（基本ケース）と

耐震安全性評価時の検討用地震の

断層モデルの位置関係

3.11型地震断層モデル（基本ケース）
と地震調査研究推進本部(2012)の領

域区分

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 SMGAの位置

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p31 修正
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川辺・釜江（2013） Kurahashi and Irikura（2013） Asano and Iwata（2012） 佐藤（2012）

・敷地に近い宮城県沖に強震動生成域（SMGA）が設定されている。

・プレートの沈み込み形状から，SMGAの位置を平面的に近づけて
も深くなるため，距離は大きく変わらない。

女川原子力発電所

敷地と宮城県沖地震の断層面の位置関係

（地震調査研究推進本部（2005）に一部加筆）

※敷地に近づくほどプレート境界面までの深さは大きくなる。

地震調査研究推進本部（2005）

の宮城県沖地震の断層面

 3.11地震の強震動を用いた断層モデルの特徴

・保守的評価としてSMGAの位置を敷地に最も近づけたケースを
不確かさケースとして評価する。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動の特徴 SMGAの位置

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p34 修正
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■川辺・釜江（2013）の概要

・太平洋沿岸部のKiK-net観測記録（0.1～10Hz）を用いて，経験的グリーン関数法によって強震動生成域（SMGA）によるモデル化を行った。

・ 結果として，宮城県沖，福島県沖，茨城県沖に全体で５ヶ所のSMGAを配置した震源モデルを提案した。これらのSMGAの位置は，地震調
査研究推進本部の東北沖のプレート境界地震の想定震源位置とそれぞれほぼ対応している。また，遠地実体波，津波等の震源インバー
ジョンにより求まったすべり分布とは大きく異なっている。

・周期0.1～10秒程度の強震動を単純化した５つのSMGAからなる震源モデルによって再現でき，本研究で用いた震源のモデル化手法が海
溝型巨大地震時の強震動予測にも有効である。

観測記録（Obs）と経験的グリーン関数法による合成波形（Syn)の
擬似速度応答スペクトル経験的グリーン関数法に基づくSMGAモデル

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p80 修正

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動による断層モデル［川辺・釜江（2013）の断層モデル］
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■Kurahashi and Irikura（2013）の概要
・3.11地震の強震記録 （0.1～10Hz）に対するシミュレーションを通して，大加速度を有する記録の分析を行った。
・震源モデルの推定手法は，２つのサブイベントを用いた経験的グリーン関数法である。求められた震源モデルは，５つの強震動生成域
（SMGA）が震央の西側に位置し，down-dip端に沿って存在するものである。

・この震源モデルを用いた，SMGA内の応力降下量の不均質性について考察しており，大加速度を伴う衝撃的なパルス波は，SMGA内の
応力降下量の不均質性を持たせることにより再現できる可能性を指摘している。

観測記録（Obs，黒）と経験的グリーン
関数法による合成波形（Syn，赤)

経験的グリーン関数法に基づくSMGAモデル

SMGAモデルとSMGA内の不均質性

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動による断層モデル［Kurahashi and Irikura（2013）の断層モデル］

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p83 再掲
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■Asano and Iwata（2012）の概要

・経験的グリーン関数法を用いた0.1～10Hzの広帯域強震動シミュレーション解析に基づいて，４つの強震動生成域（SMGA）で構成される

3.11地震の震源モデルを評価した。
・２つのSMGAは震源位置の西の宮城県沖に位置し，残りの２つは福島県沖にあり，いずれも断層面の深い位置にある。強震動はこれら
のSMGAからの影響が大きい。応力降下量は6.6～27.9MPaで過去にこの地域で発生したM7クラスの地震に近い。

・シミュレーションで合成した波形と観測記録は概ね対応している。
・3.11地震のSMGAは1930年以降に発生した宮城県沖や福島県沖の大地震と空間的に一致する。

経験的グリーン関数法に基づくSMGAモデル 0.1～10Hzの観測波（上のグレー）とシミュレーションした波形（下の黒)

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動による断層モデル［Asano and Iwata（2012）の断層モデル］

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p82 再掲
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■佐藤（2012）の概要

・太平洋沿岸部の15地点のKiK-net観測点の記録（0.05～10Hz）を用いて，経験的グリーン関数法に基づき3.11地震に対する強震動生

成域（SMGA）からなる震源モデルを推定した。
・SMGAは，宮城県沖に２つ，福島県沖と茨城県の県境の海岸沿いに２つ推定された。宮城県沖の１つ目が陸より，２つ目は１つ目の東
側に一部重なりをもちつつ震源位置付近まで拡がっている。この重なっている領域は，1978年宮城県沖地震のSMGAともオーバーラップ
している。本震のSMGAは，海溝付近のすべり量の大きい領域とは異なる。

・NS成分の観測波とシミュレーション波の加速度フーリエスペクトルを比較すると，0.2～0.5Hz付近でシミュレーション波がやや過大評価で
ある観測点が多いが，スペクトル形状は，ほぼ再現されている。

観測波形とシミュレーション波形の加速度フーリエスペクトル（NS成分）経験的グリーン関数法に基づく強震動生成域

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p81 再掲

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

3.11地震の強震動による断層モデル［佐藤（2012）の断層モデル］
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■SMGA内の階層構造（不均質性）の影響について
・敷地への影響が最も大きい宮城県沖のSMGA２についてSMGA内の階層構造（不均質性）を考慮した場合の影響に
ついて参考に評価を行う。

・基本ケースでは応力降下量を34.5MPaとしているが，1978年宮城県沖地震のシミュレーションモデル（Kamae（2006）
等）のSMGAのうち応力降下量が大きい海溝側のSMGAに対応する位置に，応力降下量を３倍
（34.5MPa×3=103.5MPa)，４倍(34.5 MPa×4=138MPa)を考慮する。

・評価方法は統計的グリーン関数法（放射特性係数F=0.62），波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

基本ケースの断層モデル

（SMGAの応力降下量：諸井ほか（2013）×1.4=34.5MPa）
SMGA内の階層構造（不均質性）を考慮した断層モデル

・SMGA２の１メッシュ（31km2）のみの応力
降下量を3倍（103.5MPa)，4倍(138MPa)を
考慮する。他の部分は34.5MPa 。

1978年宮城県沖地震の断層モデル
（Kamae(2006））

・1978年宮城県沖の海溝側のSMGAに
対応する位置に不均質性を考慮。

・不均質性を考慮する面積は海溝側の
アスペリティと同程度。

SMGA２のみに
ついて考慮

女川原子力発電所 SMGA2

対応する
位置に考慮

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

SMGA内の不均質性を考慮した断層モデルによる検討

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p113 再掲
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■SMGA内の階層構造（不均質性）を考慮した評価結果（応力降下量34.5MPa×３=103.5MPa）

SMGA２内の階層構造（不均質性）を考慮した場合と基本ケースの比較※（平均応答スペクトル）

※SMGA２のみでの評価結果の比較

──── 階層構造（Δσ×３）ケース

──── 基本ケース
──── 階層構造（Δσ×３）ケース

──── 基本ケース

水平方向 鉛直方向

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

SMGA内の不均質性を考慮した断層モデルによる検討

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p114 再掲



49

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m

/s
 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

■SMGA内の階層構造（不均質性）を考慮した評価結果（応力降下量34.5MPa×４=138MPa）

応答スペクトルでみた場合，不均質性を考慮した結果は基本ケースとあまり違いが認められなかった。

⇒今回の検討は統計的グリーン関数法で実施しているが，小さいサイズのＳＭＧＡの影響は特定の位相として現れ
てくる可能性も考えられるため，今後，経験的グリーン関数法による高度化検討と合わせて検討を進めて行く。

──── 階層構造（Δσ×４）ケース

──── 基本ケース

──── 階層構造（Δσ×４）ケース

──── 基本ケース

SMGA２内の階層構造（不均質性）を考慮した場合と基本ケースの比較※（平均応答スペクトル）
※SMGA２のみでの評価結果の比較

水平方向 鉛直方向

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

SMGA内の不均質性を考慮した断層モデルによる検討

第390回審査会合（H28.8.19）
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【経験的グリーン関数法による検討の位置づけ】

○M9プレート間地震の地震動評価は，3.11地震による敷地での観測記録との整合性を統計的グリー
ン関数法（放射特性一定）により確認したシミュレーションモデル及び計算方法を用いる。したがっ
て，本評価方法は，審査ガイドに記載されている「手法の妥当性」を示した手法の採用に該当する
と考えている。

○一方，審査ガイドでは，要素地震としての観測記録がある場合は，経験的グリーン関数法を用い
た地震動評価についての確認を行う旨の記載があるため，経験的グリーン関数法を用いた3.11地
震のシミュレーション解析について検討を実施した。

【検討の内容】

・3.11地震の敷地直近の強震動生成域（SMGA）付近で発生したプレート間地震について，大地震と中
小地震の特性について観測記録の傾向を比較し，大地震と中小地震ではその特徴に違いが認めら
れた。

・2005年8月16日宮城県沖の地震（Ｍ7.2）は，3.11地震と記録の特徴に類似性が認められる。この地
震をM9プレート間地震の要素地震とするには，規模が大きい等の課題があるが，参考に要素地震と
した場合の地震動を算定した。算定結果は観測記録の傾向を捉えているが，全体的に大きな結果と
なった。

・また，3.11地震と傾向が異なる中小地震（M6.8）を要素地震とした場合の地震動を，参考に算定した。
算定結果は，大地震と中小地震の傾向が特に異なるＮＳ方向の周期0.5秒付近で過小な結果となっ
た。さらに，別の中小地震（M6.1）を要素地震とした場合について算定を行ったが，算定結果は，特に
短周期側が過大な結果となった。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

検討用地震の経験的グリーン関数法による検討

第390回審査会合（H28.8.19）
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・3.11地震と2005年宮城県沖の地震（M7.2）の敷地での観測記録には，NS方向の周期0.5秒付近に卓越が認められるが，これは震
源方向（ラジアル方向）の揺れであり，2011年3月10日（M6.8）の地震をはじめ，他の中小地震には認められない傾向である。

・なお，このような特徴は，牡鹿半島以外の観測点の観測記録には，顕著には認められない傾向である。

加速度記録の水平面のオービット（バンドパス0.5~3.0Hz）
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2005年8月16日宮城県沖の地震
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2011年3月10日 宮城県沖の地震（M6.8）
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

検討用地震の経験的グリーン関数法による検討（3.11地震のNS方向 周期0.5秒付近の卓越について）
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4. 2005年12月17日
宮城県沖の地震(M6.1)
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加速度記録の水平面のオービット（バンドパス0.5~3.0Hz）
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7. 2012年10月25日
宮城県沖の地震(M5.6)
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1. 2002年05月06日
宮城県沖の地震(M5.0)

-3 -1.5 0 1.5 3
-3

-1.5

0

1.5

3

TEW(Gal)

T
N

S
(G

al
)

3. 2005年12月02日
宮城県沖の地震(M6.6)
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6. 2007年12月25日
宮城県沖の地震(M5.6)

・SMGA2付近で発生した中小地震（M5以上の地震）のプレート間地震について，3.11地震と同様に周期約0.5秒付近において
震源方向（ラジアル方向）が卓越する特徴があるか確認を行った。

・中小地震については，3.11地震のような震源方向（ラジアル方向）が卓越する地震はなかった。

震央分布図
（M5以上のプレート間地震）

PN（プラントノース）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

検討用地震の経験的グリーン関数法による検討（3.11地震のNS方向 周期0.5秒付近の卓越について）
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2. 2004年12月29日
宮城県沖の地震(M5.5)

5. 2006年07月01日
宮城県沖の地震(M5.3)

4. 2005年12月17日
宮城県沖の地震(M6.1)

7. 2012年10月25日
宮城県沖の地震(M5.6)

1. 2002年05月06日
宮城県沖の地震(M5.0)

3. 2005年12月02日
宮城県沖の地震(M6.6)

6. 2007年12月25日
宮城県沖の地震(M5.6)

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

検討用地震の経験的グリーン関数法による検討（SMGA2付近で発生した中小地震のメカニズム解）

第390回審査会合（H28.8.19）
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2005年8月16日宮城県沖の地震（M7.2）の断層モデル
(Suzuki and Iwata(2007))

・Suzuki and Iwata(2007) では，Wu and Koketsu(2006)のすべりの大きい領
域に対応するように２つのSMGAを設定している。

・Wu and Koketsu(2006)のすべり分布の領域は約50km×50kmになってお
り，諸井ほか（2013）のSMGAの１つ分と同程度の面積となっている。

■経験的グリーン関数法の検討内容

・SMGA２付近で発生した中小地震（M5以上の地震）のプレート間地震では，周期約0.5秒付近において震源
方向（ラジアル方向）が卓越する地震は得られていない。

・一方，3.11地震と周期0.5秒付近の傾向が類似する2005年宮城県沖の地震（M7.2）の場合，震源域が大きく，
また震源が複雑な地震(Suzuki and Iwata(2007)等) であるため，経験的グリーン関数法への適用には課題
がある。

・参考に，2005年宮城県沖の地震（M7.2）を要素地震した場合と，要素地震として適切な規模と考えられるM6
クラスの中小地震を要素地震とした場合について，3.11地震のシミュレーション解析を実施し，その結果を確
認した。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

検討用地震の経験的グリーン関数法による検討（検討の概要）

第390回審査会合（H28.8.19）
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■諸井ほか（2013）の断層モデルを用いた経験的グリーン関数法

・要素地震は，震源域内にあり震源メカニズムが同様のプレート間地震で，長周期までSN比が明瞭な2005年宮城県沖の地震（M7.2），
2011年3月10日の地震（M6.8），2005年12月17日の地震（M6.1）の３つの地震を選定し，波形合成にそれぞれ用いる。

・2005年宮城県沖の地震（M7.2）は，3.11地震の観測記録の特徴を有しているが，比較的規模が大きく，震源過程が複雑であり，経験的
グリーン関数法の要素地震として用いるのは課題があるものの本検討に用いる。また，通常の経験的グリーン関数法で用いられる適
切な規模のM6クラスの地震として3.11地震の震源に近い2011年3月10日の地震（M6.8），2005年12月17日の地震（M6.1）を用いる。

・諸井ほか（2013）の断層モデルのうち敷地に最も影響が大きいSMGA２（応力降下量：24.6MPa）のみを対象として経験的グリーン関数法
により地震動評価を行う。なお，波形合成は，入倉ほか（1997）により評価を行う。

発生日時※1
2005年8月16日

11:46

2011年3月10日

6:23

2005年12月17日

3:32

震源地※1 宮城県沖 三陸沖 宮城県沖

震源位置※1
東経142°16.6′

北緯38°8.9′

東経143°02.6′

北緯38°10.3′

東経142°10.8′

北緯38°26.9′

震源深さ（km）※1 42 9 40

地震の規模 M※1 7.2 6.8 6.1

地震モーメントM0（N・m）※2 5.43×1019 5.51×1018 1.12×1018

モーメントマグニチュードMw 7.1 6.5 6.0

応力降下量（MPa)※3 25.2 11.8 2.91

要素地震の諸元

※1： 気象庁による。
※2： F-netによる値。
※3： 2005.8.16の地震は，Kamae（2006）による。2011.3.10の地震はKurahashi and 

Irikura（2011）による。2005.12.17の地震は川辺・釜江（2013）による。

断層モデル

SMGA２

女川原子力発電所

2005年8月16日（M7.2)

2011年3月10日6：23（M6.8)

2005年12月17日（M6.1)

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法

第390回審査会合（H28.8.19）
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■要素地震の観測記録（はぎとり波）※

2005年8月16日（11：46）の地震（M7.2） 2011年3月10日（6:23）の地震（M6.8）
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2005年12月17日（3:32）の地震（M6.1）

NS方向

EW方向

UD方向

NS方向

EW方向

UD方向

NS方向

EW方向

UD方向

最大加速度値：235cm/s2

最大加速度値：284cm/s2

最大加速度値：127cm/s2

最大加速度値：116cm/s2

最大加速度値：194cm/s2

最大加速度値： 43cm/s2
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最大加速度値： 6cm/s2

最大加速度値： 8cm/s2

最大加速度値： 5cm/s2

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法（要素地震）

第390回審査会合（H28.8.19）
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■地震動評価結果 要素地震2005年8月16日（M7.2） 応答スペクトル

評価結果は，観測記録と同様にNS方向の周期0.5秒付近が卓越しており観測記録の特徴を再現できているが，全
般的に過大な結果となった。

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1 

──── 3.11地震の観測記録※2

※１：諸井（2013）の断層モデル（応力降下量24.6MPa)を用いていることから，基本ケースの断層モデル（地域性考慮,応力降下量34.5MPa）相
当との比較を行うため参考にＥＧＦの結果を1.4倍した。

※2：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

NS方向 EW方向 UD方向

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法（評価結果）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p124 再掲
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■地震動評価結果 要素地震2011年3月10日（M6.8） 応答スペクトル

評価結果は，3.11地震（はぎとり波）と比較してＥＷ方向やＵＤ方向は記録と概ね整合するものの，ＮＳ方向
の周期約0.5秒付近では過小な結果となった。

NS方向 EW方向 UD方向

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1 

──── 3.11地震の観測記録※2

※１：諸井（2013）の断層モデル（応力降下量24.6MPa)を用いていることから，基本ケースの断層モデル（地域性考慮,応力降下量34.5MPa）相
当との比較を行うため参考にＥＧＦの結果を1.4倍した。

※2：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法（評価結果）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p125 再掲
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■地震動評価結果 要素地震2005年12月17日（M6.1） 応答スペクトル

評価結果は，長周期側と比べると，特に短周期側で観測記録より過大な結果となった。これは，要素地震の特徴
（短周期成分が多い）がそのまま表れているものと考えられる。
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※１：諸井（2013）の断層モデル（応力降下量24.6MPa)を用いていることから，基本ケースの断層モデル（地域性考慮,応力降下量34.5MPa）相
当との比較を行うため参考にＥＧＦの結果を1.4倍した。

※2：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1

──── 3.11地震の観測記録※2

──── EGF評価結果

─ ─ ─ 【参考】 EGF評価結果×1.4※1 

──── 3.11地震の観測記録※2

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法（評価結果）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p126 再掲

NS方向 EW方向 UD方向
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【検討結果】

・3.11地震の敷地直近の強震動生成域（SMGA）付近で発生したプレート間地震について，大地震と中
小地震の特性について観測記録の傾向を比較し，大地震と中小地震ではその特徴に違いが認めら
れた。

・諸井ほか（2013）モデルを用いて，M7クラスの地震と中小地震を要素地震とした経験的グリーン関
数法による検討を行った。

・2005年8月16日宮城県沖地震（M7.2）は3.11地震と記録の特性に類似性が認められるが，M9プレー
ト間地震の要素地震とするには2005年の地震の震源の拡がりなどを考慮すると適切ではない。参考
に2005年の地震を要素地震とした場合の地震動を算定した結果は，観測記録の傾向を捉えている
ものの，全体的に大きな結果となった。

・また，3.11地震と傾向が異なる中小地震を要素地震とした場合の地震動を算定した。算定結果は，
観測記録の傾向を捉えることが出来ず過小もしくは過大となった。

経験的グリーン関数法による強震動シミュレーション解析では，設定する断層モデルと要素地震の相
対的関係によって結果が左右されることにも留意し，宮城県沖の特徴を踏まえた経験的グリーン関
数法によるプレート間地震の地震動評価の高度化検討を進めて行く。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．１ プレート間地震

諸井ほか（2013）を用いた経験的グリーン関数法（検討結果のまとめ）

第390回審査会合（H28.8.19）

資料2 p127 再掲
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

２．２ 海洋プレート内地震



62

・海洋プレートの沈み込む角度（δ），地震発生の深さの
最大（hmax)，収束速度（Vc）等は，沈み込み帯により異
なり多様である。

・サイトが位置する「東北日本」は，同じ太平洋プレートの
「千島‐Kamchatka」と地震発生の深さの最大等が比較
的類似している。

■世界のプレート沈み込み帯と地震：宇津（1999）

世界のプレート沈み込み帯（木村（2002））

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p8 再掲
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■Seno and Yamanaka（1998） による海洋プレート内地震

・世界の海洋プレートと島弧に働く応力の状況，プレートの年代が
まとめられている。

・東北地方（N.Honshu)は，海洋プレート内応力が中立（Neutral)，
背弧応力が圧縮（Compression)となっており，カムチャッカ
（Kamchatka)，千島（Kuril)と同様となっている。また，プレートの
年代も千島（Kuril)と比較して古い年代となっている。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p9 再掲
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・海洋プレートと島弧に働く応力の関係を４つに分類し，規模の大きい海洋プレート内地震が発生しているパター
ンは，スラブに引張りが作用し，かつ，島弧の応力状態が高いFig12(a),(b)のような地域であるとしている。
（Fig12(a),(b)に該当する地域では，1994年北海道東方沖地震（Mw8.3），1993年グアムの地震（Mw7.7），2000年
スマトラの地震（Mw7.8）等が発生している。）

・大きな海洋プレート内地震が発生していないパターンは，Fig12（c),(d)のように，海洋プレートに圧縮力が作用し
ている場合か，あるいは，海洋プレート内に中立応力を持っている場合としている。これらの場合，島弧の圧縮
の応力に対しバランスが保たれている。

■Seno and Yoshida(2004)

北海道は（b）に分類されて
いる。

（文献中に，「This case is 
seen in Sumatra, Manila, 
and E.Hokkaido.」と記載が
ある。）

東北地方は（ｄ）に
分類されている。

※Seno and Yoshida(2004）に一部加筆

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p10 再掲
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■沈み込む海洋プレート内地震（アウターライズ地震）の発生メカニズム
・海洋プレートは，沈み込む際に下方に曲げられ，そのため海溝付近の海洋プレートの浅い部分で正断層型の地震
が発生する。

・この正断層には，海側と陸側に傾斜した両方のタイプがあるが，どちらも傾斜角60°程度になる（海洋プレート表面
となす角度が60°程度）。

プレートのベンディングによる海溝‐アウターライズにおける正断層型地震の発生と海洋プレート内地震としての再活動（Kirby et al.(1996 ))

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p11 再掲
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■沈み込む海洋プレート内地震（アウターライズ地震）

○Aｌvarez-Gomez et al.(2012）によるアウターライズ地震

・20世紀以降に大津波をもたらしたアウターライズ地震（６地震）を下表のように整理している。

・これによれば，1933年三陸沖の地震が最大規模の地震である。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p12 再掲
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・Seno and Yamanaka(1998)から，カムチャッカ（Kamchatka），千島（Kuril）と東北地方の太平洋プレートは島弧の
応力パターン，プレートの年代が比較的似ている。

・Seno and Yoshida(2004)では，海洋プレートと島弧に働く応力の関係から，規模の大きな海洋プレート内地震が
発生しているのは，スマトラ，マニラ，北海道等である。東北地方は大規模な地震が発生していない地域となって
いる。

■世界の海洋プレート内地震 まとめと地震動評価への反映

○沈み込んだ海洋プレート内地震

○沈み込む海洋プレート内地震（アウターライズ地震）

【地震動評価への反映】
・東北地方では大規模な海洋プレート内地震は発生していないが，念のために，北海道で発生した２つの大地震
（1993年釧路沖地震（M7.5），1994年北海道東方沖地震（M8.2））と類似タイプの大地震を東北地方に想定した場
合の地震動評価を行う。

・海溝軸付近の海洋プレート浅部でM8クラスの正断層型の地震が発生。1933年三陸沖の地震が最大規模の地震。

【地震動評価への反映】

・1933年三陸沖の地震に，さらに不確かさを考慮した場合の地震動評価を行う。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

世界の海洋プレート内地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p13 再掲
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【海洋プレート内地震の特徴（プレート間地震，内陸地殻内地震との比較）】
①海洋プレート内地震は内陸地殻内地震と同様にプレート内部の弱層で発生する地震であり，東北地方では微小地震の分布はプ

レート間地震のように一様に分布している訳ではなく，海洋プレート内地震の発生が集中する箇所の識別が可能。従って，タイプに
よって想定位置の特定は可能。しかし，沖合いなど観測の精度が落ちる箇所もあり，観測の精度に応じたより保守的な評価が必要。

②また，内陸地殻内地震と比べ，海洋プレート内地震の場合，変動地形学・地質学的データによる評価が難しいため，この点からもよ
り保守的な評価が必要。例えば，活断層からは地震規模の推定が可能であるが，海洋プレート内地震の場合，直接的な地震規模
の推定は困難なため，保守的評価が必要。

プレートの間で起こるもの
（プレート間地震）

･プレート境界面で歪エネル
ギーを解放

プレート内部で起こる
もの
・規模の大きな地震は

特定の弱層で歪エネ
ルギーを解放

陸のプレート内部で起
こるもの

（内陸地殻内地震）

海洋プレート内部で起
こるもの
（海洋プレート内地震）

微小地震の集中箇所が認識可能（密度は大）
・東北地方の太平洋プレートの場合，特に下面の微

小地震の集中箇所が明瞭。なお，東北地方では，
プレート間地震に対する海洋プレート内地震の発生
比率は小さく，プレート間地震のような一様性は乏
しい。

・上面について地震波トモグラフィの検討も可能な箇
所もある。ただし，観測点の関係で分析不可能な箇
所が多い。

プレート境界に沿って微小地震が一様に発生
・太平洋プレートでは，アサイスミックフロントより浅い

プレート境界では微小地震が一様に発生している傾
向がある。
→従って，どこでも震源域となることを想定する必要

がある。

少ない

微小地震の集中箇所が認識可能（密度は小）
・微小地震が集中している箇所が認められる場合も

ある。
・全体的な発生頻度は海洋プレート内地震に比べ少

ない。

【変動地形学・地質学的データ】 【地球物理学的データ】
（特に微小地震による検討）

多い
規模の大きい地震の発
生箇所は「活断層」とし
て認識可能

【地震のタイプとその特徴】

少ない

○海洋プレート内地震の想定位置や繰り返し性に関して，内陸地殻
内地震との対比を通じ，具体例について次頁以降で整理した。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

地震タイプとその特徴の整理

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p15 再掲
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■地震の発生メカニズム
【長谷川ほか（2012）による知見】
・①プレート間地震，②海洋プレート内地震，③内陸地殻内地震の３つのタイプの地震のいずれも，その発生には，地殻流体※がきわめ
て重要な役割を果たしている。 ※地殻流体：地殻の流体（マグマ及び水）のみでなく，上部マントル内の流体も含めて，地殻流体と呼ぶ。

〈内陸地殻内地震の地震発生モデル〉
①マントルウェッジから上昇してきた地殻流体が下部地殻を弱化。
②そのため局所的に短縮変形し，直上の上部地殻に応力が集中する。
③地殻流体は，既存断層に沿って上部地殻に上昇，ある深さでシーリングされる。
④やがて過剰間隙流体圧となり，断層強度が低下。
⑤応力が断層強度に達し，地震発生。

⇒過剰間隙流体圧により地震発生。

・マントルウェッジからの上昇流及び断層帯に沿う
顕著な地震波低速度域が地震波トモグラフィから
イメージングされている。

・精度のよい地震波トモグラフィのためには稠密な
地震観測網が必要。

プレート沈み込みに伴うマントルウェッジ内二次対流と島弧地殻への水の輸送経路図
（長谷川ほか（2012））

東北地方における島弧地殻の変形と内陸地震の発生過程を示すモデル（長谷川ほか（2012））

内陸地殻内地震は，断層面（弱層面）が「過剰間隙流体圧による断層強度
の低下」を来たして地震発生に至ると考えられている。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の知見の整理

第367回審査会合（H28.6.3）
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・沈み込んだ海洋プレート内地震が発生するような深さでは，法線応力が非常
に大きく，海洋プレート内地震が発生するためには，これを超えるせん断力
が必要となるが，それは現実的ではない。

・そうすると，強度を下げる何らかのメカニズムが必要となるが，脱水脆性化に
よる強度低下が有力なメカニズムとして考えられる。

・脱水脆性化を起こすには水の供給が必要であり，アウターライズの断層面に
沿ってもたらされていると考えられる。
⇒ 内陸地殻内地震の断層面（弱層面）強度低下と同様の現象

【中島ほか（2011） ， 長谷川ほか（2010，2012）による知見】

・「脱水脆性化」が，断層強度を下げて海洋プレート内地震を発
生させる有力なメカニズムと考えられている。

○脱水脆性化による地震発生メカニズム

（1）アウターライズでの正断層運動によってプレート内に水が取
り込まれ，含水化した断層面を形成。

（2）プレートの沈み込みに伴う温度・圧力の上昇によって脱水分
解反応が起こり，断層面に高間隙圧水を供給。

（3）断層面での有効法線応力が低下し，面の強度が著しく低下し，
地震発生。

海洋プレート内地震は海洋プレート内の至るところで起こる
わけではなく，海洋プレートのうち含水鉱物が存在する領域
でのみ発生することが期待される。
［長谷川ほか（2010，2012）］

・4.7地震の断層面は，海洋プレートマントル内の地震波低
速度域に位置していることから，含水化した既存断層の再
活動であったと推定される。

・1993年釧路沖地震，2003年宮城県沖の地震の断層面も
低速度域に対応。

［中島ほか（2011） ， Nakajima et al.(2011)］

■海洋プレート内地震の発生メカニズムの概要

プレートのベンディングによる海溝‐アウターライズにお
ける正断層型地震の発生と海洋プレート内地震として
の再活動［Kirby et al.(1996 )］

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の知見の整理

第367回審査会合（H28.6.3）
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■海洋プレート内地震の発生メカニズム 微小地震活動とM6～M7クラスの地震の対応

（a）上面下部，（b）面間及び（c）下面の地震の震央分布（東北大学（2008））
A～Eは上面下部に見られる顕著な地震クラスターを示す。（d）上面下部、（e）面間及び（f）下面の地震の緯度別頻度分布。

【東北大学（2008）：2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8）】
・今回の地震は，過去に定常的な下面地震の地震活動があった地域に発生している。
・また，過去の当センターによる研究により，東北地方下の太平洋プレート内における二重深発地震面・上面地震の活動と，二重深発地
震面・上面下面間（＝面間）の活動と，下面の地震活動の空間分布は，対応関係があることが指摘されていた。今回の地震の場所は，
まさにその対応関係が見られる場所で発生している。

・太平洋プレート表面の深さが45-65kmの付近（東北地方の海岸線付近）の下面の地震活動の空間分布と発生個数のグラフをみると
（図の（c），（f）），今回の地震は，周辺と比べて元々地震活動が多い場所で発生していることがわかる。

・図（a）の地震群C，Dも，地震群Bと同様，大きな過去のスラブ内地震（2003年のM7.1宮城地震）の余震域にあたる。

・上面，面間地震の活動と下面の地震活動の空間分

布は対応関係があり，この対応している領域で2003

年宮城県沖の地震（M7.1)，2008年岩手県沿岸北部

の地震（M6.8）が発生している。

・ただし，このような地震活動の分析は観測精度の問

題から比較的地震観測点に近い沿岸付近の領域に

限定される。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の知見の整理

第367回審査会合（H28.6.3）
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■まとめ

・海洋プレート内地震の発生の有力なメカニズムとしては脱水脆性化が考えられており，規模の大
きい海洋プレート内地震は海洋プレート内の至るところで起こるわけではなく，アウターライズにお
いて形成された含水鉱物が存在する領域で発生すると考えられる。このような領域は低速度域と
して認識される。

・比較的陸側に近く，観測精度が高い沿岸付近での微小地震のデータを用いた地震波トモグラフィ
により含水されている領域が低速度域として認識可能になってきている。4.7地震はそのような低
速度域で発生した地震であった。

・一方，観測点の関係で比較的海溝寄りの領域では地震波トモグラフィ等の分析の精度が低い箇
所が多く，海溝寄りに想定する海洋プレート内地震の発生位置は保守的に評価する必要がある。

・断層面（弱面）の強度低下が地震発生の誘引となることについては，内陸地殻内地震，海洋プ
レート内地震とも共通している（海洋プレート内地震だけが特別なものではない）。

内陸地殻内地震 海洋プレート内地震

断層面の強度低下のメカニズム
○

（過剰間隙流体）
○

（脱水脆性化）

微小地震の集中箇所の認識の
可能性

△
（歪集中帯などでは顕著）

○（陸側近くは精度が良い）
△（海溝寄りは精度が悪い）

地震波トモグラフィによる低速度域と
震源断層の対応

○
○（陸側近くは精度が良い）
×（海溝寄りは精度が悪い）

内陸地殻内地震と海洋プレート内地震の比較

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の知見の整理

第367回審査会合（H28.6.3）
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検討ケース

断層モデルの設定条件
評価
方法

備 考地震
規模

断層の位置
破壊

開始点
SMGAの

位置
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（応力降下量）
傾斜
角

検討ケース１
4.7地震

M7.2
地震発生箇所

（海洋性
マントル内）

シミュレー
ション位置

シミュレー
ション位置

4.7地震の
短周期ﾚﾍﾞﾙ

37°

簡易評価
（観測記録）

断層モデルに
よる評価

4.7地震の短周期レベ
ルは上面の地震として
東北地方最大

検討ケース２
地震規模の検討

M7.5
地震発生箇所を
ベースに北側に

拡張

破壊の伝播方
向が敷地に向
うように配置

拡張側は
断層上端

4.7地震の
短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※ 37°

断層モデル
による評価

地震規模（M）の設定に
間接的な知見を反映

検討ケース３
断層（SMGA）位置の検討

M7.5
海洋地殻上端

に配置

破壊の伝播方
向が敷地に向
うように配置

断層上端
地震調査研究推進

本部(2017)の
短周期ﾚﾍﾞﾙ

37°
断層モデル
による評価

モデルの設定は地震
調査研究推進本部
(2017)による

■検討対象地震 4.7型地震の検討ケース

※4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベルを考慮する。

：検討ケース１から変更した設定条件

（補足検討ケース１-1）
断層の想定位置の検討

M7.2
地震発生箇所，

敷地直下等
複数

シミュレー
ション位置

シミュレー
ション位置

4.7地震の
短周期ﾚﾍﾞﾙ

37°
断層モデル
による評価

4.7地震の発生位置が
敷地に対して影響が大
きいことを確認

（補足検討ケース１-2）
断層の傾斜角の検討

M7.2
地震発生箇所を
ベースに傾斜角

を複数

シミュレー
ション位置

シミュレー
ション位置

4.7地震の
短周期ﾚﾍﾞﾙ

37°
±15°，
±30°

断層モデル
による評価

同 上
（傾斜角の影響は小さ
いことを確認）

（補足検討ケース２）
地震調査研究推進本部
(2017)による検討

M7.5
地震発生箇所を
ベースに北側に

拡張

破壊の伝
播方向が

敷地に向う
ように配置

断層上端
4.7地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※ 37°

断層モデルに
よる評価を

ベースにした
簡易評価

検討ケース２が地震調
査研究推進本部
(2017)による評価に比
べ保守的であることを
確認。

・4.7地震の発生を踏まえ，二重深発地震の上面の地震として4.7地震を考慮し，各検討ケースを設定する。
・また，補足検討ケースにより，4.7地震は発生位置と傾斜角の関係から敷地に与える影響の大きい地震であったこと，また，検討ケース２
のＭ7.5の断層モデルが地震調査研究推進本部(2017)に基づき設定した場合に比べ敷地に与える影響が大きいことを確認する。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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検討ケース
地震

規模Ｍ
（Ｍｗ）

M0

（Nm）

断層
面積
（km2）

傾斜角
（°）

短周期
ﾚﾍﾞﾙ

（Nm/s2）

SMGA
面積
（km2）

SMGA
応力

降下量
Δσ（MPa）

検討ケース１
4.7地震

M7.2
（7.1※2） 4.74E+19※1 180 37 1.16E+20※3 72 120.3

検討ケース２
地震規模の検討

M7.5
（7.4※4）

1.58E+20※5 402 37 1.72E+20※6 161 119.6

検討ケース３
断層（SMGA）位置の検討

M7.5
（7.4※4）

1.58E+20※5 858 37 1.15E+20※7 170 77.6

■各検討ケースの主な断層パラメータ

■断層モデルを用いた手法による地震動評価
・4.7地震の敷地での観測記録のシミュレーション解析を統計的グリーン関数法により行い，観測記録との整合性を確認していること
から，統計的グリーン関数法により地震動評価を行う。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

※1：4.7地震のF-netの値， ※2：Mw=（logM0-9.1)/1.5， ※3：原田・釜江（2011）での短周期レベル

※4：4.7地震のMとMwの関係を基に設定， ※5：M0=10（1.5Mw+9.1）

※6：地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベルA=9.84×1010×（M0×107）1/3 の1.5倍，

4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベル。

※7：地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベルA=9.84×1010×（M0×107）1/3

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■各検討ケースの断層モデルの概要

検討ケース２ 地震規模の検討 検討ケース３ 断層（SMGA）位置の検討検討ケース１ 4.7地震シミュレーションモデル

補足検討ケース1-1 断層の想定位置の検討

女川原子力発電所女川原子力発電所
女川原子力発電所

補足検討ケース1-2 断層の傾斜角の検討 補足検討ケース２ 地震調査研究推進本部
（2017）による検討

女川原子力発電所

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討ケース１（M7.2)の簡易評価 ＜加速度時刻歴波形＞

・簡易評価：4.7地震（M7.2）のはぎとり波（敷地岩盤上部（O.P. ※1-8.6m））

4.7地震の解放基盤表面（O.P.-8.6m）における観測記録のはぎとり波

EW※2

NS※2

UD

※1：O.P.は女川原子力発電所工事用基準面（Onagawa peil）であり，O.P.±0m = T.P.（東京湾平均海面）-0.74m。
※2：NS,EWは，プラントノースを基準として記載している。プラントノースは真北に対し，反時計回りに38.909°の方向。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討ケース１（M7.2)の簡易評価 ＜応答スペクトル＞
・簡易評価：4.7地震（M7.2）のはぎとり波（敷地岩盤上部（O.P.-8.6m））

水平方向 鉛直方向

4.7地震はぎとり波（NS方向）

4.7地震はぎとり波（EW方向）

4.7地震はぎとり波（ＵＤ方向）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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原田・釜江（2011）による

4.7地震（M7.2）シミュレーションモデル

（クラックモデル）

手法：経験的グリーン関数法

4.7地震

女川原子力発電所の

観測記録（はぎとり波）

4.7地震（M7.2）シミュレーションモデル

（アスペリティモデル）

手法：統計的グリーン関数法
短周期側で

良く整合

4.7型地震（M7.5）の不確かさケースの

断層モデル

（アスペリティモデル）

手法：統計的グリーン関数法

■4.7地震のシミュレーションモデルの検討
・4.7地震（2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2））の敷地での観測記録（はぎとり波）と適合性がよいシミュレー
ションモデル（断層モデル）の検討を行った。

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p126 修正

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震
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■原田・釜江（2011）の概要

・KiK-net観測点の記録を使用し，経験的グリーン関数
法によるアスペリティのみでのモデル化（クラックモデ
ル）を行っている。

・震源モデルは，北側と南側にアスペリティを設定し，
バイラテラルな破壊過程を考えることにより，震源の
北側の観測点（IWTH23やMYGH04）で見られる指向
性パルスや継続時間が再現されているとしている。

・ただし，合成が過大となる観測点もあり，詳細な検討
が必要であるとしている。

要素地震の諸元

本震及び要素地震の震央位置及び
アスペリティの位置

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p127 再掲

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震
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原田・釜江モデルの震源パラメータ

アスペリティが２つからなる震源モデル

（原田・釜江（2011）を一部修正）

走向

02 02

■原田・釜江（2011）の震源パラメータ

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p128 再掲

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震
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久慈北（岩手県） 釜石（岩手県）

東和（宮城県） 岩沼（宮城県）

KiK-net観測点の観測波形（赤線）とシミュレーション結果（青線） （原田・釜江（2011）に一部加筆）

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p129 再掲

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震
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断層モデル平面図 断層位置の設定の考え方
①4.7地震シミュレーションモデルの基準となる位置

を原田・釜江（2011）の破壊開始点とする。
②アスペリティの個数，配置を原田・釜江（2011）を

参考に設定。
③断層モデルの傾斜角は原田・釜江（2011）と同様

に設定し，断層の上端は，海洋プレートモホ面付
近とし，下端はプレートの応力中立面付近に設定。

女川原子力発電所

Ａ

Ａ´

展開図

女川原子力発電所▼

破壊開始点

海洋プレートのモホ面

プレート境界

応力中立面

Ａ－Ａ´断面図

※１：アスペリティを強震動生成域（SMGA）という。

※２：断層付近のプレート傾斜角（J-SHIS(2014））は23°程度であり，プレート
に対する断層の傾斜角は37°＋23°=60°となる。

傾斜角37°

■検討ケース１ 4.7地震シミュレーションモデルの断層モデルの設定
・原田・釜江（2011)のクラックモデルを参考に，アスペリティ※1と背景領域を持つアスペリティモデルを新たに設定。
・4.7地震のシミュレーションモデルは，サイトに対しディレクティビティ効果が厳しい位置となっている。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p33 再掲
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・4.7地震シミュレーションモデルの短周期レベルは，原田・釜江（2011）の短周期レベルを参考に設定。

・原田・釜江（2011）の短周期レベルは，地震調査研究推進本部（2017）による海洋プレート内地震のM0－
短周期レベルAの関係と比較して約１．５倍大きい。

断層パラメ-タ

モデル
地震モーメント

M0（N･m）
短周期レベルA

（N･m/s2）

4.7地震
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ

(原田・釜江（2011）)
4.74×1019 1.16 ×1020

（参考）
地震調査研究推進本
部(2017)で用いている
笹谷ほか(2006)の短
周期レベルA

4.74×1019 7.67×1019

4.7地震 短周期レベルA

約1.5倍

■シミュレーションモデルの短周期レベル

原田・釜江（2011）の4.7地震の震源モデル

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p132 修正



84

地震モーメントM0

4.74×1019Nm

（F-net)

地震規模

M7.2（Mw7.1）

短周期ﾚﾍﾞﾙA

1.16×1020Nm/s2

原田・釜江（2011) 

（地震調査研究推進本部
(2017)の1.5倍の値）

Sa/S=0.4

S:断層面積（km2）

Sa:アスペリティ面積（km2）

断層面積S
S=(7/4）M0π

2β2/A（S/Sa)
0.5

180km2

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5）

48.1MＰa

平均すべり量D

D=M0/（μS）

5.5m

アスペリティ面積Sa
Sa=0.4×S

72km2

アスペリティの

応力降下量Δσa

Δσa=Δσ/（Sa/S）

120.3MPa

アスペリティの

すべり量Da

Da=2.0×D

11m

巨視的
パラメータ

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ
全体

アスペリティ面積Sai
Sai=Sa/2

36km2

アスペリティの

応力降下量Δσai

Δσai=Δσa

120.3MPa

アスペリティの

すべり量Dai

Dai=M0ai/（μSai）

11m

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ
1,2

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部(2017)に基づき与条件から設定

■4.7地震シミュレーションモデルの断層パラメータの設定フロー

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p133 修正
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■4.7地震シミュレーションモデルの断層パラメータの設定根拠

断層パラメータ パラメータの設定根拠

断層面積
事前検討からアスペリティの面積比（Sa/S)=0.4を採用し，理論式より設定。
なお，地震調査研究推進本部（2017）により設定した場合のアスペリティ面積と同程度と
なる。

断層長さ 断層面積／断層幅＝断層長さ

断層幅
4.7地震震源位置（原田・釜江（2011）の破壊開始点）から上端と下端に均等に配置し，上
端を海洋プレートモホ面付近，下端はプレートの応力中立面付近に設定。

断層傾斜角 原田・釜江（2011）による。東北大学（2011）の断層モデルの傾斜角と対応する。

断層の走向 東北大学（2011），防災科学技術研究所F-netの値を参考に設定。

剛性率
μ=ρβ2，密度とS波速度は佐藤・巽（2002）による。
佐藤・巽（2002）では，この値を用いて東日本の海洋性地震（プレート境界地震，海洋プ
レート内地震）のスペクトルインバージョンが行われている。

高域遮断周波数
浅野ほか（2004）による2003年宮城県沖の地震のシミュレーション解析結果と敷地の観
測記録の適合性を確認した値を設定。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p134 修正
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

基準点
E(°′″）

N(°′″）
東北大学（2011）等を参考に設定

経度141°54′13″

緯度 38°17′39″

走向 θ（°） 東北大学（2011）等を参考に設定 20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011）を参考に設定 37

断層長さ L（km） L=S/W 15

断層幅 W（km） 東北大学（2011）等を参考に設定 12

断層面積 S（km2）
S=(7/4）M0π

2β2/A（S/Sa)
0.5，Sa/S=0.4

（Sa/S=0.4は事前検討結果を踏まえ設定）
180

断層上端深さ h（km） 東北大学（2011）等を参考に設定 55.8

地震モーメント M0（Nm） 4.7地震のF-netによる値 4.74×1019

気象庁マグニチュード MJ 気象庁による 7.2

モーメントマグニチュード Mw Mw=（logM0-9.1)/1.5 7.1

剛性率 μ（N/m2） μ=ρ・β2，ρ=3.0g/cm3，β=4.0㎞/s 4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 551

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 48.1

短周期レベル A(Nm/s2) 原田・釜江（2011）を参考に設定 1.16 ×1020

破壊伝播形式 - - 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

立ち上がり時間 τ(s) 原田・釜江（2011）を参考に設定 0.6 

■検討ケース１ 4.7地震シミュレーションモデルの断層パラメータ（その１）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p35 修正
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■検討ケース１ 4.7地震シミュレーションモデルの断層パラメータ（その２）

断層パラメータ 設定方法 設定値

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 3.79×1019

断層面積 Sa（km
2） Sa/S=0.4 72

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 1101.6

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=Δσ/（Sa/S），（Sa/S）=0.4 120.3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
１

地震モーメント M0a1（Nm） M0a1=M0a/2 1.90×1019

断層面積 Sa1（km2） Sa1=Sa/2 36

平均すべり量 Da1（cm） Da1=M0a1/（μ・Sa1） 1101.6

応力降下量 Δσa1（MPa） Δσa1=Δσa 120.3 

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
２

地震モーメント M0a2（Nm） M0a2=M0a2/2 1.90×1019

断層面積 Sa2（km2） Sa2=Sa/2 36

平均すべり量 Da2（cm） Da2=M0a2/（μ・Sa2） 1101.6

応力降下量 Δσa2（MPa） Δσa2=Δσa 120.3 

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 9.48×1018

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 108

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） １83.6

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)(π
0.5/Da)r・∑（ri/r)3Δσa ，r=(Sa/π）0.5 12.7 

Q値 Q 佐藤・巽（2002） 114f 0.92

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
浅野ほか（2004）による2003年宮城県沖の地震のシミュレーション解
析結果と敷地の観測記録の適合を確認した値を設定

18 

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p36 修正
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■検討ケース１ 4.7地震の断層モデルによる評価（シミュレーション） ＜応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

4.7地震はぎとり波（NS方向）

4.7地震はぎとり波（EW方向）

シミュレーション解析（水平方向）

4.7地震はぎとり波（UD方向）

シミュレーション解析（UD方向）

・応答スペクトルの比較では，周期0.1秒より短周期側では解析結果と観測記録（はぎとり波）は，良く整合している。長周期側
では解析結果が大きめの結果となった。

・地震動シミュレーション結果は長周期が大きい等の課題は残るものの，原子力発電所において特に問題となる短周期にお
ける適合性が良いことから，施設に与える影響検討という観点からは，良好な評価と考えられる。

B2_PNS_hagi_spl.waz
B2_PEW_hagi_spl.waz
4.7 シミュレーション（水平） .waz

※放射特性係数は0.62

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p39 再掲
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断層モデル（平面図）

：破壊開始点

：SMGA

女川原子力発電所

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

断層長さ15km 断層長さ19.5km

断層幅
12km

女川原子力発電所

上端深さ55.8km

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

SMGA１

SMGA３
SMGA2

傾斜角37°

南 北

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

応力中立面

傾斜角37°

■検討ケース２ 地震規模の検討
○断層モデル
・検討ケース２ 地震規模（M7.5）の断層モデルは，4.7地震シミュレーションモデル（M7.2）を北側に拡張したものとして設定。
・断層パラメータは，4.7地震シミュレーションモデルに基づき設定。強震動生成域（SMGA）は4.7地震モデルに加え，拡張部分に残り
のSMGAを集中して配置。破壊開始点は敷地に向かう方向に複数点設定。

○断層モデルを用いた地震動評価
・統計的グリーン関数法により評価。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

断面図

断層モデル（展開図）

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p40 再掲



90

断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw

4.7地震のMJとMwの関係を基
に設定

7.4

走向 θ（°）
Nakajima et al.（2011）を参考
に設定

20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011） 37

断層長さ L（km） L=S/W 33.5

断層幅 W（km）
東北大学（2011）等を参考に
設定

12

断層面積 S（km2）
S=(7/4）M0π

2β2/A（S/Sa)
0.5，

Sa/S=0.4
402 

断層上端深さ h（km）
東北大学（2011）等を参考に
設定

55.8

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 1.58×1020

剛性率 μ（N/m2）
μ=ρ・β2，ρ=3.0g/cm3，
β=4.0㎞/s

4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μS） 821

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 47.8

短周期レベル A(Nm/s2)
A=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3 

×1.5
1.72 ×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシ
ミュレーション結果

18

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 1.27×1020

断層面積 Sa（km
2） Sa=（Sa/S）×S，（Sa/S） =0.4 161

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 1641

応力降下量
Δσa
（MPa）

Δσa=Δσ/（Sa/S），
（Sa/S）=0.4

119.6

強
震
動
生
成
域
１
，
２

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai（面積の1.5乗の重みで配分） 2.15×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai（4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ） 36

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 1247

応力降下量
Δσai
（MPa）

Δσai=Δσa 119.6

強
震
動
生
成
域
３

地震モーメント M0a3（Nm） M0a3（面積の1.5乗の重みで配分） 8.37×1019

断層面積 Sa3（km
2） Sa3=Sa-Sa1-Sa2 89

平均すべり量 Da3（cm） Da3=M0a3/（μSa3） 1960

応力降下量
Δσa3
（MPa）

Δσa3=Δσa 119.6

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 3.17×1019

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 241

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 274

実効応力 σb（MPa）
σb=（Db/Wb)(π

0.5/Da)r・∑
（ri/r)3Δσa ，r=(Sa/π）0.5 13.1 

■検討ケース２ 地震規模の検討 断層パラメータ

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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破壊開始点１

破壊開始点２

破壊開始点３

破壊開始点１

破壊開始点２

破壊開始点３

■検討ケース２ 地震規模の検討 評価結果＜応答スペクトル＞

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p45 再掲
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断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

○断層モデル
・4.7地震の破壊領域は海洋性マントル内にとどまり，海洋地殻まで至らなかったが，断層位置の不確かさとして海洋地殻内に強震動
生成域（SMGA）を持つモデルを設定。断層の位置は，南端は4.7地震モデルに固定し，断層面を北側に拡張。

・断層パラメータは，4.7地震とはSMGA位置が異なることから地震調査研究推進本部（2017）により設定。応力降下量は4.7地震の約
1/1.5となるが，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違いも踏まえこれを採用。

○断層モデルを用いた地震動評価
・統計的グリーン関数法により評価。
波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

：破壊開始点（R）

：SMGA

女川原子力発電所 R1

R2

R3

R4

R5

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

応力中立面

断面図

傾斜角37°

断層長さ35km

断層幅
25km

上端深さ49.5km

破壊開始点1破壊開始点2破壊開始点3

SMGA１ SMGA2

破壊開始点5
破壊開始点4

傾斜角37°

南 北

■検討ケース３ 断層（SMGA）位置の検討

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw

4.7地震のMJとMwの関係を基に設
定

7.4

走向 θ（°） Nakajima et al.（2011）を参考に設定 20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011） 37

断層長さ L（km） L=S/W 35

断層幅 W（km）
プレート境界から応力中立面を地
震発生層として考慮し設定

25

断層面積 S（km2） S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa) 858 

断層上端深さ h（km）
J-SHIS（2014）のプレート形状を
考慮し設定

49.5

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 1.58×1020

剛性率 μ（N/m2） μ=ρβ2，ρ=3.0g/cm3，β=4.0㎞/s 4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 385

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 15.4

短周期レベル A(Nm/s2)
Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3，
地震調査研究推進本部(2017)

1.15 ×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシミュ
レーション結果

18

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 6.28×1019

断層面積 Sa（km
2） Sa=1.25×10

-16×（M0×10
7）2/3 170

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 770

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=A/（4β
2（π・Sa）

0.5） 77.6

強
震
動
生
成
域
１
，
２

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a/2 3.14×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai=Sa/2 85

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 770

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=Δσa 77.6

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 9.57×1019

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 688

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 290

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)/(Da/Wa)・Δσa 11.7

■検討ケース３ 断層（SMGA）位置の検討 断層パラメータ

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討ケース３ 断層（SMGA）位置の検討 評価結果＜応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討対象地震 4.7型地震の地震動評価結果（検討ケース１～３の結果）

水平方向 鉛直方向

検討ケース1（4.7地震（観測記録，シミュレーション））

検討ケース2（地震規模の検討）

検討ケース3（SMGA想定位置の検討）

検討ケース1（4.7地震（観測記録，シミュレーション））

検討ケース2（地震規模の検討）

検討ケース3（SMGA想定位置の検討）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討対象地震 4.7型地震の地震動評価 比較用設定スペクトル

他のタイプの地震の評価結果との大小関係の比較に用いることを目的として，4.7型地震の検討ケースの評価結果を踏まえ水平方向で
800cm/s2，50cm/s，鉛直方向で400cm/s2，33cm/sの応答スペクトルを設定した。

4.7型地震の比較用設定スペクトル

4.7型地震の各検討ケースの評価結果

水平方向 鉛直方向

4.7型地震の比較用設定スペクトル

4.7型地震の各検討ケースの評価結果

800cm/s2

50cm/s

400cm/s2

33cm/s

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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女川原子力発電所

断層モデルの平面図

■補足検討ケース１-1 断層の想定位置の検討
・断層の位置の違いが敷地に与える影響について確認するために，断層の位置を敷地直下に配置した場合（直下モデル），敷地から最
短となるようにプレート上面に垂線を引いた位置の場合（直近モデル）及び，断層モデルの傾斜角（37°）が敷地の方向に一致する位置
に配置した場合（直線モデル）について，統計的グリーン関数法（波形合成は入倉ほか（1997））により評価を行い，4.7地震シミュレーショ
ンモデル（検討ケース１）との比較を行う。

・なお，プレートの沈み込み形状から，4.7地震の位置より敷地に近づけても断層位置が深くなるため，敷地との距離は大きくは変わらない。

直下モデル
等価震源距離：76km
断層上端深さ：72.3km

直線モデル
等価震源距離：82km
断層上端深さ：45.9km

4.7地震シミュレーションモデル
等価震源距離：74km
断層上端深さ：55.9km

敷地と断層モデルの位置関係（南側からの断面）

女川原子力発電所▼

4.7地震シミュレーションモデル

直線モデル

直下モデル

女川原子力発電所

敷地とプレート境界の位置関係（地震調査研究推進本部（2005）に一部加筆）

※敷地に近づくほどプレート境界面までの深さは大きくなる。

：破壊開始点

：SMGA

直近モデル
等価震源距離：72km
断層上端深さ：60.9km

直近モデル

プレート境界

TN
PN

女川原子力発電所から南東方向の距離（km）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■補足検討ケース1-1 断層の想定位置の検討 評価結果＜平均応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

断層の位置の違いが敷地の地震動に与える影響は大きいものではないが，傾向的には短周期側は
4.7地震発生位置及び直近モデルの評価結果がやや大きい。

4.7地震シミュレーションモデル

直線モデル

直近モデル

直下モデル

4.7地震シミュレーションモデル

直線モデル

直近モデル

直下モデル

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■補足検討ケース1-2 断層の傾斜角の検討
・沈み込んだ海洋プレート内の地震は，沈み込む海洋プレート内地震（アウターライズの地震）の断層面の再活動と考えられており，プレ
ート境界面に対して一定の角度を有している傾向にあること，また，4.7地震は実際に発生した地震であることから，4.7地震位置で考慮
する地震の傾斜角は実地震の傾斜角を踏襲することが基本と考えられるが，ここでは傾斜角の違いが地震動評価にどの程度の影響を
与えるかについて，感度解析を実施する。

・沈み込んだ海洋プレート内の地震の傾斜角の影響を確認するため4.7地震シミュレーションモデルの傾斜角37°に，±15°（22°，52°），
±30°（7°，67°）の傾斜を考慮して地震動評価を行う。

・地震動評価は，4.7地震シミュレーションと同様に統計的グリーン関数法（波形合成は入倉ほか（1997））により評価する。

模式図（東西断面）

プレート境界

女川原子力発電所▼

―：4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ（37°）
―：傾斜角±15°（22°，52°）
―：傾斜角±30°（7°，67°）

女川原子力発電所

：破壊開始点

：SMGA

女川原子力発電所

：破壊開始点

：SMGA

傾斜角7° 傾斜角22°

女川原子力発電所

：破壊開始点

：SMGA

傾斜角52°
女川原子力発電所

：破壊開始点

：SMGA

傾斜角67°
+30°

-30°

-15°
+15°

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p57 再掲
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4.7地震シミュレーションモデル（傾斜角37°）

傾斜角 7° 傾斜角22°

傾斜角52° 傾斜角67°
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■補足検討ケース1-2 傾斜角の検討の評価結果 ＜平均応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

4.7地震シミュレーションモデル（傾斜角37°）

傾斜角 7° 傾斜角22°

傾斜角52° 傾斜角67°

各傾斜角の結果は，概ね同程度であり，傾斜角の影響は小さい。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p58 修正
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■補足検討ケース２ 地震調査研究推進本部（2017）による検討
○断層モデル（M7.5）の設定
・検討ケース２では，4.7地震や低速度層の傾向を踏まえSMGAを配置しているが，仮に当該地域についてこのような情報が無い場合は，
標準的なレシピに基づき断層モデルを設定することになる。ここでは，地震調査研究推進本部(2017)に基づきＭ7.5のモデルを組んだ場
合の敷地に与える影響について確認する。

・断層モデルの巨視的面は断層域を検討ケース２と同様の幅（海洋性マントル内）とし，Nakajima et al.(2011)の4.7地震の震源域の地震
波トモグラフィによるS波速度構造を参考にした上で南端を固定し，北側に拡張した。
・強震動生成域（SMGA）は，断層面に対しバランスを考慮し，均等に5個配置した。
・断層パラメータは地震調査研究推進本部(2017)に基づき設定する。短周期レベルは4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関
係相当（地震調査研究推進本部(2017)の1.5倍）を考慮する。

○断層モデルを用いた地震動評価結果による簡易評価
・統計的グリーン関数法により評価（波形合成は入倉ほか（1997））を行ったうえで，この結果について検討ケース２と同じ短周期レベル相
当とするため全周期帯を1.5倍する。

断層モデル（平面図） 断面図

断層モデル（展開図）

：破壊開始点

：SMGA

破壊開始点3

破壊開始点1

破壊開始点2

女川原子力発電所

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p59 修正
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■補足検討ケース２ 地震調査研究推進本部（2017）による検討 簡易評価
・地震調査研究推進本部（2017）で設定したM7.5の断層モデル（海洋性マントル内）による評価結果（第309回審査会合，資料１p173）を全周期帯で1.5倍。

補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点１（簡易評価）
補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点２（簡易評価）
補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点３（簡易評価）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点１（断層モデル解析）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点２（断層モデル解析）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点３（断層モデル解析）

検討ケース２（4.7地震をベースに低速度域の拡がりを考慮してSMGAを設定したモデル）の方が，補足検討ケース２（地震調査研究
推進本部(2017)に基づき設定したモデル）に比べ，特に短周期などは大きな評価結果を与えている。

補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点１（簡易評価）
補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点２（簡易評価）
補足検討ケース２地震本部（2017）破壊開始点３（簡易評価）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点１（断層モデル解析）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点２（断層モデル解析）
検討ケース２（M7.5）破壊開始点３（断層モデル解析）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p60 修正

※地震本部：地震調査研究推進本部
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■4.7型地震の補足検討ケース結果のまとめ

【補足検討ケース１－１，１－２】
・4.7地震のシミュレーションモデルによる断層位置の検討から，4.7地震の発生位置が敷
地に対して影響が大きい位置であることを確認した。また，シミュレーションでの評価方
法（統計的グリーン関数法，放射特性一定）では，傾斜角による影響は小さいことを確認
した。

⇒ 4.7地震は，震源の敷地に対する方向と傾斜角の関係から，敷地に対して最も影
響の大きい位置で発生した地震と考えられる。地震規模を拡張したモデルも同様
の位置や傾斜角を考慮しており，十分保守的になっている。

【補足検討ケース２】
・4.7地震のシミュレーションモデルの断層面を低速度域の拡がり等を考慮して北側に拡張
し地震規模をM7.5とした検討ケース２は，同じ地震規模の地震調査研究推進本部
（2017）による断層モデル（検討ケース３）の結果より，特に短周期などは敷地に対し厳し
い結果となっている。

⇒ 検討ケース２は，保守的な評価を与えるモデルであることを確認した。
なお，SMGAの位置の違いは，敷地の地震動に与える影響が大きいことを考慮し，
検討用地震として，さらなる検討を行う。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 ４．７型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p61 修正
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

■二重深発地震 上面の地震 2003年型地震の特徴

項目 想定位置 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）

特徴

・2003年宮城県沖の地震は，上面・面間・下面に微小地震が集中し
ている箇所で発生。

・同様の特徴を有する箇所は東北地方では複数存在するが，敷地
に最も近い場所は2003年宮城県沖の地震が発生した場所。

・地震波トモグラフィから，2003年宮城県沖の地震は太平洋プレート
内の海洋性マントルの低速度域と対応している。

・2003年宮城県沖
の地震の地震規
模はＭ7.1。

・2003年宮城県沖の地震の
短周期レベルは，地震調査
研究推進本部（2017）の約
1.3倍。

断層位置 模式図（断面図）断層位置 模式図（平面図）

女川原子力発電所からの距離 （km）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 2003年型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p143 修正
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検討ケース

断層モデルの設定条件
評価
方法

備考

地震規模 断層の位置
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（応力降下量）

検討ケース１ M7.1
上面・面間・下面の

地震が分布
(2003年地震付近)

2003年地震の
短周期レベル※1

簡易評価
（観測記録）

検討ケース２
地震規模

M7.3
上面・面間・下面の

地震が分布
(2003年地震付近)

2003年地震の
短周期レベル相当※2

簡易評価※4

（記録ベース）
海洋ﾌﾟﾚｰト内地震の地
域最大規模を考慮

検討ケース３
短周期レベル（応力降下量）

M7.1
上面・面間・下面の

地震が分布
(2003年地震付近)

4.7地震の
短周期レベル相当※3

簡易評価※5

（記録ベース）

■二重深発地震 上面の地震 2003年型地震 検討ケース
・2003年宮城県沖の地震（M7.1）は，震央位置が陸側に近い沿岸（地震観測精度が比較的よい領域）で発生したという特徴を踏まえ，二重
深発地震の上面の地震として2003年型地震を考慮する。

・下表の３ケースについて，2003年宮城県沖の地震の観測記録が敷地で得られていることから，観測記録をベースとした簡易評価を行う。
・評価の結果，検討ケース２の評価結果が敷地に与える影響がもっとも大きい。
・なお，上面・面間・下面の微小地震の集中箇所がないことから，M7クラス以上の規模の大きな地震の発生の可能性は小さいと考えられる
が，参考に微小地震の集中箇所で発生した2003年宮城県沖の地震と同規模のM7.1を敷地直下に考慮した場合についても地震動評価を
行った。

※1：浅野ほか（2004）での短周期レベル。地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×(M0×107)1/3 の1.3倍。

※2：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×(M0×107)1/3 の1.3倍。

2003年宮城県沖の地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベル。

※3：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×(M0×107)1/3 の1.5倍。

4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベル。

※4：地震規模の違いについて，応答スペクトルの差（比率）を既往の距離減衰式で算定し，2003年宮城県沖の地震の観測記録（はぎとり波）に乗じて評価。

※5：短周期レベルの違いについて，保守的に短周期レベルの比を2003年宮城県沖の地震の観測記録（はぎとり波）に乗じて評価。

※6：距離の違いについて，最大加速度値の差（比率）を既往の距離減衰式で算定し， 2003年宮城県沖の地震の観測記録（はぎとり波）に乗じて評価。

【参考】検討ケース
断層位置

M7.1 敷地直下
2003年地震の

短周期レベル※1

簡易評価※6

（記録ベース）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 2003年型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p144 修正
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■二重深発地震 上面の地震 2003年型地震の評価結果 ＜応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

4.7型地震と比較して，2003年型地震の評価結果は小さい。

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース２（M7.3）

【参考】敷地下方の上面の地震（M7.1)

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース２（M7.3）

【参考】敷地下方の上面の地震（M7.1)

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 上面の地震 2003年型地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p145 再掲
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

■二重深発地震 下面の地震の特徴

項目 想定位置 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）

備 考

特徴

・東北地方で最も規模の大きい下面の地震とし
ては，2008 年7月24 日岩手県沿岸北部の地
震（M6.8）があるが，同地震は，上面・面間・下
面に微小地震が集中している箇所で発生。

・同様の特徴を有する箇所は東北地方では複
数存在するが，敷地に最も近い場所は2003
年宮城県沖の地震が発生した場所。

・東北地方で最も規
模の大きい下面の
地震は，2008 年岩
手県沿岸北部の地
震（M6.8）。

・想定位置付近（2003年宮城県
沖の地震の発生箇所付近）で
は，下面で規模の大きい地震
は発生していない。

・想定位置から遠いが2008年岩
手県沿岸北部の地震の短周
期レベルは地震調査研究推進
本部（2017）の約1.6倍。

・北海道では
1993年釧路沖
地震（M7.5）が
発生。

断層位置 模式図（断面図）
断層位置 模式図（平面図）

女川原子力発電所からの距離 （km）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p146 修正
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■二重深発地震 下面の地震 検討ケース
・2008年岩手県沿岸北部の地震（M6.8）は，下面の地震としては，東北地方で発生した地震の最大規模であり，震央位置が比較的震源精度
がよい内陸側で発生した地震で，海洋プレート内の上面・面間・下面の微小地震が集中箇所で発生したという特徴がある。

・下表の３つのケースのうち検討ケース３について，地震規模と距離等から敷地に与える影響が大きいことから断層モデルによる評価を行う。
・また，敷地極近傍には，上面・面間・下面の微小地震の集中箇所がないことから，M7クラス以上の規模の大きな地震の発生の可能性は小
さいと考えられるが，参考に1993年釧路沖地震と同規模のM7.5を敷地直下に考慮した場合についても断層モデルによる評価を行う。

【参考】
検討ケース
地震規模と位置

M7.5 敷地直下 複数 断層中央
2008.7.24の地震

の短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※3 37°
断層モデルに

よる評価

1993年釧路沖地
震（M7.5）の規模
を考慮

検討ケース

断層モデルの設定条件

評価方法 備考
地震規模 断層の位置

破壊開
始点

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ
の位置

短周期ﾚﾍﾞﾙ
（応力降下量）

傾斜角

検討ケース１ M6.8
上面・面間・下面の

地震が分布
(2003年地震付近)

－ －
2008.7.24の地震
の短周期ﾚﾍﾞﾙ※2 －

簡易評価※4

（検討ケース３
から逆算）

短周期レベルは地
震調査研究推進
本部（2017）の約
1.6倍

検討ケース２
地震規模

M7.3
上面・面間・下面の

地震が分布
(2003年地震付近)

－ －
2008.7.24の地震

の短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※3 －
簡易評価※4

（検討ケース３
から逆算）

海洋ﾌﾟﾚｰト内地震
の地域最大規模を
考慮

検討ケース３
地震規模
（他地域最大）

M7.5※1

上面・面間・下面の
地震が分布

(2003年地震付近)
複数 断層中央

2008.7.24の地震
の短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※3 37° 断層モデルによ

る評価

1993年釧路沖地
震（M7.5）の規模を
考慮

※1：地震テクトニクス的に違いがあるが，北海道で発生した1993年釧路沖地震（M7.5）と同規模のM7.5を考慮。
※2：短周期レベル（応力降下量）は，宮城県沖には規模の大きい下面の地震が発生していないため，地震調査研究推進本部（2017）による標準的な値を採用すること

が考えられるが，その値は上面の地震である2003年宮城県沖の地震より小さい。一方，2008年岩手県沿岸北部の地震は地震規模はＭ6.8とやや小さく，さらに想
定位置からもやや遠い位置に位置しているが，短周期レベル（佐藤（2013））は2003年地震より大きく地震調査研究推進本部（2017）による標準的な値の約1.6倍
となっていることを考慮し，保守的にこれを採用する。

※3：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×(M0×107)1/3 の1.6倍。

2008年岩手県沿岸北部の地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベル。

※4：検討ケース１，検討ケース２，検討ケース３は想定位置と短周期レベルは同じで地震規模のみ相違することから，規模の違いによる応答スペクトルの差（比率）を
既往の距離減衰式で算定し，それを検討ケース３の算定結果に乗じて評価する。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p147 修正
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■検討ケース３の断層モデル

○断層モデル

・海洋プレート内の上面・面間・下面の微小地震が集中している，2003年宮城県沖の地震付近に想定地震を考慮。地震テクトニクス
的な違いがあるが，北海道で発生した1993年釧路沖地震（M7.5）と同規模を考慮する。断層パラメータは地震調査研究推進本部
（2017）を基に設定したうえで，短周期レベルは，2008年岩手県沿岸北部の地震（M6.8）の地震モーメントM0－短周期レベルAの関
係相当（地震調査研究推進本部（2017）の約1.6倍）を考慮する。

○断層モデルを用いた地震動評価

・統計的グリーン関数法により評価。

波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

女川原子力発電所

：破壊開始点（R）

：SMGA

R1

R2

R3

R4

R5

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層長さ44km

断層幅
25km

上端深さ87.3km

傾斜角37°

南 北

破壊開始点1破壊開始点2破壊開始点3

破壊開始点5 破壊開始点4

SMGA SMGA SMGA

女川原子力発電所▼

プレート境界

応力中立面

傾斜角37°

※傾斜角は，プレートに対し断層
の傾斜が60°となるようにプ
レートの傾斜（23°）を考慮し
37°に設定。

断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

断面図

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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断層モデル（平面図）

■【参考】敷地下方に下面の地震（M7.5）を想定 地震規模と位置
○断層モデル

・敷地下方には，海洋プレート内の上面・面間・下面の微小地震が集中しておらず，また，地震テクトニクス的な違いがあるが，ここでは
北海道で発生した1993年釧路沖地震（M7.5）と同規模を考慮する。断層パラメータは地震調査研究推進本部（2017）を基に設定したう
えで，短周期レベルは，2008年岩手県沿岸北部の地震（M6.8）の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当（地震調査研究推進
本部（2017）の約1.6倍）を考慮する。

○断層モデルを用いた地震動評価

・統計的グリーン関数法により評価。

波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

女川原子力発電所

：破壊開始点（R）

：SMGA

R1

R2

R3

R4

R5

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層長さ44km

断層幅
25km

上端深さ89.7km

傾斜角37°

南 北

破壊開始点1破壊開始点2破壊開始点3

破壊開始点5 破壊開始点4

SMGA SMGA SMGA

断層モデル（展開図）

女川原子力発電所▼

プレート境界

応力中立面

傾斜角37°

断面図（東西断面）

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw 設定条件 7.5

走向 θ（°）
Nakajima et al.（2011）を参考
に設定

20

傾斜角 δ(°）
プレート境界とのなす角が
60°となるように設定

37

断層長さ L（km） L=S/W 44

断層幅 W（km）
応力中立面から下面の地震ま
でを地震発生層として考慮し
設定

25

断層面積 S（km2） S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa) 1080

断層上端深さ h（km）
J-SHIS（2014）のプレート形状
を考慮し設定

87.3

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 2.24×1020

剛性率 μ（N/m2）
μ=ρ・β2，ρ=3.0g/cm3，
β=4.0㎞/s

4.8×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 432

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 15.4

短周期レベル A(Nm/s2)
Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3

×1.6
2.06×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 8.87×1019

断層面積 Sa（km
2） Sa=1.25×10

-16×（M0×10
7）2/3 214

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 864

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=A/（4β
2（π・Sa）

0.5） 124.1

強
震
動
生
成
域
１
，
２
，
３

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a/3 2.96×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai=Sa/3 71

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 864

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=Δσa 124.1

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 1.35×1020

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 866

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 325

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)/(Da/Wa)・Δσa 15.6 

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシ
ミュレーション結果

18

■検討ケース３，参考検討ケースの断層パラメータ

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■二重深発地震 下面の地震の評価結果 ＜応答スペクトル＞

水平方向 鉛直方向

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３（M7.5）

【参考】敷地下方の下面の地震（M7.5）

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３（M7.5）

【参考】敷地下方の下面の地震（M7.5）

4.7型地震と比較して，二重深発下面の地震の評価結果は小さい。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

二重深発地震 下面の地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p159 再掲
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

■沖合いのやや浅い地震の特徴

項目 想定位置 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）

備 考

特徴

・東北地方において，太平洋プレート内
の日本海溝付近のやや浅い場所で発
生した地震として2011年7月10日三陸
沖の地震（Ｍ7.3）がある。

・2011年7月10日三陸沖の
地震の地震規模Ｍ7.3は
沈み込んだプレート内地
震としては東北地方で最
大規模。

・2011年7月10日三陸沖の
地震の短周期レベルは地
震調査研究推進本部
（2017）の0.6倍。壇ほか
（2001）の2.2倍。

・北海道では1994年
北海道東方沖地震
（M8.2）が発生。

断層位置 模式図（断面図）
断層位置 模式図（平面図）

女川原子力発電所からの距離 （km）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

沖合のやや浅い地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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検討ケース

断層モデルの設定条件

評価
方法

備考

地震規模 断層の位置 破壊開始点
SMGAの

位置
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（応力降下量）
傾斜角

検討ケース１ M7.3
2011.7.10地震の

付近
－ －

2011.7.10の地震の
短周期レベル

－
簡易評価

（観測記録で代表）

検討ケース２
短周期レベル
（応力降下量）

M7.3
2011.7.10地震の

付近
－ －

4.7地震の
短周期レベル相当※2 －

簡易評価※4

（記録ベース）

検討ケース３
地震規模
（他地域最大）

M8.2※1
2011.7.10地震の

付近
複数 断層中央

2011.7.10の地震の
短周期レベル※3 53° 詳細評価

1994年北海道東
方沖地震の規模
（M8.2）を考慮

■沖合いのやや浅い地震の検討ケース

・2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）を踏まえ，沖合いのやや浅い位置で発生する地震を考慮。
・下表の３ケースのうち，検討ケース３について，地震規模と距離等から敷地への影響がもっとも大きいことから断層モデルによる評価を
行う。

※1：地震テクトニクス的に違いがあるが，北海道で発生した1994年北海道東方沖地震（M8.2）と同規模のM8.2を考慮。
※2：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×(M0×107)1/3 の1.5倍。

4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベル。
※3：2011年7月10日三陸沖の地震の短周期レベルは地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベルより小さいことから，断層モデルの計算においては地震

調査研究推進本部（2017）の短周期レベルを用いる。
※4：短周期レベルの違いについて，保守的に短周期レベルの比（4.7地震の短周期ﾚﾍﾞﾙ/2011.7.10の地震の短周期ﾚﾍﾞﾙ）を観測記録に乗じて評価する。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

沖合のやや浅い地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■検討ケース３の評価方法
○断層モデル

・敷地の東方の海溝軸の西側のやや浅い海洋プレート内で発生した2011年7月10日三陸沖の地震の位置に想定。
地震規模は1994年北海道東方沖地震と同規模のM8.2とする。

○断層モデルを用いた地震動評価
・統計的グリーン関数法により評価。

波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

女川原子力発電所

：破壊開始点（R）

：SMGA

R1

R2

R3

R4

R5

                                       

断層長さ110km

断層幅
50km

上端深さ13.7km

傾斜角53°

南 北

破壊開始点1
破壊開始点2

破壊開始点3

破壊開始点5 破壊開始点4

SMGA SMGA SMGA SMGA SMGA

▼女川原子力発電所

プレート境界
傾斜角53°

※傾斜角は，プレートに対し断層の傾斜が60°となるように断層付近の
プレートの傾斜（7°）を考慮し53°に設定。

断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

断面図

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

沖合のやや浅い地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 8.2

モーメント
マグニチュード

Mw 設定条件 8.2

走向 θ（°）
J-SHIS（2014）のプレート形状を
考慮し設定

10

傾斜角 δ(°）
プレート境界とのなす角が60°
となるように設定

53

断層長さ L（km） L=S/W 110

断層幅 W（km）
プレート境界から下面の地震ま
でを地震発生層として考慮して
設定

50

断層面積 S（km2） S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa) 5412

断層上端深さ h（km）
J-SHIS（2014）のプレート形状を
考慮し設定

13.7

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 2.51×1021

剛性率 μ（N/m2）
μ=ρ・β2，ρ=3.0g/cm3，β=4.0
㎞/s

4.8×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 967

平均応力降下量 Δσ（MPa) Δσ=（7π1.5/16）（M0/S
1.5） 15.4

短周期レベル A(Nm/s2) Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×10
7）1/3 2.88×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 9.95×1020

断層面積 Sa（km
2） Sa=1.25×10

-16×（M0×10
7）

2/3 1072

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 1934

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=A/（4β
2（π・Sa）

0.5） 77.6

強
震
動
生
成
域
１
つ
あ
た
り

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a/5 1.99×1020

断層面積 Sai（km
2） Sai=Sa/5 214

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 1934

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=Δσa 77.6

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 1.52×1021

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 4340

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 728

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)/(Da/Wa)・Δσa 11.0 

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシ
ミュレーション結果

18

■検討ケース３の断層パラメータ

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

沖合のやや浅い地震

第367回審査会合（H28.6.3）
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■沖合いのやや浅い地震の評価結果 ＜応答スペクトル＞

4.7型地震と比較して，沖合いのやや浅い地震の評価結果は小さい。

水平方向 鉛直方向

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

沖合のやや浅い地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p168 再掲
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■アウターライズ地震の特徴

項目 想定位置 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）

備 考

特徴

・地震調査研究推進本部
（2013）の長期評価におい
て，東北地方の日本海溝
付近に想定している。

・歴史地震としては1933年三
陸沖の地震（M8.1）が最大
規模。

・地震調査研究推進本部
（2013）ではＭ8.2の規模の
地震を想定。

・2011年3月11日（15 時25 分）の
地震（M7.5）は，海溝軸より沖合
で発生した正断層型の地震で，
典型的なアウターライズ地震と
考えられる。

・2011年3月11日（15時25分）の地
震の短周期レベルは地震調査
研究推進本部（2017）の0.7倍。

・津波評価において，
1611年慶長の地震は
アウターライズ地震
の可能性があるとし
て，Ｍ8.6規模の地震
を評価している。

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

断層位置 模式図（断面図）断層位置 模式図（平面図）

女川原子力発電所からの距離 （km）

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

アウターライズ地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p169 修正
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検討ケース

断層モデルの設定条件
評価
方法

備考

地震規模 断層の位置
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（応力降下量）

検討ケース１ M8.2
海溝軸より東側

付近

2011.3.11三陸沖の
地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※１

簡易評価※２

（記録ベース）

地震調査研究推進本部（2013）の
プレート内地震正断層型の位置を
踏まえ設定

検討ケース２
想定位置

M8.2
海溝軸より西側

付近

2011.3.11三陸沖の
地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※１

簡易評価※２

（記録ベース）

地震調査研究推進本部（2013）の
プレート内地震正断層型の位置を
踏まえ設定

検討ケース３
地震規模

M8.6
海溝軸より東側

付近

2011.3.11三陸沖の
地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※１

簡易評価※２

（記録ベース）
地震規模M8.6は津波評価で考慮
している規模

■アウターライズ地震 検討ケース
・1933年三陸沖の地震（M8.1），2011年3月11日15:25三陸沖の地震（M7.5）を踏まえ，沈み込む海洋プレート内地震として海溝外縁隆起
帯（アウターライズ）で発生する地震を考慮。

・下表の３ケースのうち，検討ケース３について，地震規模と距離等から敷地に与える影響が大きいことから地震動評価を行う。検討にあ
たっては，2011年3月11日三陸沖の地震（M7.5，アウターライズ地震）の観測記録が敷地で得られていることから，観測記録をベースと
した簡易評価を行う。

※1：2011年3月11日15:25三陸沖の地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベルを考慮する。
※2：地震規模の違い及び想定位置の違い（震源距離の違い）については，応答スペクトルの差（比率）を既往の距離減衰式で算定し，観測記録

（2011.3.三陸沖の地震（M7.5））に乗じることによって評価する。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

アウターライズ地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p170 修正
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■アウターライズ地震の評価結果（応答スペクトル）

4.7型地震と比較して，アウターライズ地震の評価結果は小さい。

水平方向 鉛直方向

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３

4.7型地震（比較用設定スペクトル）

検討ケース３

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

アウターライズ地震

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p171 再掲
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・4.7地震が発生した付近の海洋性マントルと海洋地殻のＳ波速度構造（Nakajima et al.(2011)による地震波トモグラフィ結果）は，地震調
査研究推進本部（2005）の大構造と同様の傾向を示している。従って，「物性の違い」に起因する地殻とマントルの応力降下量の違いと
しては，当該地域においても1.4倍程度の違いがあると考えられる。他の速度構造モデル等（次頁以降）でも同様の傾向にある。

■海洋地殻と海洋性マントルの物性の違いに起因する応力降下量の違いについて

4.7地震の震源域周辺の地震波トモグラフィによるS波速度構造（Nakajima et al.(2011))

南北断面

東西断面

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p96 修正
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【三浦ほか(2001)及びMiura et al.(2005)】
・宮城県沖から日本海溝に至る測線（MY102）において，エアガンを用いた深部構造探査を実施した。
・太平洋プレートの海洋地殻※は２層（oceanic layer2及び3）で構成され，それぞれのP波速度は，5.4～6.0km/s及び

6.6～6.8km/s，それぞれの密度は2.6～2.8×103kg/m3及び2.8～3.0×103kg/m3である。
・太平洋プレートの海洋性マントルのVpは，7.7km/s，密度は3.0～3.2×103kg/m3である。

探査測線(三浦ほか(2001）に一部加筆）

女川原子力発電所

P波速度及び密度の分布
（Miura et al.(2005）に一部加筆）

海洋地殻 Layer2 Vp = 5.4～6.0km/s

海洋地殻 Layer3 Vp = 6.6～6.8km/s

海洋性マントル Vp = 7.7km/s

海洋地殻 Layer2 ρ = 2.6～2.8×103kg/m3

海洋地殻 Layer3 ρ = 2.8～3.0×103kg/m3

海洋性マントル
ρ = 3.0～3.2×103kg/m3

○地震調査研究推進本部(2005)の深部構造モデ
ルは，三浦ほか(2001)を参考に設定している。

（参考）
海洋地殻の層構成は，上部から順番に以下の3層からなる。
第1層：堆積物層，第2層：玄武岩層，第2層：ハンレイ岩層。
なお，Miura et al.(2005 )では，速度構造モデルに第1層（堆
積物層）は含めていない。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p97 修正
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参考として，4.7型地震不確かさケース２（SMGA地殻内）について統計的グリーン関数法による評価を行い，経験的
グリーン関数法による評価結果の妥当性確認を行う。

○断層モデル
・不確かさケース２（SMGA地殻内）の断層モデルを用いる。

○断層モデルを用いた地震動評価
・統計的グリーン関数法により評価を行う。
波形合成は入倉ほか（1997）による。

■統計的グリーン関数法による確認

：破壊開始点（R）

：SMGA

女川原子力発電所 R1

R2

R3

R4

R5

不確かさケース２（SMGA地殻内）の

断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

応力中立面

断面図

傾斜角37°

断層長さ35km

断層幅
25km

上端深さ49.5km

破壊開始点1破壊開始点2破壊開始点3

SMGA１ SMGA２

破壊開始点5
破壊開始点4

傾斜角37°

南 北

海洋地殻

海洋性

マントル

TN
PN

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

不確かさケース２（SMGA地殻内）の統計的グリーン関数法による評価

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p191 再掲
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■4.7型地震不確かさケース２（SMGA地殻内） 統計的グリーン関数法による検討
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NS方向 EW方向 UD方向

経験的グリーン関数法による評価結果

統計的グリーン関数法による評価結果

経験的グリーン関数法による評価結果

統計的グリーン関数法による評価結果

経験的グリーン関数法による評価結果

統計的グリーン関数法による評価結果

経験的グリーン関数法（EGF）と統計的グリーン関数法（SGF）の評価結果は，周期0.1秒以下の短周期側では対応
がよく，周期0.5秒以上の長周期側ではEGFが大きい。また，周期0.2秒付近では，EGFが小さい傾向にあるが，こ
れは要素地震の特徴によるものと考えられる。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．２ 海洋プレート内地震

不確かさケース２（SMGA地殻内）の統計的グリーン関数法による評価

第367回審査会合（H28.6.3）

資料1-1 p196 修正
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

２．３ 内陸地殻内地震
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■地球物理学的データによる確認

Tanaka and Ishikawa（2005）によるキュリー点深度（一部加筆）

 Tanaka and Ishikawa（2005）は，地殻熱流量と
地震発生層，キュリー点深度の関係について
考察を行なっている。

 敷地付近のキュリー点深度は内陸地域よりも
深めの傾向があり，太平洋側と同程度である。

 これは，敷地周辺及び内陸地域の地震発生
層の傾向分析と矛盾しないと考えられる。

女川原子力発電所

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

敷地周辺の地震発生層の設定

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p28 再掲
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

検討用地震の対象の整理
コメントＳ195

断層名
活断層長さ

(km)
地震発生層※１

（km）
断層傾斜角※２

（度）
断層面積

（km2）
地震モーメント

（Nm）

マグニチュード（M）

松田（1975） 武村（1990）

北上低地西縁断層帯 100 2 ～ 11 35 1,570 1.37×1020 8.2 8.0

双葉断層 110 2 ～ 15 90 1,430 1.14×1020 8.2 8.0

北上低地帯～宮城県北部
の断層群

112 2 ～ 11 35 1,758 1.72×1020 8.2 8.1

■長さ80㎞を超える断層の地震規模の算定について

 内陸地殻内地震の検討用地震選定に用いる地震規模（M）は松田（1975）による。
 ただし，松田（1975）の適用範囲外の長さ80㎞を超える断層については，武村（1990）から求めた地震規模と

比較し，保守的な値を採用した。

敷地周辺の長さ８０㎞を超える断層

※１ 地震発生層
北上低地西縁断層帯および北上低地帯～宮城県北部の断層群は，海野ほか（2004）による2003年宮城県中部の地震の
余震分布等を参考に設定した。
双葉断層は，地震調査研究推進本部（2009）による。

※２ 断層傾斜角
地震調査研究推進本部（2009)による。

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1 -4-2 p127 修正
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

検討用地震の対象の整理

内陸地殻内地震の検討用地震は，Noda et al.(2002)の応答スペクトルの大小関係（地震規模と等
価震源距離の大小関係）により選定した。

コメントＳ196

活断層による地震の検討用地震の選定フロー

Step1
地震規模（M）の降順および等価震源
距離（Xeq）の昇順に整理（Mを優先）。
Xeqの大小関係が逆転しないものでグ
ループ分け。

Step2
各グループ内で，影響が大きい地震
（Mが大きくXeqが小さい地震）を代表と
して抽出。

Step3

Step2で抽出した地震について，Noda
et al.（2002）の応答スペクトルを用い

た比較を行い，検討用地震を選定（本
説明資料 p.153）。

主な活断層による地震

No. 断層名 M
Xeq
(km)

22 双葉断層 8.2 87

20 北上低地西縁断層帯 8.2 92

21 福島盆地西縁断層帯 7.9 101

18 山形盆地断層帯 7.8 118

19 横手盆地東縁断層帯 7.7 125

11 Ⅳ断層 7.6 82

8 F-15断層・F-16断層 7.5 39

17 長町－利府線断層帯 7.5 61

Step1
Mの降順，Xeqの昇順で大
小関係を整理。Xeqが逆転
しない地震でグループ分け。

Step2
グループ内でMが大きく
Xeqが小さい地震を抽出

Step1

Step1

Step2

■活断層による地震の検討用地震の選定

第778回審査会合(R1.9.27)
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■保守的に影響評価を実施する断層群の連動（192ｋｍ）の断層モデル

北上低地帯～宮城県北部の断層群，石巻平野周辺の断層群及び仙台湾の断層群の連動を考慮し断層モデル
を設定する。

断層パラメータは，長大な断層群であることから，壇ほか（2015）による長大逆断層の地震動予測レシピに基づき
設定する。

地震発生層は，海域については仙台湾の断層群による地震の評価と同様に3～15kmとし，陸域については2003
年7月26日宮城県中部の地震の稠密地震観測による余震観測を参考に2～11kmに設定する。

アスペリティは各断層に考慮し，位置は安全側の評価となるようそれぞれの巨視的断層面上端に敷地に寄せて
設定する。

今泉ほか（2018）に一部加筆

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震
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（1）

（2）

（3）

断層モデルの平面図

女川原子力発電所

北上低地帯～
宮城県北部の断層群

石巻平野周辺の
断層群

仙台湾の断層群
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■全ての断層群の連動（192km）の断層モデル

断層群
地震発生層 傾斜

角
（°）

断層
長さ

断層
幅

上端
（km）

下端
（km）

L

（km）
W

（km）

（1）北上低地帯～宮城県北部の断層群 2 11 45 104.9 12.7

（2）石巻平野周辺の断層群 2 11 45 44.0 12.7

（3）仙台湾の断層群 3 15 60 43.1 13.9

※陸域の断層の傾斜角は地震調査研究推進本部（2017）（逆断層）により45°と設定

断層モデルの断面図（内陸地域）

深さ2km

9km

深さ11km

2km

傾斜角45°

断層幅
12.7km

▽地表

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震
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女川原子力発電所

R1

R2

R3

：破壊開始点

北上低地帯～
宮城県北部の断層群

石巻平野周辺の
断層群

仙台湾の断層群

TN
PN

北上低地帯～宮城県北部の断層群から

仙台湾の断層群の断層モデル
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2003年宮城県中部の地震の震央と臨時地震観測点

2003年宮城県中部の地震の余震分布

気象庁による余震分布（×）と海野ほか(2004)の余震分布（＋）の比較
〔気象庁による余震分布の期間と範囲は海野ほか（2004）と同じとした。〕

〔凡例〕

■，＋：臨時地震観測点 ●：東北大学の地震観測点

▼：Hi-net ▲：気象庁

Ｍ：前震の震央 Ｆ：本震の震央

Ａ：最大余震の震央

女川原子力発電所

破線の矩形
は，右図の
範囲を示す。

海野ほか（2004）に基づく検討

内陸地域の微小地震分布（M≦5，震源深さ≦30km）
気象庁地震カタログ，1983年～2008年5月

D10％＝7km，D90％＝13km

 内陸地域の地震発生層は，「石巻平野周辺の断層
群」付近の精度よい地震観測を行なっている海野ほ
か（2004）から，2～11kmに設定する。

 なお，内陸地域の気象庁のD10％及びD90％につい
て，海野ほか（2004）と気象庁との震源深さの違いを
考慮した場合，D10％～D90％は，2～9kmとなる。
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微小地震分布に基づく検討
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女川原子力発電所

海野ほか(2004）によ
る余震分布の上限

約2km（読み取り）

海野ほか(2004)によ
る余震分布の下限

約11km（読み取り）

気象庁による余震
分布の上限 7km

気象庁による余震
分布の下限 15km

気象庁データ N=471

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（地震発生層の検討）

第347回審査会合(H28.4.8)
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検討ケース

断層モデルの設定条件

地震
規模

断層の
位置

破壊
開始点

地震
発生層

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの
位置

傾斜角
アスペリティの
短周期レベル

基本ケース M8.1（※2）
地質調査

結果

破壊が敷地に
向かう位置

（複数）

2～11km（内陸）
3～15km（海域）

敷地寄せ
断層上端

45°（内陸）
60°（海域）

地震調査研究推
進本部
(2017)×1.0

短周期レベルの
不確かさ（※1）

同上 同上 同上 同上 同上 同上
地震調査研究推
進本部
(2017)×1.5

：あらかじめモデルに織り込む不確かさ

：考慮する不確かさ

※1：新潟県中越沖地震の知見を反映し，短周期レベル（応力降下量）×1.5倍を考慮。

※2：武村（1990）による。

基本ケースと考慮する不確かさ

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)
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■壇ほか（2015）による断層パラメータ算定手順

【壇ほか（2015）】
・内陸地殻内地震のうち，例えば中央構造線のように，全長がきわめて長いとき，「強震動予測のためのレシピ」だとアスペリティ
の面積が断層面積の50％をこえ背景領域のすべり量が負となって，断層モデルが設定できないことがあり，課題となっていた。

・本論文では，入江・他（2013）の近似式を用いて，実際の地震データに基づき，平均動的応力降下量とアスペリティの動的応力
降下量を求めた。ついで，これらの経験的関係式に基づいて，アスペリティモデルを記述する各パラメータの設定方法を提案し
た。

・本論文で用いた短周期レベルのデータは３地震と少なかった。したがって，今後，強震動予測の精度をさらに向上させるには，
マグニチュード８クラスの内陸地殻内地震の短周期レベルの蓄積を行う必要がある。

長大な逆断層による内陸地震の強震動予測用の断層パラメータ算定手順〔壇ほか（2015）〕

■壇ほか（2015）による断層パラメータ設定について

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)
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■壇ほか（2015）により設定した短周期レベルの確認

短周期レベルと地震モーメントとの関係〔壇ほか（2015）〕

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)
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■壇ほか（2015）による断層パラメータ設定のフロー

断層面積S（断層長さL，断層幅W）の設定
Sｓｅｉｓ＝Σ Sｓｅｉｓ＝（Ｌ・Ｗ）＝2293.2km2

※断層面が重複している部分があることから各断層の面積を足し合わせ

ている。

応力降下量Δσと地震モーメントＭ0の設定
Δσ ＃ ＝ 2.4MPa 〔壇ほか（2015）〕
Δσa

＃ ＝18.7MPa 〔壇ほか（2015）〕
M0 ＝1.46×1020N・m 壇ほか（2015）

M0=Δσ＃・Sseis・Wｓｅｉｓ/c

c＝0.45+0.7exp（-L/Wseis）=0.45

【参考】
比例定数ｃは断層のアスペクト比に応じた式となっ
ており，壇ほか（2015）で仮定されているWseisの
17kmでｃを算定すると0.45で同じ値となり， Wseisの
違いによる影響はない。

アスペリティの面積Saspとすべり量Daspの設定
Ｓａ=（Δσ＃/Δσa

＃）・Sseis＝0.128×2293.2=294.3km2

D=M0/（μSseis）＝2.04m

Da=2.0×D＝4.08m

M0a=μ・Da・Sa＝3.75×1019N・m

背景領域のパラメータの設定
Ｓb=S－Ｓａ＝2293.2－294.3＝1998.9km2

σb
#=(Db/Wb)･(π

0.5/Da)･r･Σγi
3･Δσa

#＝4.59MPa

短周期レベルAの確認
Aa=4πβ2Δσa

#(Sa/π)0.5＝2.63×1019 N・m/s2

Ab=4πβ2Δσb
#(Sb/π)0.5＝1.68×1019 N・m/s2

A=（Aa
2+Ab

2)0.5＝3.12×1019 N・m/s2

北上低地帯～仙台湾の断層群による地震

基本ケース

※不確かさケースとして短周期レベル×1.5を考慮している。

短周期レベルと地震モーメントとの関係〔壇ほか（2015）に一部加筆〕

基本ケース

不確かさケース
（短周期レベル×1.5）

基本ケースの短周期レ
ベルは，壇ほか（2001）
と同等の値となっている。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)
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136

断層パラメータ 記号 単位 設定方法 全体
（1）北上低地帯～宮城県北部の断層群 （2）石巻平野周辺の断層群 （3）仙台湾の断層群

北上低地
西縁断層帯

一関－石越
撓曲

1962年宮城県
北部の地震

加護坊山－
箟岳山断層

旭山撓曲・
須江断層

南部ｾｸﾞﾒ
ﾝﾄ断層

仙台湾北部の南傾
斜の仮想震源断層

F-12断層～
F-14断層

走向 θ ° － － 182.7 172.0 206.0 116.6 164.0 222.0 116.6 143.7
傾斜角 δ ° － － 45 45 45 45 45 45 60 60
断層上端深さ － km － － 2 2 2 2 2 2 3 3
断層下端深さ － km － － 11 11 11 11 11 11 15 15

断層長さ L km － 192 61.1 31.8 12.0 16.6 15.6 11.8 18.9 24.2

断層幅 W km W=S/L 11.9 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 13.9 13.9

断層面積 S km2 S=ΣSi 2293.2 777.7 404.7 152.7 174.9 116.3 104.3 562.4

剛性率 μ N/m2
μ=ρ・β2,β=3.4km/s, ρ=2.7g/cm3

地震調査研究推進本部（2017）
3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10

破壊伝播速度 Vr km/s
Vr=0.72β，地震調査研究推進本部

（2017）
2.45 2.45 2.45 2.45 2.45 2.45 2.45 2.45

平均動的応力降下量 Δσ# MPa 壇ほか（2015） 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4

地震モーメント M0 N・m 壇ほか（2015） 1.46E+20 4.95E+19 2.58E+19 9.73E+18 1.11E+19 7.41E+18 6.64E+18 3.58E+19

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw － Mw=（logM0-9.1)/1.5 7.4 7.1 6.9 6.6 6.6 6.5 6.5 7.0

平均すべり量 D m D=M0/(μ・S) 2.04 2.04 2.04 2.04 2.04 2.04 2.04 2.04

短周期レベル A N・m/s2 A=（Aa
2+Ab

2)0.5 3.12E+19
(4.69E+19）

1.82E+19
(2.73E+19)

1.31E+19
(1.97E+19)

8.05E+18
(1.21E+19)

8.62E+18
(1.30E+19)

7.03E+18
(1.06E+19)

6.66E+18
（1.00E+19）

1.55E+19
（2.32E+19）

全
ASP

地震ﾓｰﾒﾝﾄ M0a N・m M0a=μ・Da・Sa 3.75E+19 1.27E+19 6.62E+18 2.50E+18 2.86E+18 1.90E+18 1.71E+18 9.20E+18

面積 Sa km2 Sa=（Δσ#/Δσa
#）S 294.3 99.8 52.0 19.6 22.5 14.9 13.4 72.2

動的応力降下量 Δσa
# MPa 壇ほか（2015） 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1)

平均すべり量 Da m Da=2・D 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08

短周期レベル※ Aa N・m/s2 Aa=4πβ2Δσa
#(Sa/π)0.5 2.63E+19

(3.95E+19)
1.53E+19

(2.30E+19)
1.10E+19

(1.66E+19)
6.79E+18

(1.02E+19)
7.26E+18

(1.09E+19)
5.92E+18

(8.90E+18)
5.61E+18

(8.43E+18)
1.30E+19

(1.96E+19)

第１
ASP

地震ﾓｰﾒﾝﾄ M0a1 N・m M0a1=μ・Da1・Sa1 － 9.39E+18 6.62E+18 2.50E+18 2.86E+18 1.90E+18 1.71E+18 9.20E+18

面積 Sa1 km2 Sa1=（2/3）Sa － 66.5 52.0 19.6 22.5 14.9 13.4 72.2

動的応力降下量 Δσa1
# MPa Δσa1

#=Δσ# － 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1) 18.7  (28.1)

平均すべり量 Da1 m Da1=(γ1/Σγi
3)・Da － 4.52 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08 4.08

短周期レベル※ Aa1 N・m/s2 Aa1=4πβ2Δσa1
#(Sa1/π)0.5 －

1.25E+19
(1.88E+19)

1.10E+19
(1.66E+19)

6.79E+18
(1.02E+19)

7.26E+18
(1.09E+19)

5.92E+18
(8.90E+18)

5.61E+18
(8.43E+18)

1.30E+19
(1.96E+19)

第２
ASP

地震ﾓｰﾒﾝﾄ M0a2 N・m M0a2=μ・Da2・Sa2 － 3.32E+18 － － － － － －

面積 Sa2 km2 Sa2=（1/3）Sa － 33.3 － － － － － －

動的応力降下量 Δσa2
# MPa Δσa2

#=Δσ# － 18.7  (28.1) － － － － － －

平均すべり量 Da2 m Da2=(γ2/Σγi
3)×Da － 3.20 － － － － － －

短周期レベル※ Aa2 N・m/s2 Aa2=4πβ2Δσa2
#(Sa2/π)0.5 －

8.84E+18
(1.33E+19)

－ － － － － －

背景
領域

地震ﾓｰﾒﾝﾄ M0b N・m M0b=M0-M0a 1.09E+20 3.68E+19 1.92E+19 7.23E+18 8.28E+18 5.51E+18 4.94E+18 2.66E+19

面積 Sb km2 Sb=S-Sa 1998.9 677.9 352.8 133.1 152.5 101.4 90.9 490.2

実効応力 σb
# MPa

σb
#=(Db/Wb)･(π

0.5/Da)･r･Σγi
3･

Δσa
# 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89) 4.6  (6.89)

平均すべり量 Db m Db=M0b/(μ・Sb) 1.74 1.74 1.74 1.74 1.74 1.74 1.74 1.74

短周期レベル※ Ab N・m/s2 Ab=4πβ2Δσb
#(Sb/π)0.5 1.68E+19

(2.53E+19)
9.79E+18

(1.47E+19)
7.06E+18

(1.06E+19)
4.34E+18

(6.52E+18)
4.64E+18

(6.98E+18)
3.79E+18

(5.69E+18)
3.58E+18

(5.39E+18)
8.32E+18

(1.25E+19)
（ ）に記載の数値は，短周期レベルの不確かさケースにおける値を示す。 ※アスペリティの短周期レベルは参考として記載。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)
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検討ケースの主なパラメータの比較

■地震動評価方法
応答スペクトルに基づく方法による地震動評価

Noda et al.（2002）の検証データの範囲外だが，
参考として地震動評価を行う。内陸地殻内地震の
観測記録が少ないことから，内陸補正係数は考
慮しない。

断層モデルを用いた手法による地震動評価
 入倉ほか（1997）及び司ほか(2015）の経験的

グリーン関数法により評価を行う。
 要素地震は，敷地の西側領域（石巻平野から

仙台湾の断層群）付近で発生し，想定する断
層と同様の震源メカニズム（逆断層）の地震で
ある2003年7月26日16：56宮城県中部の地震
（M5.5）を用いる。

検討ケース

断層モデルの設定条件

断層長さ
(km）

地震規模
（※1）

等価
震源距離

（km）
傾斜角

断層面積
（km2）

地震
モーメント

（Ｎm）

アスペリティの
動的応力

降下量（MPa）

アスペリティの
短周期レベル

(Nm/s2）

基本ケース 192 Mｊ8.1 40
60°（※2）
45°（※3）

2293.2 1.46×1020 18.7 2.63×1019

短周期レベルの
不確かさ

192 Mｊ8.1 40
60°（※2）
45°（※3）

2293.2 1.46×1020 28.1 3.95×1019

※1：地震モーメントより武村(1990)を用いて算定。
※2：F-12・F-14断層，仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層。
※3：南部セグメント断層～北上低地西縁断層帯。

パラメータの設定根拠

断層面積 断層長さ×断層幅 重複部分は除く。

断層長さ 地質評価結果による。

断層幅
断層傾斜角と地震発生層厚さより算定。地震発生層厚さは，
北上山地の南部に位置する敷地と内陸地域（歪集中帯）の微
小地震等の特徴を踏まえ設定。

断層傾斜角 地質評価結果等より設定。

断層の走向 地質評価結果による。

主な断層パラメータの設定根拠

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（パラメータ設定）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p85 再掲
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 保守的な影響評価として，北上低地帯～仙台湾の断層群による地震の応答スペクトルに基づく
方法〔Noda et al.(2002)〕による地震動評価結果を示す。

水平方向 鉛直方向

： 基本ケース（短周期レベルの不確かさケース）
［Mj8.1，Xeq=40km］

： 基本ケース（短周期レベルの不確かさケース）
［Mj8.1，Xeq=40km］

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（応答スペクトル法）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p86 修正
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 保守的な影響評価として，北上低地帯～仙台湾の断層群による地震のうち，基本ケースの地震
動評価を示す。

 評価手法は経験的グリーン関数法による。
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２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（経験的グリーン関数法：基本ケース）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p88 修正
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 保守的な影響評価として，北上低地帯～仙台湾の断層群による地震のうち，短周期レベルの不
確かさケースの地震動評価を示す。

 評価手法は経験的グリーン関数法による。

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ／ ２．３ 内陸地殻内地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群から仙台湾の断層群の保守的連動評価（経験的グリーン関数法：不確かさケース）

第347回審査会合(H28.4.8)
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３．震源を特定せず策定する地震動
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小屋取背斜 鳴浜向斜←NW SE→

敷地の地質断面図(C-C’断面(東西反転))

敷地周辺陸域の地質断面図(D-D’)

 産業技術総合研究所
(2013)のデータを使用

 ブーゲー密度は
2.67g/cm3と仮定

 ブーゲー異常値のコン
ター間隔は2mGal

重力異常と地質構造

敷地周辺陸域の地質平面図

【敷地周辺の地質・地質構造の特徴】
 敷地は，硬質な中・古生界の砂岩及び頁岩を主とする堆積岩類等が

広く分布する北上山地南端部に位置する。

 中・古生界の堆積岩類は，褶曲構造による繰り返しを伴いながら概
ね北西から南東にむかって年代が新しくなるように広く分布する。

 褶曲構造の形成は，白亜紀前期(約1億年前)と理解されている。

 敷地は，北上山地南端部のうち，南部の牡鹿半島付近の中生界
ジュラ系分布域に位置し，敷地周辺と同様に褶曲構造で特徴づけら
れ，大局的には1組の背斜・向斜(小屋取背斜と鳴浜向斜)が認めら
れる。

 敷地周辺には，中・古生界に対応する高重力領域が広がっており，
敷地は，この広範な高重力異常分布域のほぼ中央付近に位置する。

３．震源を特定せず策定する地震動

女川原子力発電所敷地周辺の特徴［地質・地質構造］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p8 再掲
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20万分の1日本シームレス地質図 全国統一凡例

(産業技術総合研究所，20万分の1日本シームレス地質図)

３．震源を特定せず策定する地震動

シームレス地質図

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p10 再掲
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■地震発生日時(気象庁他)
• 発生日時：平成20年6月14日 8時43分

• 地震規模：M7.2(Mw6.9)
• 震源深さ：8km
• 震源位置：北緯39°1.7′，東経140°52.8′

■各地の震度及び被害状況

• 震度6強：岩手県奥州市，宮城県栗原市

• 震度6弱：宮城県大崎市他

• 被害状況(消防庁)：住宅全壊30棟，住宅半壊146棟，死者17名，
負傷者425名

■地震発生メカニズム他(気象庁)
• 発生機構解より，西北西－東南東方向に圧縮軸を持つ逆断層型の

地殻内で発生した地震。

• 今回の地震の震央周辺では，M7以上の地震は1914年秋田仙北
地震(M7.1)以来約94年ぶりの地震。

震央分布図(2008年6月14日 ~ 6月29日，M≧2.5)
(気象庁 平成20年6月 地震・火山月報に一部加筆)

震央分布図(1885年1月1日 ~ 2008年6月30日，M≧6.4)
(気象庁 平成20年6月 地震・火山月報)

平成20年(2008年)岩手・宮城内陸地震
気象庁観測点と震度分布(気象庁HP)

本震

本震のメカニズム解
(防災科学研究所Hi-net 高感度地震観測網HP)

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地震の概要

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p6 再掲
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• 岩手・宮城内陸地震の震源域周辺 ：新第三系(堆積岩，火山岩等)及び第四系(火山岩類)が分布

• 女川原子力発電所敷地周辺 ：中・古生界(堆積岩，火山岩及び深成岩類)が分布

震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺のシームレス地質図(産業技術総合研究所，地質図Naviに一部加筆)
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３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地質・地質構造［震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺の比較］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p9 修正
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火山フロント

(産業技術総合研究所(2004)に一部加筆)

女川原子力発電所

岩手・宮城内陸地震

女川原子力発電所

岩手・宮城内陸地震

地殻熱流量

(Tanaka et al. (2004) に一部加筆)

• 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域周辺は火山フロント内に位置し，地殻熱流量が高い。一方，女川原子力発電所の敷地周辺
は火山フロント外に位置し，地殻熱流量が低い。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地質構成［火山フロント・地殻熱流量］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p11 再掲
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東北地方のカルデラと地質断層，第四紀火山の分布状況

(布原ほか(2008)に一部加筆)

第1図

栗駒山周辺の地質図とカルデラ構造及び土砂災害発生位置

(布原ほか(2008)に一部加筆)

【布原ほか(2008) 日本地質学会webサイト】

• 震源域は，新生代後期(中新世後期 ~ 鮮新世)のカルデラの密集域
である。

• 現在の火山フロントに一致し，部分的に第四系の火山噴出物に広く
覆われている。

• 女川原子力発電所敷地周辺では，カルデラの集中地形は認められ
ない。

女川原子力発電所

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地質構成［東北地方のカルデラと地質断層，第四紀火山の分布状況］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p12 修正
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【井口ほか(2010)】
• 2008年岩手・宮城内陸地震では，栗駒山周辺に

おいて多数の地すべり・土砂崩れが発生した。

• 多くの地すべりは，層すべり型の並進すべりで
あった。

• 今後も山地の直下で起きる内陸地震によって古
いカルデラ内に堆積した湖成層が分布する地域
や，降下火山灰が広く堆積している地域におい
て巨大地すべりが発生する可能性を指摘するこ
とができる。そして既に巨大地すべり地形が分布
している地域においては，それが今後の地震に
よって再滑動する可能性がある。

岩手・宮城内陸地震によって発生した地すべりの分布

(井口ほか(2010))

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［震源域周辺の地すべり災害の地形地質的背景］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p13 再掲
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• 鈴木ほか(2008)では，震源域に「短いながらも明瞭な断層変位地形」が判読されている。

○鈴木ほか(2008)より抜粋

• 枛木立付近には短いながら明瞭
な断層変位地形があり，低位段
丘礫層堆積期以降に複数回，比
較的活発な活動を繰り返している
ことが明らかとなった。

• 岩手・宮城内陸地震の震源域に
短くとも活断層が存在し，それが
地震活動と密接な関係を有してい
ることが明らかになったことは，地
震発生の長期予測において極め
て重要である。少なくとも活断層
が全く存在しない地域におきたわ
けでなく，震源断層の活動と深く
関わる活断層は存在している。

(鈴木ほか(2008))

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［震源域周辺の地表地震断層①］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p14 再掲
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• 遠田ほか(2010)では，北北東－南南西トレンドの長さ約40kmの震源断層のうち，中央部の約20kmが地震断
層として断続的に地表に現れたとしている。

• また，既往地質構造，変動地形，予測可能性について，余震域北端は出店断層の深部想定延長部にかかって
おり，その南延長に一関－石越撓曲が記載されていたが，同撓曲に第四紀後期の活動は認められていない。
今回の地震の震源周辺には栗駒山，鳴子などの活火山が分布しているが，地震学的には活火山周辺で大地震
が発生する可能性は低い。一方，地質図上には新第三系を切る北北東及び北東走向の断層が餅転から枛木立
にかけて記載されているが，地震断層の一部は「餅転－細倉構造帯」に沿うように分布しており，今回の地震は
大局的に餅転－細倉構造帯上で発生したと解釈できるとしている。

地表地震断層の位置と余震分布図

餅転－細倉構造帯

餅転－細倉構造帯

(遠田ほか(2010)に一部加筆)

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［震源域周辺の地表地震断層②］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p15 再掲
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M1面とL1面の高度差(下刻量)分布(田力ほか(2009)に一部加筆)

• 田力ほか(2009)では，今回の地震の震源域は北上低地帯西縁断層帯の南方延長部にあたり山地と低地の境
界が北方から連続していること，GPS観測データなどからひずみ集中域として認識されていること，浅発微小地

震が集中的に発生する地域であること，及び河成段丘の高度から下刻量分布を明らかにすることにより，活断
層(伏在断層)の存在を推定することが可能であると考えられる，としている。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［河成段丘面の高度分布と震源断層の関係］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p16 再掲
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 敷地は，北上山地南端部から南東に突き出す牡鹿半島の中央部に位置し，敷地北東側は海
に面し，他は山地に囲まれている。

 山地の尾根は，NE-SW ~ NNE-SSW方向に延び，それらの尾根に小規模な沢が発達し，沢沿
いに小規模な低地が分布している。

 敷地北東の海岸線は，1号炉建設以前は砂浜となっていた。

 「[新編]日本の活断層」(1991)及び「活断層詳細デジタルマップ〔新編〕」(2018)では，敷地に活
断層等の記載はなく，空中写真判読の結果からもリニアメントは判読されない。

 日本地すべり学会東北支部(1992)及び防災科学技術研究所(2009)では，敷地に地すべりの
記載はなく，空中写真判読の結果からも地すべり地形の存在は認められない。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形［女川原子力発電所の変動地形学的検討］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p17 修正
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 空中写真判読の結果によると，敷地には，新しい時代の活動を示唆するリニアメントは認められない。

 敷地には，地すべり地形の存在は認められない。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［女川原子力発電所の空中写真判読］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p18 再掲
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 「[新編]日本の活断層」(1991)及び「活断層詳細デジタルマップ〔新編〕」(2018)では，敷地に活断層等の記載はない。

 地すべり学会東北支部(1992)及び防災科学技術研究所(2009)では，敷地に地すべりの記載はない。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 変動地形［女川原子力発電所の地すべり地形］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p19 修正
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項 目
2008年岩手・宮城
内陸地震の震源域

女川原子力発電所
敷地周辺

(1) 構造区 8C
東北日本弧内帯

8B
東北日本弧外帯

(2) 地形・地質 火山性内弧，隆起優勢，
脊梁山地・出羽丘陵の火
山帯(隆起帯)とその間の
盆地列(沈降帯)，島弧方
向の逆断層 ~ 褶曲発達

外弧隆起帯，安定域

(3) 活断層の密度・
長さ・活動度・
断層型ほか特徴

中，中，B，逆，
島弧と平行，

隆起帯基部に発達

極小，短(長)，C，逆・横

(4) 浅発大・
中地震活動

高
東西圧縮逆断層型

低

岩手･宮城内陸地震

○ 垣見ほか(2003)による地震地体構造区分

• 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は，構造区の
特徴を踏まえた場合，“東北日本弧内帯(8C)”に位
置する。

• 女川原子力発電所は， “東北日本弧外帯(8B)”に
位置する。

女川原子力発電所

(垣見ほか(2003)に一部加筆)

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地質・地体構造

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p20 再掲
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• 東北日本弧の第四紀テクトニクスは，東西圧縮応力による逆断層の活動に特徴づけられる。

• 震源域周辺には南北走向の逆断層が多数存在し，震源域は北上低地西縁断層帯の南方延長部に位置する。

岩手・宮城内陸地震 震央周辺の活断層分布図

(産業技術総合研究所:活断層データベースに一部加筆)

北上低地西縁断層帯

出店断層岩手・宮城内陸地震

女川原子力発電所

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 測地学的知見［東北地方の活断層の分布］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p21 再掲
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(産業技術総合研究所(2009)に一部加筆)

岩手・宮城内陸地震

女川原子力発電所

• 東北日本弧の第四紀テクトニクスは，東西圧縮応力による逆断層の活動に特徴づけられる。

• 産業技術総合研究所(2009)では，岩手･宮城内陸地震は，地質学的ひずみ集中域と，測地学的ひずみ集中域
の重なったところで発生しているとしている。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 測地学的知見［ひずみ集中帯］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p22 再掲
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【防災科学技術研究所】

・東北地方において短縮ひずみレートが特に顕著な箇所として3箇所のひずみ集中帯を指摘しているが，1つのグループは脊梁山脈沿いのひず
み集中帯内に位置している。

【岡田ほか(2008)要約】

・脊梁山地に沿う地震活動帯(A)と，それと平行に分布する南南東－北北西方向の地震活動帯(B)が見られる。

・これら2つの地震活動帯は，それぞれ東西ひずみ分布の短縮ひずみが顕著な2つの領域に対応する。

・これら2つの地震帯の直下(地殻中部 ~ 下部)には，部分溶融域を示唆する地震波低速度領域が認められる。

・今回の地震の震源断層は震源域付近の不均質構造と密接に関わっている。

・今回の地震は，互いにほぼ平行な2つの地震帯が，北部であたかも収束するようにみえる領域付近で発生した。

1997 ~ 2008年の震源分布 深さ24kmのS波速度偏差分布

岩手・宮城

内陸地震

A B
A B

脊梁山地に沿う

地震活動帯

南南東－北北西方向

の地震活動帯((独)防災科学技術研究所

ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト HP)

東北地方のひずみレート

(岡田ほか(2008)に一部加筆)

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 測地学的知見［ひずみ集中帯・震源域周辺の地震活動と地震波速度構造］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p23 再掲
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(a)マントルウェッジ内の傾斜した低速度層に沿うS波速度偏差

(b)地形 (高度と速度偏差をカラースケールで示す.白丸は深部低周波地震.赤丸は第四紀火山.)

(c)地震発生層の下限(D90)の分布 (D90をカラースケールで示す)

(長谷川ほか(2012)に一部加筆)

東日本下のP波速度の島弧横断鉛直断面

(長谷川ほか(2012)に一部加筆)

岩手・宮城内陸地震

女川原子力発電所

女川原子力発電所火山フロント

H
H'

【長谷川ほか(2012)】
• 地震波トモグラフィにより，次の間には明瞭な空間的対応関係が明らかになったとしている。

①マントルウェッジ内の低速度域のうち，速度低下の度合の大きい領域の分布

②地表の第四紀火山の分布

③脊梁山地から背弧側に連なる地形の高まりの分布

④D90の浅い領域

• 東日本のP波速度構造を島弧横断鉛直断面に沿ってみた場合，マントルウェッジ内に，傾斜したP波低速度域が明瞭にイメージン
グされ，火山フロントはこの傾斜した低速度域がモホ面と交わる場所の直上に分布する。

• 岩手・宮城内陸地震の発生付近と女川原子力発電所敷地周辺のS波・P波速度偏差は異なることがわかる。

３．震源を特定せず策定する地震動

2008年岩手・宮城内陸地震 地震学的知見［S波速度偏差・P波速度偏差①］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p27 再掲
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発震機構

(CMT解及びP波初動による解)震度分布図
(「平成12年(2000年)鳥取県西部地震」

概要及び被害状況(鳥取地方気象台))

震度 観測点名

6強 鳥取県 境港市，日野町

6弱
鳥取県 泊町，会見町，岸本町，
日吉津村，淀江町，溝口町

5強
鳥取県 米子市，岡山県 新見市，
香川県 土庄町他

発生日時 2000/10/6 13:30

震央地名 鳥取県西部

緯度 35°16.4′N

経度 133°20.9′E

深さ 9km

規模 M7.3(Mw6.6)

(気象庁 平成12年10月 地震・火山月報(防災編)に一部加筆)

過去の被害地震(1926年 ~ 2000年)

震央分布図

(2000年10月1日 ~ 10月31日)

○ 地震概要

・負傷者 138名，全壊家屋 371棟

・余震 北北西－南南東方向に約30km分布

・発震機構 東西方向圧縮軸 左横ずれ断層型

・1990年，1997年に今回の余震域でM5クラスが発生

・1926年以降今回の震源近傍で3つ被害地震が発生

(気象庁震度データベースによる)

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震の概要

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p32 再掲
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• 三郡変成岩の分布域に古第三系の花崗岩類が広く分布。

• 新第三紀中新世に貫入した安山岩 ~ 玄武岩質の岩脈が頻繁に分布(井上ほか(2002))。
• 鳥取県西部地震の震源域が位置する「山陰帯」には，第四紀火山(大山，三瓶山)が存在。

PG1

PG2

PG2

PG2

N2Q1

N1

H

Q2

Q1

Q2

PG1

H

N1
N2

N2

HQ1

Q1

N1

PG1

中国地方における白亜系 ~ 古第三系貫入岩類の分布

(日本の地質増補版編集委員会編(2005)に一部加筆)
震源周辺のシームレス地質図

(産業技術総合研究所，地質図Naviに一部加筆)

鳥取県西部地震

大山

三瓶山

20km0km 10km

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地質・地質構造［震源域周辺の特徴］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p33 修正
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• 鳥取県西部地震の震源域周辺 ：三郡変成岩の分布域に古第三系の花崗岩類が広く分布

• 女川原子力発電所敷地周辺 ：中・古生界(堆積岩，火山岩及び深成岩類)が分布

PG1

PG2

PG2

PG2

N2Q1

N1

H

Q2

Q1

Q2

PG1

H

N1
N2

N2

HQ1

Q1

N1

PG1

震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺のシームレス地質図

(産業技術総合研究所，地質図Naviに一部加筆)

K1

J2

K1
K1

K1

TR1

J2

J2

H

H

TR1

J2

P

K1

TR2

K1

P

K1

J2

N3

N3

N2

H

H

Q3

N2

N2N3

N1

Q2

N3

N1

Q1
Q1

N3

N2

N3

N3

N3

H

N3

女川原子力発電所

Q3

N1N3

Q2

Q3

N1

N2

N3

Q3

N2

20km0km 10km

鳥取県西部地震

大山

三瓶山

20km0km 10km

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地質・地質構造［震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺の比較］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p35 修正
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【産業技術総合研究所 活断層データベース】

• 鳥取県西部地震の震源域周辺は，活動度の低い横ずれ断層が数条認められる程度。

• 女川原子力発電所敷地が位置する牡鹿半島を含む北上山地には，活断層がみられない。

女川原子力発電所敷地周辺の活断層

(産総研 活断層データベースに一部加筆)
震源域周辺の活断層

(産総研 活断層データベースに一部加筆)

鳥取県西部地震

女川原子力発電所

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の分布［震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺①］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p37 再掲
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【岡田(2002)】
• 山陰地域の活断層の特徴を総括した岡田(2002)によると，「鳥取県西部地震はまだ地表には一連の活断層として姿を現していな

い(到達していない)地下深部の断層による活動とみなされ」，「第四紀中期以降に新たな断層面を形成して，断層が発達しつつあり，
活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にある」とされている。

• また，山陰地域は「日本列島の中でも特異な地域」で「西南日本弧の日本海側変動帯にくみこまれつつあり，第四紀中期以降から
地殻運動が徐々に活発化しているとみなされ」，当地域にはWNW-ESE方向の圧縮場のもとでENE-WSWとNNW-SSEの方向の
横ずれ活断層が発現しているとされている。

山陰地域の主な地震の発震機構と活断層(岡田(2002))

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴①

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p39 再掲



165

• 堤ほか(2000)によって，余震分布と並行する短いリニアメントが多数判読されている。

• 高田ほか(2003)によっても，「鳥取県西部地震の余震域周辺は，リニアメントの顕著な集中が見られる特異な地域」とされている。

高田ほか(2003)に加筆

鳥取県西部地震

堤ほか(2000)

【堤ほか(2000)抜粋】
「鎌倉山の北東方に北西－南東走向の長さ約3kmのリニアメント(推定活断層)が認定された。このリニアメントに沿っては，数本の谷がdown-hill
方向に左屈曲しているのが認められるが，その屈曲量はリニアメントの長さに対して大きく，また谷屈曲は必ずしも系統的であるとは言い難い。さ
らに北東方の東上付近に発達する同方向の長さ約2kmのリニアメント(推定活断層)に沿っても，down-hill 方向に谷の左屈曲が系統的に認めら

れるが，リニアメントとしてはあまり明瞭でない。これらのリニアメントが活断層であるか否かの判断はより詳細な調査を必要とするが，すでに認定
されていた日南湖北東方の推定活断層と比較した場合，確実度が更に低いものと判定される。」

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴②

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p40 再掲
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【伏島ほか(2001)】
• 地表断裂及び人工構造物の破壊・変形は以下の通り認められ，

地震断層は明瞭ではないが，断続的に出現している。

• 北西－南東方向に直線状に配列。

• 本震震央の北西側約4km ~ 南東側約2km，幅1km強の帯状地
域に5つ認められた。地震断層長さ(地震断層の出現が確認され
た帯状地域の長さ)は約6km。

• 地表面の断裂はN40±25°Wの走向。

• 数cm ~ 10数cmの左横ずれ走向隔離。

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴③

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p41 再掲
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• 事前に詳細な調査を実施すれば，震源の位置，ある程度の規模の予測までが特定可能と考えられるが，地表
地震断層としては全体が明瞭に現われておらず，震源が特定しにくい地震であった。

• 地震前に撮影した空中写真で判読されるリニアメントの方向
は，余震分布の形態に対応している。

• アスペリティの位置は，リニアメントの分布密度が高い領域と
一致している。

• ブーゲー異常の変化部は単なる地質構造の境界でなく基盤の
断層構造，すなわち地殻内の弱線構造を反映していると考え
られる。2000年鳥取県西部地震は(省略)北北西－南南東方
向の地殻内の既存の弱線を利用して発生したと考えられる。

• 震源断層の南北には西南日本特有の海溝軸に沿った大規模
な地質構造が存在するため，震源断層サイズは弱線構造の
サイズ，つまり南端の花崗岩地域以北までに制限されていた
可能性が考えられる。

【本多ほか(2002)】【青柳ほか(2004)】

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴④

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p42 再掲
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2000年鳥取県西部地震震源域の反射断面

• 宮腰ほか(2004)によって鳥取県西部地震震源域における反射法地震探査記録が示されており，震源分布の上方で水平方向の反
射面の連続性が乏しい。このような反射面の不連続は，宮腰ほか(2004)によると，横ずれ変位を伴う断層運動の累積によって形
成された「フラワーストラクチャー」と解釈されている。

• 反射断面から鳥取県西部地震震源域の地下構造が不均質であることが示唆される。

【宮腰ほか(2004)より抜粋】

「2つの断層が地下深部でくさび形に収斂する構造は，横ずれ変位を伴う断層運動の累積によって形成されたと解釈される．また，地
下に「フラワーストラクチャー」が存在するという事実は，この地域のリニアメントが左横ずれ傾向を伴っていることとも整合的である．」

2000年鳥取県西部地震震源域における反射法地震探査記録と震源分布の対応

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴⑤

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p43 再掲
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活断層の活動度・成熟度に関する知見

• 井上ほか(2002)によると，2000年鳥取県西部地震震源域に震源断層の方向とほぼ一致する短く断続するリニアメント群が判読さ

れるとともにリニアメント沿いで水平に近い条線をもつ断層露頭が多く確認され，これらの断層は横ずれ断層に伴うフラワー構造を
呈して地下では１本の断層に収斂すると推定されている。

• また，「これらは若い未成熟な断層であることが推定」されており，「詳細な調査を実施していれば,事前にある程度の規模の地震発
生のポテンシャルがあることが推定可能であったと考えられる」とされている。

判読されたリニアメントと断層露頭の位置図

(井上ほか(2002)に一部加筆)

【井上ほか(2002)より抜粋】

(1) 2000年鳥取県西部地震は,これまで活断層が図示されていない地域で発生した.しかし,地震
波の解析[菊地(2000)],余震分布などから,地下に震源断層が推定され,その変位量は1.6m
とされている.

(2) この地震活動に伴って,地表地震断層の一部が出現した可能性が指摘されているが[松浦・
他(2000),伏島・他(2001)],地下の推定断層変位量を有する断層は地表で確認されていない.

(3) 今回の地震の震源域周辺での詳細な空中写真判読により,左横ずれを示唆する短く断続す
るリニアメント群が判読される.これらは,想定されている震源断層の方向とほぼ一致している.

(4) 地表踏査により,これらのリニアメント沿いで多くの断層露頭が確認され,断層面には水平か
ら水平に近い条線が認められる.これらの断層の一部は第四紀層を変位させている.
したがって,これらのリニアメントは断層活動によって形成されたことが考えられる.

(5) これらの断層群の分布状況,反射法地震探査結果[阿部・他(2001)],微小地震観測結果[青
柳・他(2001)]などから,これらの断層は横ずれ断層に伴うフラワー構造を呈していることが推
定される.また,このフラワー構造の下部では,断層が1本に収斂しており,これが震源断層と推
定される.さらに,上田・谷(1999),Ueta et al. (2000) の断層模型実験や地震の特徴などから,
これらは若い未成熟な断層であることが推定される.このため,今回の地震では,地表近くまで
破壊が進行したものの,地表に明瞭な地震断層が出現しなかったことが考えられる.

(6) 各断層露頭の性状やトレンチ調査結果などから,この地震の震源断層は過去に繰り返し活動
したことが考えられる.また,1回前の活動は,A.D.770 ~ 1,260年の間にあり,この地域のこの
間の歴史地震としては,A.D.880年の「出雲の地震」が記載されており[宇佐美(1996)],震源
断層の活動によって,地表まで破壊が進行する断層はその都度異なることが考えられるもの
の,震源断層としての活動間隔は比較的短いものと推定される.

(7) これらの調査は地震後の調査であるが,仮に地震前にこれらの詳細な調査を実施していれ
ば,事前にある程度の規模の地震発生のポテンシャルがあることが推定可能であったと考え
られる.

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 活断層の特徴⑥

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p44 再掲
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• 2000年鳥取県西部地震の震源域周辺は，火山フロント内に位置する。一方，女川原子力発電所の敷地周辺は
火山フロント外に位置する。

(産業技術総合研究所(2004)に一部加筆)

女川原子力発電所

鳥取県西部地震

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 火山フロント

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p46 再掲
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• 高田ほか(2003)によれば，日本海側の地域における過去の主な被害地震の発生は単成火山群近傍の活断層

及びリニアメントの分布と対応しており，特に鳥取県西部地震の震源域は，リニアメントの顕著な集中がみられ
る特異な地域とされている。垣見(2002)によると，2000年鳥取県西部地震は未成熟地震とされており，中国地
方の日本海側でこのような地震が発生する一因として，火山活動との関連の可能性が指摘されている。

鳥取県西部地震

(高田ほか(2003)に一部加筆)

【高田ほか(2003)抜粋】
鮮新世 ~ 第四紀に活動した単成火山群の近傍では,しばしば地震活動の集中が見られる(第7図
D)。一連の単成火山群が分布するおおよその範囲(宇都,1995)を指標にした単成火山群の分布
と活断層およびリニアメントの分布を比較すると,現在の火山フロントの前弧側では,単成火山群の
近傍に活断層は分布せず,推定活断層やリニアメントも分布しないか,僅かに分布する程度である。
一方,背弧側では,東鳥取,西鳥取,松江,横田,青野の火山群の近傍に活断層が分布する。このうち,
横田では,リニアメントの顕著な集中も見られる。同じ背弧側でも,浜田以西の日本海側の火山群
の近傍には,活断層は分布しない。このように単成火山群と活断層およびリニアメントの分布は,過
去に主な被害地震が発生した日本海側の地域と整合的である。その中でも,2000年鳥取県西部
地震の余震域周辺は,リニアメントの顕著な集中が見られる特異な地域といえよう。

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 鳥取県西部の地震震源域の第四紀火山

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p47 再掲
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鳥取県西部地震

○ 垣見ほか(2003)による地震地体構造区分

• 2000年鳥取県西部地震の震源域は，“中国山地・
瀬戸内海(10C5)”に位置する。

• 女川原子力発電所は， “東北日本弧外帯(8B)”に
位置する。

項 目
2000年鳥取県

西部地震の震源域
女川原子力発電所

敷地周辺

(1) 構造区 10C5
中国山地・瀬戸内海

8B
東北日本弧外帯

(2) 地形・地質 北半部は安定隆起域，
南半部は沈降域，

北部に火山

外弧隆起帯，安定域

(3) 活断層の密度・
長さ・活動度・
断層型ほか特徴

小，中(長)，B(A)，横・逆，
北東(右)，北西(左)が卓越，

東西(逆)はやや古い，
南端は中央構造線

極小，短(長)，C，逆・横

(4) 浅発大・
中地震活動

中(1885年以降は北部で高)
瀬戸内海地域でやや深い
東西圧縮横ずれ断層型

低

女川原子力発電所

(垣見ほか(2003)に一部加筆)

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震地体構造

第413回審査会合(H28.11.4)
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• 松田・吉川(2001)によれば，女川原子力発電所が位置する地体構造区(E：東北日本弧外帯)と鳥取県西部地震の震源域が位置す
る地体構造区(M3：西南日本弧内帯４)の特徴は大きく異なることがわかる。

女川原子力発電所

鳥取県西部地震

松田・吉川(2001)に加筆

【松田・吉川(2001)】
• 日本列島の活断層と地震の分布には著しい地域差がある。日本列島を島弧の外帯と内帯に分けたときM5級-M6級の中規模地震

の発生の多寡と，既知の活断層の分布とが良く対応している。

• 島弧の外帯は，どの島弧でも地震活動が著しく低い。単位面積当たりの地震数で，外帯は内帯の1/4程度である。

• 島弧の外帯と内帯では断層の分布が対照的に異なる。内帯は外帯に比べて断層数では9倍，分布密度では約3.5倍大きい。

• 東日本島弧系では，縦ずれの断層が約90%を占め横ずれを伴う断層はごく僅かである。

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震地体構造［断層と地震の関係①］

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p49 再掲
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• 【松田・吉川(2001)】 上段：地体構造区別の断層数・断層長・地震数および分布密度(抜粋)
下段：起震断層の活動度・断層型および地震の規模別頻度(抜粋)

松田・吉川(2001)に加筆

女川原子力発
電所の位置す
る地体構造区

鳥取県西部地
震の位置する
地体構造区

【遠田(2013)】
• 応力解放システムを考慮に入れ

ると，日本列島の外帯に主要な
活断層が存在しない理由も説明
できる。

• 約数10年-150年のプレート境界

型地震サイクルに伴い，外帯で
は上部地殻内の断層への応力
蓄積過程は単純ではなく顕著な
変動が予想される。

• そのため，浅部地殻内断層への
応力蓄積が阻害されるか，もしく
は平均するときわめて遅い応力
蓄積レートとなる。

• 一方，日本列島内帯ではプレー
ト境界地震による短期の応力変
動の影響は小さく，安定した応
力蓄積レートが保証され，活断
層の発達場となりやすい。

• すなわち，外帯ではローカルな
歪解放を主としてプレート境界部
が効率良く負担するのに対し，
内帯では長期の歪み蓄積を複
数の活断層が非効率的に担当
するシステムとなっている。

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震地体構造［断層と地震の関係②］

第413回審査会合(H28.11.4)
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右図 CMT*データインバージョンの解析結果

• 防災科学技術研究所のF-netモーメントテンソルカ
タログ(1997.1.1 ~ 2007.1.31)の約15,000個の地
震(M3.5 ~ 5.0)から推定し，日本列島の現在のテ
クトニック応力場のパターンを紹介。

• 深さ10kmの水平面内の応力場のパターンを0.5度
毎に下半球投影の震源球を用いて表現。

*:Centroid Moment Tensor

【寺川・松浦(2009)】
• 地震学的立場から，地殻応力を推定する方法

について提案している。

• インバージョン解析の結果，水平面内での特
徴的な応力場のパターンが，東北日本では，
東西圧縮の逆断層型，西南日本では東西圧
縮の横ずれ断層型を示しているとしている。

• 日本列島域のテクトニック応力場のこれらの特
徴は，様々な地質学的・地球物理学的データ
に基づいて長年積み重ねられてきた応力場に
関する知見とも調和的としている。

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震学的検討［応力場の推定］

第413回審査会合(H28.11.4)
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• 震源域周辺では，西南日本に多くみられる横ずれ断層型の地震の発生比率が極めて高い。

• 女川原子力発電所の敷地周辺では，内陸地殻内地震の発生は少ないものの，比較的，逆断層型の地震が多い。

131°E 132°E 133°E 134°E 135°E

34°N

35°N

36°N

131°E 132°E 133°E 134°E 135°E

34°N

35°N

36°N

0 20 40

km

131°E 132°E 133°E 134°E 135°E

34°N

35°N

36°N

140°E 141°E 142°E

38°N

39°N

40°N

140°E 141°E 142°E

38°N

39°N

40°N

0 20 40

km

140°E 141°E 142°E

38°N

39°N

40°N

鳥取県西部地震

岩手・宮城内陸地震

女川原子力発電所

震源域周辺で発生した地震の震源メカニズム

1997.10 ~ 2016.5(30km以浅，諸元はF-netによる)
敷地周辺で発生した地震の震源メカニズム

1997.10 ~ 2016.5(30km以浅，諸元はF-netによる)

6.0 ≤ M 5.0 ≤ M < 6.0 4.0 ≤ M < 5.0 3.5 ≤ M < 4.0

6.0 ≤ M

5.0 ≤ M < 6.0 3.5 ≤ M < 4.0

4.0 ≤ M < 5.0

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震学的検討［震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺の震源メカニズム］

第413回審査会合(H28.11.4)
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• 震源域周辺では，本震の発生前から微小地震
活動が非常に活発な傾向があり，M5以上の地
震を伴う群発地震が発生している。

【梅田ほか(2001)】抜粋
この地域で注目すべき地震が発生したのは1989年10月27日の
Mj5.3の地震で，この地震以来，この地域の地震活動が活発に
なりMj5以上の地震を伴う大きな活動が翌年の1990年，更に
1997年と3回あり，Mj5以上の地震が計6回発生している。

1989年，1990年および1997年の群発的地震活動と

鳥取県西部地震の余震活動(梅田ほか(2001)に一部加筆)

1989 1990

20001997

1997.10.01 ~ 2000.10.05
本震発生前日までの地震活動

(M2以上，20km以浅，諸元は気象庁カタログによる)
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鳥取県西部地震
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３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震学的知見［震源域周辺における微小地震の発生状況］

第413回審査会合(H28.11.4)
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• 2008年岩手・宮城内陸地震，2003年7月宮城県中部の地震の震源域で地震の集中がみられ，脊梁山地に沿う
地震活動帯とそれに平行に分布する南南東－北北西の地震活動帯がみられる。

• 女川原子力発電所敷地周辺における内陸地殻内地震は，比較的発生頻度が低調である。

1997.10.01 ~ 2011.03.10の地震活動

(M2以上， 20km以浅，地震諸元は気象庁カタログによる)
2011.01.01 ~ 2013.12.31の地震活動

(M2以上， 20km以浅，地震諸元は気象庁カタログによる)
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３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 地震学的知見［女川原子力発電所敷地周辺における微小地震の発生状況］

第413回審査会合(H28.11.4)
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【長谷川ほか(2012)】
• 2000年鳥取県西部地震(M7.2)などは，震源断層直下の下部地殻が，顕著な低速度域になっていることが明らかになった。これら

の低速度域は，速度低下量が大きく，その成因として岩石の種類の違いなどだけではとても説明できない。震源断層の直下の下
部地殻に地殻流体が存在していることを示唆している。

• 中国地方では，より深部，太平洋スラブ直上の400km程度の深さから伸びる顕著な低速度域が日本海沿岸に沿う火山フロント直
下まで達していることが知られており，そこがこの地域の火山活動の素となるマグマ生成を担っているかもしれない。

• それに対し，東日本のP波速度構造を島弧横断鉛直断面に沿ってみた場合，マントルウェッジ内に，傾斜したP波低速度域が明瞭
にイメージングされ，火山フロントはこの傾斜した低速度域がモホ面と交わる場所の直上に分布する。

• 鳥取県西部地震の震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺のP波速度偏差は異なることがわかる。

東日本下および西日本下のP波速度の島弧横断鉛直断面

(長谷川ほか(2012)に一部加筆)

女川原子力発電所火山フロント

H
H'

S

S'

鳥取県西部地震火山フロント

３．震源を特定せず策定する地震動

2000年鳥取県西部地震 P波速度偏差［震源域周辺と女川原子力発電所敷地周辺の比較］

第413回審査会合(H28.11.4)
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■概要(発生日時，地震規模等)

震度 観測点名

5強 苫前町旭(旧)

5弱 羽幌町南3条

4

秩父別町役場(旧)
剣淵町仲町(旧)
羽幌町焼尻
初山別村有明

発生日時 2004/12/14 14:56

震央地名 留萌地方南部

緯度 44°04.6′N

経度 141°41.9′E

深さ 9km

規模 M6.1(Mw5.7)

(気象庁震度データベースによる)

震度分布(気象庁報道発表資料 2004.12.14 16:00)

■震央分布図(1997年10月 ~ ，M≧1.5)

■2004年北海道留萌支庁南部地震

及び周辺で発生した主な地震

■震央分布図(1900年 ~ ，M≧3.5)

■発震機構(P波初動解)

(地震調査研究推進本部 地震調査委員会

2004年12月の地震活動の評価)

(気象庁報道発表資料 2005.1.11 17:00)

(気象庁報道発表資料 2005.1.11 17:00)

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 概要

第413回審査会合(H28.11.4)
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○ ：KiK-net(地表)
● ：KiK-net(地中×2)
△ ：K-NET(AVS30 < 500 m / s)
▲ ：K-NET(AVS30 ≥ 500 m / s)

━━ ：司・翠川(1999)
- - - - ：司・翠川(1999) ± 1σ

RMIH04(地中)

HKD020

HKD024

HKD021

RMIH05(地中)

RMIH04(地表)

RMIH05(地表)

※()内は地中観測記録

(地表・地中)
RMIH04 小平東 22.8 543.3

83.0 81.8 36.5
(23.8) (32.7) (25.9)

KiK-net
RMIH05 小平西 12.5 218.1

340.4 236.1 66.2
(57.8) (36.8) (27.4)

K-NET
(地表)

HKD020 港町 12.1 562.7 535.7 1127.2 368.4
HKD024 達布 15.6 337.2 184.9 274.0 73.5
HKD021 留萌 18.1 302.0 57.5 44.6 20.0

観測点
震源距離 AVS30 Amax(cm/s2)

(km) (m/s) NS EW UD

 震央距離が30km以内の観測記録としては下表の5記録になる。

 このうち，震源近傍に位置するHKD020(港町)においては，最大加速度1127.2cm/s 2が観測されており，司・翠
川(1999)の距離減衰式の+1σを上回る。

司・翠川(1999)の距離減衰式との関係

K-NET及びKiK-net の最大加速度

震源距離(km)

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 観測記録（K-NET，KiK-net）

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p68 再掲



182

0 .0 1 0 .0 2 0 .0 5 0 .1 0 .2 0 .5 1 2 5 1 0
0 .1

0 .2

0 .5

1

2

5

1 0

2 0

5 0

1 0 0

2 0 0

5 0 0

1 0 0 0

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m

/s
 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(秒)

速
 

度
 

(cm/s)

(h = 0 .0 5 )

0 .0 1 0 .0 2 0 .0 5 0 .1 0 .2 0 .5 1 2 5 1 0
0 .1

0 .2

0 .5

1

2

5

1 0

2 0

5 0

1 0 0

2 0 0

5 0 0

1 0 0 0

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m

/s
 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(秒)

速
 

度
 

(cm/s)

(h = 0 .0 5 )

 K-NET観測点の観測記録のうち，HKD020(港町)の観測記録は，加藤ほか(2004)の応答スペクトルを大きく
上回る。また，HKD024(達布)の観測記録は，HKD020(港町)のEW成分の観測記録に包絡される。

- - - - ：加藤ほか(2004)(VS0.7 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VS2.2 km / s)
━━ ：HKD020 EW
- - - - ：HKD020 NS
━━ ：HKD024 EW
- - - - ：HKD024 NS
━━ ：HKD021 EW
- - - - ：HKD021 NS

- - - - ：加藤ほか(2004)(VP2.0 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VP4.2 km / s)
━━ ：HKD020 UD
━━ ：HKD024 UD
━━ ：HKD021 UD

K-NET各観測記録の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトルの比較

水平成分 鉛直成分

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 観測記録（K-NET）

第413回審査会合(H28.11.4)
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 KiK-net 観測点の地表観測記録は，すべて加藤ほか(2004)の応答スペクトルに包絡される。

- - - - ：加藤ほか(2004)(VS0.7 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VS2.2 km / s)
━━ ：RMIH05 EW
- - - - ：RMIH05 NS
━━ ：RMIH04 EW
- - - - ：RMIH04 NS

- - - - ：加藤ほか(2004)(VP2.0 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VP4.2 km / s)
━━ ：RMIH05 UD
━━ ：RMIH04 UD

KiK-net 各観測記録(地表)の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトルの比較

水平成分 鉛直成分

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 観測記録（KiK-net地表）

第413回審査会合(H28.11.4)
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 KiK-net 観測点の地中観測記録(地中×2)は，すべて加藤ほか(2004)の応答スペクトルに包絡される。

- - - - ：加藤ほか(2004)(VS0.7 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VS2.2 km / s)
━━ ：RMIH05 EW
- - - - ：RMIH05 NS
━━ ：RMIH04 EW
- - - - ：RMIH04 NS

- - - - ：加藤ほか(2004)(VP2.0 km / s)
━━ ：加藤ほか(2004)(VP4.2 km / s)
━━ ：RMIH05 UD
━━ ：RMIH04 UD

KiK-net 各観測記録(地中×2)の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトルの比較

水平成分 鉛直成分

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 観測記録（KiK-net地中）

第413回審査会合(H28.11.4)
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擬似速度応答スペクトルの比較

 等価線形解析により，地表観測記録(EW成分)からG.L.-41mの基盤地震動を評価している。

 はぎとり結果の最大加速度は585cm/s 2で，地表観測記録の約1/2となっている。

速度に変換した基盤地震動と地表観測記録の比較

推計された基盤地震動と地表観測記録の比較

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 佐藤ほか（2013）

第413回審査会合(H28.11.4)
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 体積弾性率一定を仮定した1次元波動論による線形解析により，地表観測記録(UD成分)からG.L.-41mの基
盤地震動を評価している。

 はぎとり結果の最大加速度は296cm/s 2となっている。

鉛直成分の基盤地震動の推計結果

2004年留萌地震時のP波速度と減衰定数

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 佐藤ほか（2013）

第413回審査会合(H28.11.4)
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追加検討：減衰定数の不確かさ考慮

 佐藤ほか(2013)の地盤モデルに基づき，G.L.-6mまで非線形，G.L.-6m以深を減衰定数3%として基盤地震動
を評価し，佐藤ほか(2013)の評価結果と比較する。

等価線形解析に用いる地盤モデル

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 減衰定数の不確かさを考慮した追加検討（水平方向）

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p89 修正
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追加検討：減衰定数の不確かさ考慮

 佐藤ほか(2013)の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以深を減衰定数3%とした基盤地震動の最大加速度は
609cm/s 2となっており，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(585cm/s 2)と比較すると，やや大きく評価されてい
る。また，その応答スペクトルは，佐藤ほか(2013)による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

加速度時刻歴波形の比較

擬似速度応答スペクトルの比較

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p90 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 減衰定数の不確かさを考慮した追加検討（水平方向）
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追加検討：減衰定数の不確かさ考慮

 収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか(2013)の物性値による伝達関数と同様に，本震時のH/Vスペクトルの
特徴をよく再現していると考えられる。

収束物性値による伝達関数とH/Vスペクトルの比較

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p91 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 減衰定数の不確かさを考慮した追加検討（水平方向）
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追加検討のまとめ

 2004年北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020(港町)の観測記録について，佐藤ほか
(2013)の地盤モデルに基づき，G.L.-6mまで非線形，G.L.-6m以深を減衰定数3%として基盤地
震動を評価した。

 基盤地震動の最大加速度は609cm/s 2となっており，佐藤ほか(2013)による基盤地震動
(585cm/s 2)と比較してやや大きく評価されている。また，基盤地震動の応答スペクトルは，佐藤
ほか(2013)による応答スペクトルとほぼ同等となっている。

 収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか(2013)の物性値による伝達関数と同様に，本震時の
H/Vスペクトルの特徴をよく再現する結果となっている。

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p92 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 減衰定数の不確かさを考慮した追加検討（水平方向）
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追加検討：地盤モデル変更による基盤地震動(鉛直成分)評価

 佐藤ほか(2013)における鉛直成分の基盤地震動の評価結果は，物理探査学会(2013.10)時点での地盤モデ
ルに基づいていたが，笹谷ほか(2008)による位相速度を説明できないことから，佐藤ほか(2013)の報告時点
以降に，表層部分のPS検層を再測定している。

 再測定結果によるG.L.-6mまでのP波速度は，佐藤ほか(2013)の地盤モデルと異なるため，再測定結果を反
映した地盤モデルにより，鉛直成分の基盤地震動が再評価された。

※再測定結果によるS波速度は，佐藤ほか(2013)の地盤モデルとほぼ同様のため変更していない。

P波速度

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p93 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 地盤モデルを変更した追加検討（鉛直成分）
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追加検討：地盤モデル変更による基盤地震動(鉛直成分)評価

 PS検層の再測定結果を反映した地盤モデルを用い，体積弾性率一定としてG.L.-41mの鉛直成分の基盤地震
動を評価した結果，その最大加速度は306cm/s 2となり，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(296cm/s 2)と比較
すると，やや大きく評価された。

P波速度 減衰定数

加速度時刻歴波形

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p94 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 地盤モデルを変更した追加検討（鉛直成分）
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追加検討のまとめ

 佐藤ほか(2013)のHKD020(港町)のP波速度モデルは，笹谷ほか(2008)による位相速度を説明
できないことから表層部分のPS検層を再測定し，再測定結果を反映した地盤モデルを設定した。

 上記地盤モデルを用い，体積弾性率一定としてG.L.-41mの鉛直成分の基盤地震動を評価した
結果，その最大加速度は306cm/s 2となり，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(296cm/s 2)と比
較すると，やや大きい。

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-2 p95 修正

３．震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震 地盤モデルを変更した追加検討（鉛直成分）
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４．基準地震動の年超過確率の参照
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壇ほか(2001)による経験式（A∝Ｍ０
1/3）を参考に，観測記録と

Noda et al.(2002)の応答スペクトル比を相対的短周期レベル
（RSPL：Relative Short Period Level）をパラメータとして表す
補正係数を採用した［Hirotani et al.(2013)］。

ＲＳＰＬ＝Ａ/Ｍ０
1/3 ， Ｓ(T)＝ＳＴ(T)×Ｒ(T)

lnＲ(T)＝ａ(T)･ln(ＲＳＰＬ)＋Ｃ(T)

Ａ ：短周期レベル
Ｍ０ ：地震モーメント
Ｓ(T) ：解放基盤表面の応答スペクトル
ＳT(T) ：Noda et al.(2002)による地震基盤の応答スペクトル
Ｒ(T) ：補正係数
ａ(T) ：回帰より求めたＲＳＰＬに関する係数
ＣH(T) ：回帰より求めた水平成分に関する係数
ＣV(T) ：回帰より求めた鉛直成分に関する係数

■プレート間地震：特定震源（東北地方太平洋沖型地震，宮城県沖地震），領域震源（①宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り，②三陸沖中部）

No. 発生日 M
震央距離

(km)
RSPL

(N2/3・m2/3/s2)

1 1983年 5月24日 5.8 73 2.80E+17

2 1984年10月27日 5.4 83 1.68E+17

3 1985年 8月12日 6.4 84 3.50E+17

4 1986年 3月 2日 6.0 71 5.61E+17

5 1994年 8月14日 6.0 83 1.46E+18

6 1999年11月15日 5.7 82 3.12E+17

7 2002年11月 3日 6.3 78 4.17E+17

8 2002年12月 5日 5.3 79 2.84E+17

9 2003年 3月 3日 5.9 83 4.90E+17

10 2005年 8月16日 7.2 73 6.40E+17

補正係数の策定に用いた地震の諸元
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補正係数の策定に用いた地震の震央分布図
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観測記録の応答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく応答スペクトルの比
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補正係数の策定に用いた地震のＭ0-Ａの関係

壇ほか(2001)によるＭ０とＡの関係
上記実線の2倍および0.5倍

４．基準地震動の年超過確率の参照

Noda et al.(2002)の評価に用いる補正係数（１）

第558回審査会合(H30.3.23)
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3.11地震の評価結果と観測記録※1との比較（水平）
※1：敷地岩盤上部(O.P.※2- 8.6m)の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。
※2：O.P.は女川原子力発電所工事用基準面(Onagawa Peil)であり，O.P.±0m = T.P.(東京湾平均海面) - 0.74m。

RSPLを用いた補正前後の比較（最大加速度値）
※各地震についてNS,EWおよびUDをプロット

● 観測記録／Noda et al.(2002)
● 観測記録／Noda et al.(2002)×RSPL補正

1983
5/24

1984
10/27

1985
8/12

1986
3/2

1994
8/14

1999
11/15

2002
11/3

2002
12/5

2003
3/3

2005
8/16

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

A
（N・m/s2)

SMGA2 36 36 5.33E+20 1.41E+20

Asano and Iwata（2012）

佐藤（2012）

L
(km)

W
(km)

M0
(Nm)

A
（N・m/s2)

SMGA2 90 90 7.73E+21 2.64E+20

相対的短周期レベル（RSPL）をパラメータとした補正係数を用いることで，
ばらつきが小さくなっていることを確認。

RSPLをパラメータとした補正係数を用いた東北地方太平洋沖型地
震の評価と3.11地震の観測記録を比較。

地震規模は，神田ほか（2012）における3.11地震の第2波群のマグニ
チュードを参照し，M8.1を採用。

RSPLは，各種提案されている3.11地震の断層モデルのうち，第二波
群に対応するSMGAのRSPLが最大のAsano and Iwata（2012）を参
照して設定。

⇒全周期帯で概ね観測記録を上回る結果となった。
＜参考検討＞
地震規模を，神田ほか（2012）における本震波形記録全体のマグニ

チュードを参照したM8.3とし，RSPLをSMGAのM0が最大の佐藤
（2012）に基づき設定した場合の評価を実施。

⇒M8.1とした場合の結果と同程度であった。

補正前後の比較（最大加速度値）

東北地方太平洋沖型地震の評価と3.11地震の観測記録の比較
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対象地震
採用したRSPL
(N2/3・m2/3/s2)

備 考

東北地方太平洋沖型地震 8.08E+17 Asano and Iwata（2012）のM0，A

宮城県沖地震 5.76E+17 地震調査研究推進本部(2005)のM0，A

プレート間地震の領域①，② 4.16E+17 用いた10地震の平均値

Noda et al.(2002)に用いる補正係数（地震基盤）

東北地方太平洋沖型地震
宮城県沖地震
領域震源（①,②）
※実線：水平 点線：鉛直

対象地震毎の補正係数の策定

β=0.35

評価結果※［M8.1_RSPLはAsano and Iwata(2012)のモデルから算出］ 点線：±3σ
参考※［M8.3_RSPLは佐藤（2012）のモデルから算出］
Noda et al.(2002)による評価※［太線：M8.3，細線：M8.1，点線：±3σ］
観測記録（NS）， 観測記録（EW）

※Xeqは神田ほか（2012）に基づく76.3kmとして算出

４．基準地震動の年超過確率の参照

Noda et al.(2002)の評価に用いる補正係数（２）

第558回審査会合(H30.3.23)
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■プレート間地震：領域震源（③福島県沖）

 敷地で得られた観測記録とNoda et al.(2002)の応答スペクトル比から策定した補正係数を採用する。
 補正係数の策定に用いる地震は，震央距離が100～200km程度の範囲で発生したM5.5以上のプレート

間地震とする。

補正係数の策定に用いた地震の諸元

No. 発生日 Ｍ
震央距離
(km)

1 1981年 1月18日 6.1 151

2 1981年 1月19日 6.1 146

3 1981年 1月19日 7.0 130

4 1981年 1月19日 6.0 140

5 1981年 1月23日 6.6 137

6 1981年 1月23日 6.2 139

7 1983年 7月 2日 5.8 168

8 1987年 2月 6日 6.7 164

9 1987年 4月 7日 6.6 127

10 1987年 4月23日 6.5 146

11 1992年12月28日 5.9 108

12 1993年11月11日 5.5 106

13 1994年 8月16日 6.0 115

14 1994年12月29日 6.5 231

15 1995年 1月 7日 7.2 214

16 1996年 2月17日 6.8 153

17 1997年 5月12日 5.6 151

18 2000年 7月21日 6.4 211

19 2001年 2月25日 5.9 150

20 2002年 2月12日 5.5 205

21 2002年 7月24日 5.7 149

22 2003年10月31日 6.8 122

23 2004年 8月10日 5.8 152

24 2004年 9月 1日 5.6 166

25 2005年 8月24日 6.3 138

26 2005年10月19日 6.3 228

27 2005年10月22日 5.6 151

28 2005年12月 5日 5.5 117
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補正係数の策定に用いた地震の震央分布図
観測記録の応答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく

応答スペクトルの比および策定した補正係数（地震基盤）

水平方向

鉛直方向

策定した補正係数
観測記録とNoda et al.(2002)の比
平均 平均±１σ

策定した補正係数
観測記録とNoda et al.(2002)の比
平均 平均±１σ

４．基準地震動の年超過確率の参照

Noda et al.(2002)の評価に用いる補正係数（３）

第558回審査会合(H30.3.23)
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■プレート内地震：領域震源

■内陸地殻内地震：活断層による地震，領域震源

№ 発生日 Ｍ 震央距離（km）

1 2003年 5月26日 7.1 48

2 2011年 4月 7日 7.2 43

3 2011年 7月10日 7.3 180

4 2012年12月 7日 7.3 211

5 2013年 8月 4日 6.0 37

補正係数の策定に用いた地震の諸元

 敷地で得られた観測記録とNoda et al.(2002)の応答スペクトル
比から策定した補正係数を採用する。

 補正係数の策定には，震央距離が200km程度以内の範囲で発
生したM6.0以上のプレート内地震を用いた。
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補正係数の策定に用いた地震の震央分布図
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観測記録の応答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく

応答スペクトルの比および内陸補正（解放基盤）

観測記録の応答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく

応答スペクトルの比および策定した補正係数（地震基盤）

№ 発生日 Ｍ 震央距離（km）

1 1985 年3月28日 5.3 85

2 1996年 8月11日 6.0 94

3 1996年 8月11日 5.5 92

4 1996年 8月11日 5.8 88

5 2007年 7月26日 5.6 30

6 2007年 7月26日 5.5 29

検討に用いた地震の諸元

 敷地で得られた観測記録とNoda et al.(2002)の応答スペクトル
比から算定される係数と概ね整合するNoda et al.(2002)の内陸
補正を採用。

 検討には，震央距離が100km程度以内の範囲で発生したM5.0
以上の内陸地殻内地震を用いた。

検討に用いた地震の震央分布図

Noda et al.(2002)の内陸補正
観測記録とNoda et al.(2002)の比
平均 平均±１σ

策定した補正係数
観測記録とNoda et al.(2002)の比
平均 平均±１σ
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４．基準地震動の年超過確率の参照

Noda et al.(2002)の評価に用いる補正係数（４）

第558回審査会合(H30.3.23)
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宮城県沖地震の打切り概念図
水平方向

2σ

宮城県沖地震
（M7.4，38年周期）

■「特定震源 宮城県沖地震」の東北地方太平洋沖型地震との関係を踏まえた打ち切り設定について

 特定震源で考慮している宮城県沖地震と東北地方太平洋沖型地震は，基本的には宮城県沖の同じアスペリティによって生じる地震
であり，1978年の宮城県沖地震は3.11地震のアスペリティの一部が活動したものと考えられる。

 「特定震源 宮城県沖地震」の確率評価では，2σで約800ガルとなるが，1978年タイプの地震動がこのように大きくなるためには，敷
地から宮城県沖のアスペリティまでの距離がほぼ最短であることも考慮すると，以下のいずれかの現象（もしくは組合わせ）が
必要となる。

① アスペリティの面積が変わらなければアスペリティの応力降下量が倍以上になる。
※地震調査研究推進本部（2005）ではA1断層の応力降下量を73MPaに設定 ⇒ 約150MPa

②応力降下量が変わらない場合，アスペリティ面積が4倍以上になる。
※アスペリティ面積が大きくなると背景領域の面積（断層全体）も大きくなる。

「特定震源 宮城県沖地震」 が800ガル相当の地
震動を引き起こすには，地震規模が大きく（背景領
域およびアスペリティ面積が大きく）なる必要があり，
それは実質的には東北地方太平洋沖型地震に地
震タイプが移行すると考えられる。

東北地方太平洋沖地震に相当

「特定震源 宮城県沖地震（M7.4），38年ポアソン」
と，「東北地方太平洋沖型地震（M8.1），600年ポア
ソン」の地震動は概ね2σ（Amax=800ガル）付近で
交差・逆転する。

「特定震源 宮城県沖地震」の打ち切りを
2σに設定

100
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東北地方太平洋沖型地震
（M8.1，600年周期）

最大加速度（cm/s2）

1978年宮城県沖地震（M7.4）の観測記録を
踏まえた想定宮城県沖地震の断層モデル（A1断層）

［地震調査研究推進本部（2005）に加筆］

73MPa

29MPa

0 500 1000 1500 2000

４．基準地震動の年超過確率の参照

ばらつきの打ち切りの設定について

第558回審査会合(H30.3.23)
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千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版） ［地震調査研究推進本部（2017）］に関する知見について

「千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版）」［地震調査研究推進本部（2017）］の概要
 千島海溝沿いのうち，十勝沖・根室沖・色丹島沖及び択捉島沖を主な対象とし，長期的な観点で地震発生の可能性，震源域の形態等についての評価を取りまとめ

たものである。
 千島海溝沿いでは，大きな津波をもたらした地震が17世紀に発生したことが知られていて，北海道東部に巨大な津波をもたらすような地震を「超巨大地震（１７世紀

型）」と呼ぶ。
 「超巨大地震（17世紀型）」について，北海道東部における津波堆積物調査結果から，１７世紀に1952年の十勝沖地震をはるかに超える規模の津波が発生し，現在

の海岸線から１～４ｋｍ程度内陸まで浸水したと推定されており，この津波を発生させた地震は十勝沖と根室沖の両領域が海溝寄りの領域を含んで破壊するため，
2011年東北地方太平洋沖地震と同様の特徴を持ち，規模はMw8.8に達する地震であった可能性が指摘されている。

 「超巨大地震（17世紀型）」は，十勝沖と根室沖の領域および海溝寄りの領域を震源領域としたM8.8程度以上の超巨大地震とされており，震源領域は更に東側に
延びる可能性があるとされている。
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千島海溝沿いの評価対象領域
※点線：海溝寄りの領域の境界

境界領域（隣接した領域で地震
が発生した際に併せて滑る可能
性がある領域）

東北地方太平洋沖型地震の
巨視的断層面

 女川原子力発電所では東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）を考慮しており，その地震動評
価においては，敷地直近の宮城県沖の強震動生成域（SMGA）が支配的であり，超巨大地
震（17世紀型）による影響は，敷地との位置関係から東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）
を下回ると考えられる。

地震調査研究推進本部（2017）に一部加筆
東北地方太平洋沖型地震と地震調査研究推進本部（2017）における

超巨大地震（17世紀型）の断層の位置関係

女川原子力発電所

100 200 300km0

地震調査研究推進本部（2017）の内容はこれまでの評価に包含されており，評価結果に影
響がないことを確認した。
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５．参考

日本海溝沿いの地震活動の長期評価［地震調査研究推進本部（2019）］に関する知見について①

「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」［地震調査研究推進本部（2019）］

 日本海溝沿いのうち青森県東方沖から房総沖までの領域を対象として，長期的な観点で地震発生の可能性，震源域の形態等に
ついて評価してとりまとめたもの。

 東北地方太平洋沖地震から約８年が経過し，震源域や沿岸域における調査研究が大きく進展したことから，新たな長期評価手法
の検討途上ではあるが，新たに得られた知見を取り入れたうえで公表されたもの。

【地震調査研究推進本部（2019）における領域区分について】
 地震調査研究推進本部（2019）では、2012年に改訂された

「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二
版）」（地震調査研究推進本部（2012））から，評価対象領域が
変更

①第二版における陸寄りの各領域について，海溝寄りの領域ま
で延長。

②宮城県沖の領域について，宮城県沖，三陸沖南部海溝寄りに
分割されていたものを統合。

③茨城県沖と房総沖の境界位置を変更。
④領域境界の見直しに伴い，陸側の領域について，西側の境界

を太平洋プレート上面深さ60kmの等深線に沿って設定。

【地震調査研究推進本部（2019）における評価対象地震】
 地震調査研究推進本部（2019）では，プレート間地震，海洋プレート内地震について以下の地震を評価対

象として，地震規模，発生確率を評価

①プレート間地震
・超巨大地震（東北地方太平洋沖型）
・プレート間巨大地震
・ひとまわり小さいプレート間地震
・海溝寄りのプレート間地震（津波地震等）

②海洋プレート内地震
・沈み込んだ海洋プレート内の地震
・海溝軸外側の地震

地震調査研究推進本部（2019）の領域区分および評価対象地震について，女川原子力発電所の基準地震動の策定
および年超過確率の参照との関係を確認する。

地震調査研究推進本部（2012）の
領域区分

地震調査研究推進本部（2019）の
領域区分
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５．参考

日本海溝沿いの地震活動の長期評価［地震調査研究推進本部（2019）］に関する知見について②

 地震調査研究推進本部（2019）の評価のうち，女川原子力発電所の基準地震動の策定に影響を与
える可能性があると考えられる地震について，発生領域，地震規模を整理した。

評価対象地震 発生領域 地震規模

①超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部～茨城県沖 M9.0程度

②プレート間巨大地震 宮城県沖 M7.9程度

③ひとまわり小さいプレート間地震

宮城県沖 M7.0～M7.5

宮城県沖の陸寄り（宮城県沖地震） M7.4前後

④沈み込んだ海洋プレート内の地震 青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖 M7.0～7.5程度

女川原子力発電所の基準地震動の策定におけるプレート間地震および海洋プレート内地震の評価
＜プレート間地震＞

・検討用地震として地震調査研究推進本部（2019）の①超巨大地震と同様の「東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）」を考慮し，さらに
SMGAの位置や 短周期レベルの不確かさを踏まえた検討も実施。

・地震調査研究推進本部①～③の評価対象地震を包含した評価になっている。
＜海洋プレート内地震＞

・検討用地震の評価として，地震調査研究推進本部（2019）の④沈み込んだ海洋プレート内の地震(M7.0～7.5) の上限と同じM7.5の地
震を考慮。

・また，プレートの沈み込み形状等も踏まえ，敷地への影響が最も大きい位置に設定している。

地震調査研究推進本部（2019）の
領域区分

地震調査研究推進本部（2019）の知見(発生領域，地震規模)については，女川原子力発電所の基準地震動の策定に考慮されていること
を確認した。
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５．参考

日本海溝沿いの地震活動の長期評価［地震調査研究推進本部（2019）］に関する知見について③

 地震調査研究推進本部（2019）の評価のうち，女川原子力発電所の基準地震動の超過確率の評価に影響を与える可能性があると考え
られる地震について，地震規模および発生確率を整理した。

評価対象地震 発生領域

地震調査研究推進本部（2019）による評価

規模
今後30年以内の
地震発生確率

評価に使用した地震 確率モデル

①超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部～茨城県沖 (宮
城県沖を含む)

M9.0程度 ほぼ０％
過去約3000年間の5回

平均発生間隔550～600年程度
※

②プレート間巨大地震 宮城県沖 M7.9程度 ２０％程度
1793年以降の3回

平均発生間隔109年
ポアソン

③ひとまわり小さいプレート間地震

宮城県沖 M7.0～M7.5 ９０％程度
1923年以降の6～7回

平均発生間隔13～15年程度
ポアソン

宮城県沖の陸寄り
（宮城県沖地震）

M7.4前後 ５０％程度
1897年以降の４回

平均発生間隔38年程度
BPT

④沈み込んだ海洋プレート内の地震
青森県東方沖及び
岩手県沖北部～茨城県沖

M7.0～7.5程度 ６０～７０％程度
1923年以降の3～4回

平均発生間隔22～29年程度
ポアソン

女川原子力発電所における基準地震動の年超過確率の評価
①超巨大地震

特定震源として，地震調査研究推進本部（2019）と同様のMw9.0の地震を更新過程として評価。
②プレート間巨大地震，③ひとまわり小さいプレート間地震（宮城県沖）

領域震源として，地震規模M8.4までを考慮し，地震調査研究推進本部（2019）と同様にポアソン過程にて評価。
③ひとまわり小さいプレート間地震（宮城県沖地震）

特定震源として，宮城県沖地震(M7.4)をポアソン過程にて評価。発生確率は55％となり地震調査研究推進本部（2019）の BPTの評価と同等。
なお，③の地震(単独型の宮城県沖地震)が大きくなる場合は，①超巨大地震(連動型の宮城県沖地震)に実質的に移行するとの考え方から2σの打ち
切りを設定しており，基準地震動の参照においては，確率モデルの影響は小さい。

④沈み込んだ海洋プレート内の地震

領域震源の評価として，地震規模M8.2までを考慮し，地震調査研究推進本部（2019）と同様にポアソン過程にて評価。

※地震発生時期の不確実性を考慮する方法

地震調査研究推進本部（2019）の知見(地震発生確率)については，女川原子力発電所の基準地震動の年超過確率の参照に影響ないことを確認した。
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